
（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 166,056

1,189,041 0

31,668,124 138,791

33,816,346
33,547,317 166,056

うち人件費 3,375,174 3,817
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 2

当期増加額 127,231,606 138,791

31,466,802 138,791

当期減少額 113,450,847 138,791

102,105,384 2

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 委託
双日テックイノ
ベーション株式会
社

658,240

特定契約 委託
株式会社　大塚商
会

580,800

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
総合相談（オンライン相談)に係る
WEB会議ツール「Zoom」の契約

2
令和７年度 チャットボット質問応対
システムの利用

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 総合支援事業

２　事業（施設）概要
相談窓口に各種専門家を配置し、様々な悩みにワンストップで対応するほか、中小企業者
及び創業を意図する者等の成長段階に応じた継続的支援を行うとともに、経営、技術等を
含めた多面的な総合支援サービスを提供する。
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うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 31,159

1,189,041 0

31,668,124 31,159

33,816,346 31,159
33,547,317 31,159

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 0

当期増加額 127,231,606 31,159

31,466,802 31,159

当期減少額 113,450,847 31,159

102,105,384 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

競争契約 委託
株式会社政策基
礎研究所

2,684,000

特定契約 委託
株式会社　政策基
礎研究所

966,600

件数 金額非公表案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
政策課題対応型専門家派遣事業
における事業ポータルサイトの構築
及び保守・運用委託

2
令和７年 度政策課題対応型専門
家派遣事業　専門家派遣事業ポー
タルの運用・保守業務の委託

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 政策課題対応型専門家派遣事業

２　事業（施設）概要
未来東京戦略ビジョンで目指す2030年代を見据えた取り組みを着実に実現していくため
に、グリーン、デジタル、防災などの政策課題に係る取り組みを行う都内中小企業者等に
対し、その取り組みに係る経営上の様々な課題を解決するため、専門家を派遣する。
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〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件
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うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 11,788

1,189,041 0

31,668,124 11,788

33,816,346 11,788
33,547,317 11,788

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 0

当期増加額 127,231,606 11,788

31,466,802 11,788

当期減少額 113,450,847 11,788

102,105,384 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 カスタマーハラスメント対策支援事業

２　事業（施設）概要

商品やサービスを提供する企業に対して顧客等が著しい迷惑行為を行う、いわゆるカスタ
マーハラスメントについて、国が定める｢カスタマーハラスメント対策企業マニュアル」に基づ
いて中小企業が行う防止対策に係る体制整備等を支援し、被害の防止と事業活動の安定
化を図ることを目的とする。
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うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 299,154

1,189,041 299,154

31,668,124 0

33,816,346 299,154
33,547,317 299,154

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 0
当期増加額 127,231,606 299,154

31,466,802 299,154

当期減少額 113,450,847 299,154
102,105,384 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

競争契約 委託 株式会社ユニオンアルファ 2,530,000

競争契約 委託 株式会社JTB 28,158,900

特定契約 委託 株式会社大塚商会 514,800

特定契約 委託 株式会社NIコンサルティング 792,000

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
令和7年度中小企業ニューマー
ケット開拓支援事業「普及啓発セミ
ナー」運営等業務委託

2

令和7年度中小企業ニューマー
ケット開拓支援事業におけるクラウ
ドファンディング活用支援の業務
委託(複数単価契約)

3
営業支援システム「NI Collabo」の
保守委託契約

4
営業支援システム「NI　Collabo」に
おけるサーバーの利用契約

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 中小企業ニューマーケット開拓支援事業

２　事業（施設）概要
都内中小企業の優れた製品・技術を商社やメーカー等へ紹介し、販路拡大を支援するとともに、
「売れる製品」として育てるため、改良に向けた助言など「ハンズオン支援」を行う。
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〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件
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契約種別 契約相手方 契約金額（円）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特命理由

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

特命理由

No. 契約件名
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うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 127,396

1,189,041 0

31,668,124 127,061

33,816,346 127,396
33,547,317 127,396

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 -64,760

88,324,625 626

当期増加額 127,231,606 126,996

31,466,802 126,996

当期減少額 113,450,847 127,061
102,105,384 561

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

競争契約 委託
株式会社アイフィ

ス
3,302,200

競争契約 委託
株式会社東京商

工リサーチ
11,000,000

販路開拓におけるDXサポート事業
におけるアンケート調査委託

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
令和６年度販路開拓ＤＸサポ－ト事
業 成果事例制作委託（複数単価契
約）

2

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 販路開拓におけるDXサポート事業

２　事業（施設）概要
アフターコロナの環境に適応した中小企業のＤＸによる販路開拓を支援する。
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競争契約 委託
株式会社大和通

信社
20,515,000

件数 金額

6
令和7年度 販路開拓におけるDXサ
ポート事業における WEB広告及び
動画広告運用委託

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特命理由

特命理由

No. 契約件名

No. 契約件名
５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
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うち本事業
当期経常増減額 83,604 -15

経常収益 33,899,950 857,264

1,189,041 0

31,668,124 855,517

33,816,346 857,279
33,547,317 857,279

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 -15
24,595 124,740

88,324,625 222,510

当期増加額 127,231,606 980,257

31,466,802 980,257

当期減少額 113,450,847 855,517

102,105,384 347,251

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 委託
八重洲電気株式
会社

3,410,000

特定契約 委託 株式会社セラク 2,415,050

特定契約 工事
株式会社竹中工
務店

79,640,000

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
 TOKYO創業ステーション 3F 電話
機器類、ネットワーク機器類設置等
の施工の業務委託

2
 TOKYO創業ステーション 3F ネッ
トワーク機器調達及び、機器の調
整の委託

3
TOKYO創業ステーション拡充に伴
う明治安田生命ビル3階レイアウト
変更Ｂ工事

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

経常費用

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

経常外収益
経常外費用

事業費

管理費

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 創業支援拠点の運営事業

２　事業（施設）概要
創業予定者に対し、創業に関する知識取得から事業プランの作成、事業化までをワンス
トップで支援する拠点を運営する。

３　収支状況（単位：千円）

うち 都からの補助金等
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特定契約 委託
株式会社竹中工
務店

819,500

特定契約 委託
日本管財株式会
社

1,597,395

特定契約 委託
八重洲電気株式
会社

2,178,000

特定契約 委託 株式会社セラク 2,070,811

特定契約 委託
株式会社日立シス
テムズ

9,295,000

特定契約 委託
日本管財株式会
社

11,410,608

特定契約 工事
株式会社竹中工
務店

1,078,000

特定契約 委託
株式会社日立シス
テムズ

16,567,914

特定契約 物品
ユミルリンク株式会
社

1,577,400

特定契約 物品
日本ワムネット株
式会社

1,316,040

競争契約 物品
東通産業株式会
社

4,367,000

競争契約 物品 株式会社　芳明堂 25,520,000

競争契約 委託
キャリアリンク株式
会社

3,717,044

競争契約 委託
大明通産株式会
社

7,582,080

競争契約 委託 株式会社スコープ 38,640,000

競争契約 委託
株式会社オン・ザ・
プラネット

16,189,250

18
 令和6年度TOKYO創業ステーショ
ン インターネット広告出稿業務委
託（概算契約）

19
 令和6年度TOKYO創業ステーショ
ン LINE広告出稿業務委託（概算
契約）

15
 TOKYO創業ステーション拡充に
おける什器備品購入

16
 創業支援課における派遣職員の
採用（創業支援拠点の運営・３F）
（単価契約）

17
 ノート型パソコン借入に係る契約
締結について

 創業支援拠点メール配信サービス
の利用

13
 創業支援拠点運営のためのファイ
ルストレージの利用

14
 TOKYO創業ステーション3階にお
けるAV設備購入について

9
 令和７年度明治安田生命ビル1
階、2階、３階専用部に係る清掃管
理業務委託

10
 TOKYO創業ステーション 3F 照明
スイッチ・スポットライト追加工事

11
 創業支援システムの運用保守契
約

6

 TOKYO創業ステーション 2F 電話
機の追加及び留守電機能の追加、
ネットワーク機器類設置等の施工
の委託

7
 TOKYO創業ステーション 2F ネッ
トワーク機器調達及び、機器の調
整の委託

8
 創業支援システムの改修業務委
託

4
 明治安田生命ビル共有部におけ
るサイン変更工事業務委託

5
 令和６年度明治安田生命ビル3階
専用部に係る清掃管理業務委託

12
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競争契約 委託
 株式会社アカン
パニーテクノロ
ジーズ

15,728,900

競争契約 委託 株式会社ツクリエ 1,081,301,980

競争契約 委託 株式会社明日香 20,379,920

競争契約 委託
株式会社マクロミ
ル

17,820,000

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

21
 TOKYO創業ステーション(丸の内)
におけるStartup Hub Tokyoの運営
業務委託

22
 創業支援拠点(丸の内)における一
時預かり保育運営委託業務(複数
単価契約)

23
  顧客獲得実践支援事業における
顧客ニーズ収集機会の提供に係る
業務委託(複数単価契約)

20
 令和6年度TOKYO創業ステーショ
ン TikTok広告出稿業務委託（概算
契約）
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契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
八重洲電気株式
会社

3,410,000

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

工事
株式会社竹中工
務店

79,640,000

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
株式会社日立シス
テムズ

9,295,000

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
日本管財株式会
社

11,410,6089
 令和７年度明治安田生命ビル1
階、2階、３階専用部に係る清掃管
理業務委託

特命理由

8
 創業支援システムの改修業務委
託

特命理由

「創業支援システム 」は、 TOKYO 創業ステーションのホームページと連動し、会員 情報 および施設サービスの申
込情報を管理するシステム で あり 、平成 ３１ 年度に（株）日立システムズ社によって設計及び構築を行うとともに、
令和２年度以降は 同社に システム運用保守 を委託 している。
TOKYO創業ステーションのホームページを含む 本 システムの改修 に は、 プログラムやページ遷移、 データベー
スと Webページの連携 など、 関連 機能及び 全体 構造を 把握している必要があり 、本 システム の設計及び構
築を行った業者でなければ本業務を実施できない。以上の理由により、同社以外では「 創業支援システム 」の 改
修業務 を履行不可能であり、競争入札に適さないことから、財務規程第 68 条の３第１項第４号（イ）に基づき同社と
特命契約を締結する。

No. 契約件名

3
TOKYO創業ステーション拡充に伴
う明治安田生命ビル3階レイアウト
変更Ｂ工事

特命理由

本案件は、TOKYO 創業ステーション拡充に伴う明治安田生命ビル 3 階の創業支援拠点のレイアウト変更 B 工事
である。
令和 6 年 3 月 26 日付で明治安田生命相互会社と締結した「定期建物賃貸借契約書」第13 条第 2 項において、
内装の変更に関する工事は、明治安田生命相互会社が指定または承諾した工事人を使用すると規定されており、
第 19 条において管理人として指定されている明治安田生命ビルマネジメント株式会社から、指定工事会社として
株式会社竹中工務店を指定されている。同条項の規定に基づき、株式会社竹中工務店と特命随意契約を締結す
る。

No. 契約件名

1
 TOKYO創業ステーション 3F 電話
機器類、ネットワーク機器類設置等
の施工の業務委託

特命理由
＜契約概要＞
本委託は電話設備と LAN 設備の良好な通信状態を維持しつつ、増設及び設定変更を行うものである。外付けパ
ソコンにてプログラミングをする専門性の高い特殊作業であるため、業務の実施にあたっては以下要件を満たす必
要がある。
 ＜契約要件＞
①  電話設備、LAN 設備はお客様だけでなく各課、各階からの問い合わせを受ける上で安全性、信頼性、機密性
が極めて重要である。特に電話機の設定に関しては事業ラインによって着信番号や鳴動設定が異なっており複雑
であるため、現状の設定状況を正確に把握している必要がある。電話機の移設、増設、設定、LANケーブルの整備
は、過去に明治安田生命ビルでの業務実績のある業者でないと不明瞭な点が多いため、実績のある業者の作業が
必要である。
② お客様に迅速かつ適切な対応ができる通信サービス、機能を確保し、責任の一貫性を担保することが必要であ
る。
上記内容から、八重洲電気株式会社は、明治安田生命ビル低層棟入居時から電話設備工事を施行し、通信環境
の安全性、信頼性、機密性を保持しながらの作業を熟知しており、過去に電話機の増設や設定変更の実績もある。
また、同社は明治安田生命低層棟1・2階の電話設備やＬＡＮ設備だけでなく、レイアウトに関しても熟知しており、急
な変更等にも十分対応できる体制である。
加えて、明治安田生命ビル低層棟にて当該工事実績のない業者に発注した場合は、事故発生時の責任の所在が
不明確になる恐れがある。
このため、電話機設備、LAN 設備故障時には、お客様に甚大な被害を与える状況が予見される。

No. 契約件名

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名
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契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
株式会社日立シス
テムズ

16,567,91411
 創業支援システムの運用保守契
約

特命理由

「創業支援システム」は、ホームページや会員登録画面、セミナー予約画面等の“利用者向け機能”とセミナーの設
定や相談情報の管理及び、メンバー情報の管理等を行う“管理者向け機能”が連動し、1つのシステムとして成立し
ている。上記システムは平成３１年度に（株）日立システムズ社によって設計及び構築を行うとともに、令和２年度以
降は同社にシステム運用保守を委託している。
(株)日立システムズは、東京都品川区に本社を置く日本のシステムインテグレーターであり、これまでも東京都及
び、数々の公的機関でシステム開発及び保守の経験を有する国内で秀でた企業である。
TOKYO創業ステーションのホームページを含む本システムは、プログラムやページ遷移、データベースとWebペー
ジの連携などの関連機能等からわかるように、フロント・バックが複雑に関係している。また、個人情報等の機密情報
も多くDBサーバ内に保管がされており、上記システムはＡＷＳ上で運用されているため、他の会社が保守を行う場
合、リバースエンジニアリングを実施し、全体の把握及び、細部まで分析を行った上で運用を行う必要があり、かつ
ＡＷＳに関しても別途契約を結びなおしシステムの再構築を再度当該会社が実施する必要性が生まれるため、その
間のTOKYO創業ステーションの営業は止めざるをえない状況となる。
また、システムの開発者と保守担当会社が別となると、元来のシステム構築時に起因する問題か、或いは保守担当
会社に起因する問題か等、責任の所在の切り分けにも時間を要し、本来迅速に対応すべきトラブルに対しても柔軟
に対応ができなくなる可能性がある。そのため、本システムの設計及び構築を行った業者でなければ本業務を円滑
に実施できない。
以上の理由により、同社以外では「創業支援システム」の保守業務を履行不可能であり、競争入札に適さないことか
ら、財務規程第68条の３第１項第４号（イ）に基づき同社と特命契約を締結する。

本案件は、明治安田生命ビル１階、２階、３階の創業支援拠点の清掃管理業務委託である。ビルの管理会社であ
る、明治安田ビルマネジメント株式会社から、清掃業務の委託先を指定されていることから、他社への委託が行えな
いため、上記会社と特定契約を締結する。

No. 契約件名
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うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 484,011

1,189,041 0

31,668,124 484,011

33,816,346 484,011
33,547,317 484,011

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 281
4,440 281

0 0
83,604 0
24,595 -7,135

88,324,625 70,678

当期増加額 127,231,606 477,158

31,466,802 477,158

当期減少額 113,450,847 472,162

102,105,384 75,674

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 賃借
三菱オートリース
株式会社

1,613,040

特定契約 委託
株式会社日本経
済社

18,149,815

特定契約 委託
株式会社 立飛プ
ロパティマネージメ
ント

1,660,120

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
 創業支援拠点（多摩）における小
型乗用自動車の賃借（再リース契
約）について

2
 令和６年度 多摩創業支援拠点に
係る日経電子版への広告掲載業
務委託

3
 令和7年度　多摩創業支援拠点に
おける日常清掃業務の委託（準備
契約）

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 創業支援拠点（多摩）の設置・運営事業

２　事業（施設）概要
創業予定者に対し、創業に関する知識取得から事業プランの作成、事業化までをワンス
トップで支援する拠点を運営する。
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競争契約 物品 株式会社芳明堂 9,592,000

競争契約 賃借 株式会社西花園 2,555,300

競争契約 委託
協立広告株式会
社

9,759,200

競争契約 委託
カルチュア・コンビ
ニエンス・クラブ株
式会社

822,690,000

競争契約 委託 株式会社明日香 21,546,646

競争契約 委託
株式会社ビー・ア
ンド・ディー

9,950,050

競争契約 委託
株式会社矢野経
済研究所

17,600,000

件数 金額

8
  創業支援拠点(TAMA)における一
時預かり保育運営委託業務(複数
単価契約)

9
 令和7年度創業支援拠点（多摩）
に係るWeb広告掲載委託（概算契
約）

10
令和7年度テストマーケティング支
援にかかる市場調査業務委託（複
数単価契約）

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

 令和7年度多摩地区_屋外広告及
び交通広告の掲載・制作業務委託

7
 TOKYO創業ステーションTAMAに
おけるStartup Hub Tokyoの運営業
務委託

5
 多摩創業支援拠点における植栽
レンタル契約

4
 多摩創業支援拠点における什器
備品購入

6
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契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
株式会社日本経
済社

18,149,815

特命理由

今回の広告出稿の目的は、多摩地域に在住する起業予定者に対するTOKYO創業ステーションTAMAの認知度向
上及び来所促進である。日本経済新聞電子版は、月間ページ表示回数が約2.1億回、購読者数が631万人いる日
本最大級の経済メディアで、購読者の多くが大都市圏に住み、また、TOKYO創業ステーション新規登録者の年代
構成比の7割程度を占める30～50代のユーザーが66.4%を占める媒体であり、半数以上が世帯年収600万円以上と
いう特性を持つ。そのため、「創業」という言葉に感度の高いビジネスマンが情報源とする日本経済新聞電子版は、
広告出稿の目的を達成するために選択する媒体として優位性、妥当性は高いと考える。
また株式会社日本経済社（以下、同社）は、株式会社日本経済新聞社のグループ会社かつ指定広告代理店であ
り、日本経済新聞社が発行する媒体へ広告掲載を行う場合において掲載枠の確保、掲載日程の調整など、確実な
実施体制を構築している。
その指定広告代理店である同社と契約することが不可欠であることから、同社と特命随意契約を締結する。

2
 令和６年度 多摩創業支援拠点に
係る日経電子版への広告掲載業
務委託

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 240,492

1,189,041 0

31,668,124 240,492

33,816,346 240,492
33,547,317 240,492

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 -5,696

88,324,625 90,392

当期増加額 127,231,606 234,796

31,466,802 234,796

当期減少額 113,450,847 240,492

102,105,384 84,695

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 委託
デロイトトーマツベ
ンチャーサポート
株式会社

32,950,500

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４受託等事業実施に係る契約（単位：円）〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1

令和７年度行政課題解決型スター
トアップ支援拠点
「TOKYOUPGRADESQUARE」の
運営業務委託（追加契約）

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体計

うち都からの委託料

うち都からの補助金等

経常外収益

３収支状況（単位：千円）

令和６年度非競争型受託等事業運営状況報告書〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１事業（施設）名 行政課題解決型スタートアップ支援事業

２事業（施設）概要

現在の都政課題の解決や、5Gを推進する基本戦略｢TOKYODataHighway｣構想等、東京
都の構想に関連する、これまでにない製品・サービスを提供するスタートアップによるピッチ
イベントを開催し、都職員をはじめ、ＶＣや大企業等との交流の場を創出することにより、新
たな製品・サービスが効果的に活用される環境を生み出す。また、この様子をYouTubeで
広く配信することにより、起業に関する関心を高める。
実施に当たって、コワーキングスペース兼イベントスペースや会議室等を備えたスタート
アップ支援の拠点を都庁近辺に整備することにより、都政と親和性を高める。
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契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
デロイトトーマツベ
ンチャーサポート
株式会社

32,950,500

５特定契約の特命理由〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

1

令和７年度行政課題解決型スター
トアップ支援拠点
「TOKYOUPGRADESQUARE」の
運営業務委託（追加契約）

特命理由
行政課題解決型スタートアップ支援拠点「TOKYOUPGRADESQUARE」（以下「TUS」という。）は、都内の行政機関
における課題解決のため、スタートアップと行政の連携拠点として運営されており、令和２年11月から１回の更新を
経て、令和５年度から令和７年度までデロイトトーマツベンチャーサポート株式会社と運営の委託契約を締結してい
る。
本委託は、これまでのTUSの運営において浮き彫りになった課題や、一層の強化すべき取組について、施設の機
能強化、取組及び支援を加速させるため、早急に対応する必要があることから、次の業務を追加で委託するもので
ある。
⑴行政参画型イベント「行政職員来館Day」の追加実施
⑵スタートアップの官民連携・経営相談等における事例集の作成
⑶知識付与型セミナーのアーカイブ配信
⑷TUS未認知層の掘り起こしを目的としたＰＲ動画の制作・配信
⑸CRM（顧客管理）ツールを導入し、属性（スタートアップ・行政）に応じたデータ活用
この委託業務の実施には、業務委託開始直後から業務体制が整っており、本業務に関するノウハウ、履行能力及
び官公庁の事業において履行能力が十分に有すると認められるとともに、各委託内容について、次の能力を有す
る必要がある。
⑴これまでの「行政職員来館Day」実施におけるノウハウを活かし、行政・スタートアップ双方に効果的なイベントとし
て円滑な運営ができること。
⑵TUSで実施しているスタートアップの経営相談等の実績を基に、具体的な官民連携相談事例集を作成できるこ
と。
⑶TUSで実施している知識付与型セミナー開催時に動画を録画し、適切に編集等を行ったうえで、スタートアップ会
員向けにアーカイブ配信ができること。
⑷これまでのＰＲ実績（ツール・内容等）から、広報に係る課題を抽出、分析を行い、その対応方針を検討するととも
に、未認知層の掘り起こしのための効果的な動画制作、アプローチに有効なメディアの選定、配信ができること。
⑸CRM（顧客管理）ツールの追加導入に当たり、現行システムを熟知し、スムーズな運用開始が可能であること。
また、本委託業務は、TUSの運営業務委託との関連性が非常に高く、一貫性・継続性が必須であり、運営業務に係
る知識やノウハウ等を活用して課題を分析し、効果的な企画・提案の上、実施する必要があるため、契約内容を分
割することができない一体不可分な業務である。デロイトトーマツベンチャーサポート株式会社は、TUSの開所以
降、運営業務委託契約を締結しており、履行能力及び履行体制も良好であるため、追加業務への迅速な対応も可
能であると認められる。
また、TUSのスタートアップに対する経営相談・専門相談の実施、イベントの企画・開催及びＰＲ活動等の運営業務



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 15,950

1,189,041 0

31,668,124 10,812

33,816,346 15,950
33,547,317 15,950

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 1,033

当期増加額 127,231,606 10,812

31,466,802 10,812

当期減少額 113,450,847 10,812

102,105,384 1,033

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 創業支援施設運営事業

２　事業（施設）概要
インキュベーション施設入居者への成長支援や産業振興に資する事業を強化し、効果的
な創業者の育成と都内産業の振興を図る。



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 698,614

1,189,041 0

31,668,124 694,114

33,816,346 698,614
33,547,317 698,614

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 0

当期増加額 127,231,606 33,062

31,466,802 33,062

当期減少額 113,450,847 33,062

102,105,384 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 創業活性化特別支援事業

２　事業（施設）概要
都内における創業機運を醸成し、創業を促進させるため、創業を行う者及び創業を支援す
る者の双方に対して助成事業を実施する。



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 36,572

1,189,041 0

31,668,124 36,572

33,816,346 36,572
33,547,317 36,572

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 0

当期増加額 127,231,606 36,572

31,466,802 36,572

当期減少額 113,450,847 36,572

102,105,384 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

競争契約 委託
カルチュア・コンビ
ニエンス・クラブ株
式会社

47,553,000

競争契約 委託
カルチュア・コンビ
ニエンス・クラブ株
式会社

56,760,000

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
令和6年度インキュベーション施設
支援機能強化事業運営委託（複数
単価契約）

2
令和７年度インキュベーション施設
支援機能強化事業運営委託（複数
単価契約）

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 インキュベーション施設支援機能強化事業

２　事業（施設）概要
都が実施する「インキュベーション・プラットフォーム事業」で構築された連携プラットフォー
ムの登録インキュベーターに対し、入居者支援の課題を解決するためのソフト支援と、支援
機能強化に向けた優れた取組へ資金支援を行う。



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 32,015

1,189,041 0

31,668,124 32,015

33,816,346 32,015
33,547,317 32,015

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 0

当期増加額 127,231,606 32,015

31,466,802 32,015

当期減少額 113,450,847 32,015

102,105,384 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

競争契約 委託
株式会社日広通
信社

19,250,000

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
令和7年度「 東京シニアビジネスグ
ランプリ」の事業運営委託

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 シニア創業促進事業

２　事業（施設）概要
シニア層が定年退職後の働き方の選択肢として起業を考えてもらうために、実際の起業に
向けた後押しを行うイベントを開催するとともに、シニア層における起業を促進していくため
のシニア向けビジネスプランコンテストを開催し、都内開業率の向上を目指す。



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 107,022

1,189,041 0

31,668,124 107,022

33,816,346 107,022
33,547,317 107,022

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 0

当期増加額 127,231,606 107,022

31,466,802 107,022

当期減少額 113,450,847 102,022

102,105,384 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 委託
株式会社日本経
済社

11,000,132

競争契約 委託
カルチュア・コンビ
ニエンス・クラブ株
式会社

38,874,000

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４受託等事業実施に係る契約（単位：円）〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
多摩ものづくりスタートアップ起業
家育成事業における日本経済新聞
電子版広告の業務委託

2
令和７年度多摩ものづくりスタート
アップ起業家育成事業に係る運営
業務委託(複数単価契約)

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体計

うち都からの委託料

うち都からの補助金等

経常外収益

３収支状況（単位：千円）

令和６年度非競争型受託等事業運営状況報告書〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１事業（施設）名 多摩ものづくりスタートアップ起業家育成事業

２事業（施設）概要
ものづくりスタートアップ起業家の育成に向けて、ものづくり起業家と多摩地域を中心とした
製造業とのマッチング支援を行うとともに、試作品の作成に向けたハンズオン支援や、費用
の支援を行うことで、ものづくりにおける創業機運の醸成、起業家の輩出を促進する。



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
株式会社日本経
済社

11,000,132

５特定契約の特命理由〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

1
多摩ものづくりスタートアップ起業
家育成事業における日本経済新聞
電子版広告の業務委託

特命理由

今回の業務内容は、都内ものづくり起業家及びその潜在層に対して支援事例を通じた事業認知度向上、ものづくり
起業の機運醸成を図るため、東京都内及び隣接県のメインターゲット層に限定して実施するものである。
日本経済新聞電子版は、月間ページ表示回数が約2.2億回、会員数が653万人いる日本最大級の経済メディア
で、購読者の多くが大都市圏に住み、また。多摩ものづくりスタートアップ起業家育成事業利用者の主要年代層と
なる30-50代のユーザーが64%を占める媒体であり、半数以上が世帯年収600万円以上という特性を持つ。そのた
め、「創業」という言葉に感度の高いビジネスマンが情報源とする日本経済新聞電子版は、広告出稿の目的を達成
するために選択する媒体として優位性、妥当性は高いと考える。同社は株式会社日本経済新聞社のグループ会社
かつ指定広告代理店であり、日本経済新聞社が発行する媒体へ広告掲載を行う場合において、掲載枠の確保及
び掲載日程の調整など、確実な実施体制を構築している。今回はより訴求効果の高いレクタングル広告、インフィー
ド広告の掲載、タイアップページ作成も含めた一連のものであり、本広告のタイアップページは日本経済新聞が取
材し制作する。タイアップページの制作を媒体元が手掛けることで媒体と広告との整合性が取れること、かつ訴求効
果が高い広告出稿が実現可能となり、今回目的とする本事業の認知度向上に即した広告媒体と考えられる。また、
同社はグループ会社である利点を活かし、日本経済新聞社側との取材調整等も迅速な対応が期待できる。
上記より、指定期日に指定紙面を確保し、随時掲載できる体制がとれるのは同社に特定されること、また適切な取
材調整は円滑な業務運営にとって必要不可欠であることから、同社との特命契約とする。



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 34,252

1,189,041 0

31,668,124 34,252

33,816,346 34,252
33,547,317 34,252

うち人件費 3,375,174 5,116
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 0

当期増加額 127,231,606 9,154

31,466,802 9,154

当期減少額 113,450,847 9,154

102,105,384 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 スタートアップ海外進出緊急支援事業

２　事業（施設）概要
円安を契機と捉えて積極的な海外展開を目指す、創業10年未満の都内中小企業等が
取り組む海外向けの販路開拓及び販売促進に要する経費の一部を助成する。



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 58,897

経常収益 33,899,950 58,897

1,189,041 0

31,668,124 57,287

33,816,346 58,897
33,547,317 58,897

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 0

当期増加額 127,231,606 57,287

31,466,802 57,287

当期減少額 113,450,847 58,287
102,105,384 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

競争契約 委託 株式会社スコープ 2,838,000

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
「CEATEC 2024」事業化チャレンジ
道場ブース出展に係る ブース装
飾・設営等の業務委託

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 事業化チャレンジ道場（ものづくりイノベーション企業創出道場）

２　事業（施設）概要
中小企業における新製品開発及び事業化に関する各種の支援事業に要する経費を補助
することにより、中小企業の高付加価値化及び自立化を推進し、もって、中小企業の振興
及び経営の安定に寄与することを目的とする。



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 32,640

1,189,041 0

31,668,124 31,640

33,816,346 32,640
33,547,317 32,640

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 -1,866

88,324,625 3,576
当期増加額 127,231,606 29,774

31,466,802 29,774

当期減少額 113,450,847 31,640
102,105,384 1,710

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 委託
株式会社ユー・エ
ス・イー

4,254,514

件数 金額

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
株式会社ユー・エ
ス・イー

4,254,514

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

1
令和７年度 東京デザインデータ
ベースに関連するシステム運用及
び保守に係る業務委託

特命理由
①本業務で必須となるシステムの構造、機能及び性能に精通し、一体的にシステムの運用及び保守を行い、不
具合等に対して、早急かつ確実に履行できる能力を有すること。
②東京都の入札参加資格(営業種目: 情報処理業務)において格付Ａを有していること
③官公庁の事業において同種同規模の業務の受注実績があり、履行能力が十分に認められる者であること。
同社は、以上の契約要件について以下のとおり要件を満たす。
①本業務のシステム構築をしており、同システムで求められるシステムの構造、機能及び性能に精通し、一体的
にシステムの運用及び保守を行い、不具合等に対して、早急かつ確実に履行できる業者である。
②東京都の入札参加資格(営業種目: 情報処理業務)において格付Ａを有する。
③国の機関に対し、本業務と類似した対日投資に向けた事前調査段階から会社設立に至るまでの支援を行うた
めの企業情報・案件管理を行うシステム保守定型業務の提供実績があり、本業務に対し十分なノウハウを有し、
官公庁の事業において同種同規模の業務の受注実績があり、履行能力が十分に認められる者である。
同社が開発したシステムの運用及び保守という当該業務の特殊性に鑑みて、既存システムと密接不可分の関係
にあり、システム開発者である同社以外の業者では、「契約要件」①を満たすことができないことから、「契約要件」
を満たすことができる唯一の委託業者は、同社のみである。

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
令和７年度 東京デザインデータ
ベースに関連するシステム運用及
び保守に係る業務委託

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 デザイン経営支援事業

２　事業（施設）概要

都内中小企業において、稼ぐ力の強化に貢献し得る「デザイン経営」企業を生み育
てて行くため、「デザイン経営」を軸とした人材育成を実施するとともに、これに資
する情報提供や窓口相談に対応しながら、都内中小企業とデザイナー等とのマッチン
グによる協働を促進する。



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 3,477

1,189,041 0

31,668,124 3,477

33,816,346 3,477
33,547,317 3,477

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 0

当期増加額 127,231,606 3,477

31,466,802 3,477

当期減少額 113,450,847 3,477

102,105,384 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 広域産業交流・連携推進事業（九都県市共同産産マッチング事業）

２　事業（施設）概要
都域を超えた様々な業種の企業の産業交流を促進し、イノベーションの誘発と新事業の創
出を図るため、九都県市共同により、大企業や中小企業同士の連携による相互の技術の高
度化や取引促進を目的とした商談会等を実施する。



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 62,717

1,189,041 0

31,668,124 62,717

33,816,346 62,717
33,547,317 62,717

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 -54

88,324,625 98

当期増加額 127,231,606 62,663

31,466,802 62,663

当期減少額 113,450,847 62,717

102,105,384 44

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

競争契約 委託
株式会社富士通
総研

58,190,000

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
令和７年度 BCP策定支援にかかる
業務委託(複数単価契約)

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 ＢＣＰ策定支援事業

２　事業（施設）概要
首都直下型地震や台風による水害ならびに感染症など不測の事態が発生した場合でも企
業が事業を継続させるため、事業継続計画（ＢＣＰ）について、支援を実施する。



（様式１－１）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 440,544

1,189,041 0

31,668,124 440,544

33,816,346 440,544
33,547,317 440,544

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 0

当期増加額 127,231,606 17,667

31,466,802 17,667

当期減少額 113,450,847 17,667

102,105,384 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 医療機器産業参入促進助成事業

２　事業（施設）概要
中小企業の医療機器産業への参入に向けて、医療機器製販企業等とのマッチング実施に
引き続く支援として医療機器産業参入促進助成を実施し、製品開発に繋げることで中小企
業のさらなる成長を推進する。



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特命理由

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

特命理由

No. 契約件名



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 27,232

1,189,041 0

31,668,124 23,101

33,816,346 27,232
33,547,317 27,232

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 0

当期増加額 127,231,606 23,101

31,466,802 23,101

当期減少額 113,450,847 23,101

102,105,384 0資産（期末残高）

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 生産性向上のための現場改善推進事業

２　事業（施設）概要
生産性向上のために現場改善の推進を図る都内の中小企業者を様々な手法で支援する
ことにより中小企業者等の発展を図り、もって地域経済の活性化に寄与することを目的とす
る。



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 118,492

1,189,041 0

31,668,124 118,492

33,816,346 118,492
33,547,317 118,492

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 0

当期増加額 127,231,606 19,382

31,466,802 19,382

当期減少額 113,450,847 19,382

102,105,384 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 「新しい日常」対応型サービス創出支援事業

２　事業（施設）概要
感染症対策が常態化した社会へ対応するために新たなサービス開発を目指す中小企
業に対して、事業化に向けた支援を実施することで新たなサービス創出を促進する。



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特命理由

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

特命理由

No. 契約件名



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 22,385

1,189,041 0

31,668,124 22,385

33,816,346 22,385
33,547,317 22,385

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 0

当期増加額 127,231,606 22,385

31,466,802 22,385

当期減少額 113,450,847 22,385

102,105,384 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 デジタル技術を活用した先進的サービス創出支援事業

２　事業（施設）概要
デジタル技術を活用した先進的サービスを目指す企業に対し、資金支援とハンズオ
ン支援を実施し、事業化につなげる。



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特命理由

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

特命理由

No. 契約件名



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 59,796

1,189,041 0

31,668,124 59,796

33,816,346
33,547,317 59,796

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 0

当期増加額 127,231,606 59,796

31,466,802 59,796

当期減少額 113,450,847 59,796

102,105,384 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 企業変革推進事業

２　事業（施設）概要

新型コロナウイルス感染症による影響を筆頭に、外部環境の大きな変化に対応でき
ず、経営基盤の脆弱化が進む都内中小企業（製造業・情報通信業）に対して、事業計
画の見直しや新たな収益基盤の確保等に必要な支援を行うとともに、中小企業間や大
企業、大学等との連携を強化しながら、企業変革を推進する。



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 19,460

1,189,041 0

31,668,124 19,460

33,816,346 19,460
33,547,317 14,459

うち人件費 3,375,174 5,001
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 0

当期増加額 127,231,606 7,549

31,466,802 7,549

当期減少額 113,450,847 7,549

102,105,384 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 成長産業分野への事業転換に向けた製品開発支援事業

２　事業（施設）概要
優れた技術力を有する都内中小企業に対して支援を実施することにより、新たな成
長産業分野へ参入や事業転換による事業継続を促進する。



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特命理由

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

特命理由

No. 契約件名



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 104,199

1,189,041 0

31,668,124 104,199

33,816,346 104,199
33,547,317 104,199

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 0

当期増加額 127,231,606 0

31,466,802 0

当期減少額 113,450,847 0

102,105,384 0資産（期末残高）

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 生産性向上のためのデジタル技術活用推進事業

２　事業（施設）概要
将来の労働力減少が見込まれ、またアフターコロナの世界においてはデジタル・オンライン
化が急速に進展すると想定される中、都内中小企業に対して、デジタル基盤の整備や先
端技術の活用に関する総合的な支援を実施することで、生産性向上の促進を図る。



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 13,159

1,189,041 0

31,668,124 13,159

33,816,346 13,086
33,547,317 13,086

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 73

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 73
24,595 0

88,324,625 0

当期増加額 127,231,606 0

31,466,802 0

当期減少額 113,450,847 0

102,105,384 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 デジタル技術活用推進緊急支援事業

２　事業（施設）概要

時間外労働の上限規制が適用となる「２０２４年問題」を契機として、人手不足の
一層の深刻化が見込まれる都内の運輸業や建設業等を営む中小企業がデジタル技術を
用いて生産性向上を図ることで、継続的な成長・発展を目指していけるよう、中小企
業のデジタル化を推進する取組を支援する。



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 22,693

1,189,041 0

31,668,124 22,693

33,816,346 22,693
33,547,317 22,693

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 0

当期増加額 127,231,606 0

31,466,802 0

当期減少額 113,450,847 0

102,105,384 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 企業変革に向けたＤＸ推進支援事業

２　事業（施設）概要
都内中小企業がデジタル技術を用いて企業変革を図ることで新たな価値を創出し、継続
的な成長・発展を目指していくため、中小企業のＤＸを推進する取組を支援していく。



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 177,780

1,189,041 0

31,668,124 177,780

33,816,346 177,780
33,547,317 177,780

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 0

当期増加額 127,231,606 177,780

31,466,802 177,780

当期減少額 113,450,847 177,780

102,105,384 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

競争契約 委託
日本郵政コーポ
レートサービス株
式会社

2,910,627

競争契約 委託
株式会社　大塚商
会

4,113,780

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
生産性向上支援課における派遣職
員の採用（単価契約）

2
令和７年度 DX推進支援事業にお
けるkintoneライセンスおよびプラグ
インの契約

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 ＤＸ推進支援事業

２　事業（施設）概要
今後、人手不足が一層深刻化し、将来の労働力減少が見込まれる中、デジタル・オ
ンライン化が急速に進展するため、都内中小企業がデジタル技術を用いて企業変革や
生産性向上を図ることで、継続的な成長・発展を目指していけるよう、中小企業のＤ
Ｘ化を推進する取組を支援する。



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 189,531

1,189,041 0

31,668,124 189,531

33,816,346 189,531
33,547,317 189,531

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 0

当期増加額 127,231,606 189,531

31,466,802 189,531

当期減少額 113,450,847 189,531

102,105,384 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 委託
トランス・コスモス
株式会社

26,950,000

競争契約 委託
トランス・コスモス
株式会社

141,900,000

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1

令和６年度 スタートアップを活用し
たリスキリングによる中小企業デジ
タル化支援運営業務追加委託（複
数単価契約）

2

令和７年度スタートアップを活用し
たリスキリングによる中小企業デジ
タル化支援運営業務委託(複数単
価契約)

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 スタートアップを活用したリスキリングによる中小企業デジタル化支援事業

２　事業（施設）概要
都内中小企業のデジタル化の更なる推進を図るため、リスキリングに知見のあるスタート
アップを活用し、デジタル化が進んでいない都内中小企業とのマッチングの機会を創出す
る。



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
トランス・コスモス
株式会社

26,950,000

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

1

令和６年度 スタートアップを活用し
たリスキリングによる中小企業デジ
タル化支援運営業務追加委託（複
数単価契約）

特命理由
①当社は当初委託業務の運営業務を受託しており、追加の募集枠と共に一体的に履行できる唯一の業者である。
②これまでの募集枠100社については、既に当社が申込を受け付けており、且つ追加募集50社についても、短期
間で業務体制を整えることが可能である。
③ 令和６年４月１日より本事業の受託をしており、スタートアップ企業の管理から中小企業からの問い合わせ等のサ
ポートを問題なく円滑に行う等、業務遂行の状況は良好であり、履行能力が十分に認められる。
④ スタートアップ企業の講座情報や既申込企業に関する重要なデータに対して、 セキュリティ 面での体制が整っ
ている 。
⑤ 東京都入札参加 資格「１３５：事務支援 」 に格付Ａを保有している。
以上の理由により、同社と特定契約を締結する。



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 4,379

1,189,041 0

31,668,124 4,379

33,816,346 4,379
33,547,317 4,379

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 0

当期増加額 127,231,606 4,379

31,466,802 4,379

当期減少額 113,450,847 4,379

102,105,384 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 ５Ｇによる製造工場のＤＸ・ＧＸ推進事業

２　事業（施設）概要

ローカル５Ｇ導入による生産性向上やビジネスモデルの革新、ＤＸ・ＧＸ推進の機
運を醸成するべく、計画の検討や機器の導入に関するハンズオン支援を実施すると共
に、自社工場内にローカル５Ｇを導入してＤＸやＧＸに取り組むために要する経費の
一部を助成する。



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特命理由

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

特命理由

No. 契約件名



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 11,111

1,189,041 0

31,668,124 11,111

33,816,346 11,111
33,547,317 11,111

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 0

当期増加額 127,231,606 11,111

31,466,802 11,111

当期減少額 113,450,847 11,111

102,105,384 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 中小企業ＳＤＧｓ経営推進事業

２　事業（施設）概要

都内中小企業に対して、新たな事業機会の創出や企業価値の向上だけでなく、経営
改善にもつながるＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals：持続可能な開発目標）
を経営に取り入れるべく、ＳＤＧｓ経営を推進するための支援施策を展開し、中小企
業の中長期的な成長を促進し、企業価値や競争力の向上を図る。



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特命理由

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

特命理由

No. 契約件名



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 101,158

1,189,041 0

31,668,124 101,158

33,816,346 101,158
33,547,317 97,721

うち人件費 3,375,174 3,437
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 0

当期増加額 127,231,606 101,158

31,466,802 101,158

当期減少額 113,450,847 101,158

102,105,384 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 委託 株式会社JTB 21,373,220

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
令和７年度 ゼロエミッション実現に
向けた経営推進支援助成事業の
事務処理業務等委託

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 ゼロエミッション実現に向けた経営推進支援事業

２　事業（施設）概要

都内中小企業の持続的な成長を図るべく、中小企業のゼロエミッション（Zero
Emission：省エネルギー・再生可能エネルギーの利用により、温室効果ガス排出量を
実質ゼロにすること）の実現に向けて、脱炭素化などの取組の普及啓発から経営戦略
の策定、実行支援までを総合的に支援する。



（様式１－１）

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特命理由

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

特命理由

No. 契約件名



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 120,359

1,189,041 0

31,668,124 120,359

33,816,346 120,359
33,547,317 120,359

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 0

当期増加額 127,231,606 48,405

31,466,802 48,405

当期減少額 113,450,847 48,405

102,105,384 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

競争契約 委託
株式会社日刊工
業新聞社

4,523,244

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1

令和６年度ゼロエミッション推進に
向けた事業転換支援事業（製品開
発助成）第２回普及啓発イベント実
施に伴う運営事業者の募集

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 ゼロエミッション推進に向けた事業転換支援事業

２　事業（施設）概要
ゼロエミッションに資する製品・技術開発及び販路拡大等を総合的に支援することにより都
内中小企業のゼロエミッション産業参入を図る。



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 18,777

1,189,041 0

31,668,124 18,777

33,816,346 18,777
33,547,317 18,777

うち人件費 3,375,174 16,949
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 0

当期増加額 127,231,606 18,777

31,466,802 18,777

当期減少額 113,450,847 18,777

102,105,384 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 中堅・中小企業のサプライチェーンにおける脱炭素化促進支援事業

２　事業（施設）概要
ガソリンスタンドに対し、水素ステーションやＥＶ充電設備の設置など、環境配慮型のマル
チエネルギーステーションへの転換に向けた経営力強化支援を実施する。



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 455,551

1,189,041 0

31,668,124 455,551

33,816,346 455,551
33,547,317 448,684

うち人件費 3,375,174 6,867
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 0

当期増加額 127,231,606 58,759

31,466,802 58,759

当期減少額 113,450,847 58,759

102,105,384 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 中小企業の経営安定化に向けたエネルギー自給促進事業

２　事業（施設）概要
国際情勢の不安定化等に伴う原油価格等の高騰の長期化により大きな打撃を受けた
都内中小企業に対し、経営基盤の強化を図るため、相談窓口の設置、専門家の派遣及
びエネルギー供給の安定化に向けた創電・蓄電の取組に要する経費の一部を助成する。



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特命理由

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

特命理由

No. 契約件名



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 215,491

1,189,041 0

31,668,124 215,491

33,816,346 215,491
33,547,317 212,065

うち人件費 3,375,174 3,427
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 0

当期増加額 127,231,606 23,140

31,466,802 23,140

当期減少額 113,450,847 23,140

102,105,384 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 オフィスビル等のエネルギー効率化による経営安定化支援事業

２　事業（施設）概要
都内中小企業の経営基盤を安定化させるとともに、都全体のエネルギー消費量の大
幅削減を図るため、都内オフィスビル等の省エネ化、創エネ化に取り組む中小企業に
対し、専門家の派遣及び省エネ設備の導入等に要する経費の一部を助成する。



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特命理由

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

特命理由

No. 契約件名



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 8,402

1,189,041 0

31,668,124 8,402

33,816,346 8,402
33,547,317 2,627

うち人件費 3,375,174 5,776
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 0

当期増加額 127,231,606 7,427

31,466,802 7,427

当期減少額 113,450,847 7,427

102,105,384 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名
環境に配慮したマルチエネルギーステーション化に向けた経営力強化支
援事業

２　事業（施設）概要
ガソリンスタンドに対し、水素ステーションやＥＶ充電設備の設置など、環境配慮
型のマルチエネルギーステーションへの転換に向けた経営力強化支援を実施する。



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特命理由

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

特命理由

No. 契約件名



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 563,600

1,189,041 0

31,668,124 563,600

33,816,346 563,600
33,547,317 505,064

うち人件費 3,375,174 58,536
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 17,371

88,324,625 0

当期増加額 127,231,606 469,595

31,466,802 469,595

当期減少額 113,450,847 452,223

102,105,384 17,371

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

競争契約 委託 キャリアリンク㈱ 31,867,966

競争契約 委託 株式会社 芳明堂 10,549,000

特定契約 委託
一般社団法人中
小企業診断士協
会

79,903,000

特定契約 委託 アデコ株式会社 66,813,120

秋葉原センタープレイスビル15階
のレイアウト変更に伴う什器購入及
び什器搬入

3
令和６年度新たな事業環境に即応
した経営展開サポート事業に係る
審査・専門家派遣業務

4

令和６年度新たな事業環境に即応
した経営展開サポート事業に係る
事務処理業務等委託（追加契約
①）

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
経営戦略課における派遣職員の採
用について

2

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

経常費用

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

経常外収益
経常外費用

事業費

管理費

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 新たな事業環境に即応した経営展開サポート事業

２　事業（施設）概要
原材料の価格高騰やエネルギー需給の逼迫、人材不足など、企業経営を取り巻
く環境が厳しい中、創意工夫により既存事業を深化・発展する中小企業に対して
助成金支援やアドバイザー派遣を実施。

３　収支状況（単位：千円）

うち 都からの補助金等



（様式１－１）

特定契約 委託
東京ビジネスサー
ビス株式会社

19,107,000

特定契約 委託
一般社団法人中
小企業診断士協
会

92,546,400

特定契約 委託 アデコ株式会社 17,600,000

特定契約 委託 株式会社セラク 2,329,800

特定契約 委託 株式会社セラク 2,347,664

特定契約 委託 アデコ株式会社 377,319,800

特定契約 委託
一般社団法人東
京都中小企業診
断士協会

449,859,400

特定契約 委託
グリーンブルー株
式会社

8,470,000

特定契約 委託
一般社団法人東
京都建築士事務
所協会

9,271,900

特定契約 委託
一般社団法人日
本労働安全衛生コ
ンサルタント会

7,023,500

件数 金額

〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

12

令和７年度　宿泊施設・飲食店の
受動喫煙防止対策支援における喫
煙専用室等の構造等の確認及び
風向・風速の測定・検査委託

13

令和７年度　宿泊施設・飲食店の
受動喫煙防止対策支援における中
小飲食店向け助成率判定に係る審
査支援事務
業務

14

令和７年度　宿泊施設・飲食店の
受動喫煙防止対策支援における技
術的事項に係る審査支援業務委
託

令和６年度新たな事業環境に即応
した経営展開サポート事業に係る
審査業務（複数単価契約）追加契
約①

7

令和６年度 新たな事業環境に即応
した経営展開サポート事業に係る
事務処理業務等委託 (単価契約）
（追加契約 ②）

8
センタープレイス通信ネットワーク
保守に係る契約締結(契約延長)

非公表案件
〇個人情報を含む案件

5
秋葉原センタープレイスビル１５階
Ｂ工事

9
センタープレイスにおける通信ネッ
トワーク回線利用に係る契約締結
(契約延長)

10
令和７年度新たな事業環境に即応
した経営展開サポート事業に係る
事務処理業務等委託

11
令和７年度新たな事業環境に即応
した経営展開サポート事業に係る
審査・専門家派遣業務

6



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
一般社団法人中
小企業診断士協
会

79,903,000

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 アデコ株式会社 66,813,120

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
東京ビジネスサー
ビス株式会社

19,107,000

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
一般社団法人中
小企業診断士協
会

92,546,400

令和２年度に秋葉原センタープレイスビル15階に入居した際、建物オーナーの富国生命保険相互会社から、令和
３年１月21日付『「秋葉原センタープレイスビル」の管理業務の委託について』という通知を受け取った。
この通知には、「指定工事会社に関しては東京ビジネスサービス株式会社を指定しております」と規定されているこ
とから、この指定に基づき、同社と特命随意契約を締結する.

No. 契約件名

6

令和６年度新たな事業環境に即応
した経営展開サポート事業に係る
審査業務（複数単価契約）追加契
約①

特命理由

　申請者は、令和６年度中に助成金申請を行い、交付決定を受け、対象期間に実績報告書類を提出することにな
るため、申請受付から実績報告までを円滑に処理するためには、申請内容や問い合わせ内容を熟知した令和６年
度当初と同一の業者が業務を受託し、申請者に継続的に迅速なサポートを行わなければならない。
仮に年度途中で本助成金事務処理業務を新たに１社（アデコ社+別会社）に委託した場合、組織体制の一元管理
ができなくなり、これまで事務局が効率的に実施してきた申請者サポートの水平展開が難しくなるため、結果として
申請者の利便性を著しく損なうことになる。また、本助成金申請用にアデコ社が構築したシステム管理のノウハウ取
得には相当の時間を要するため、円滑な事業運営に支障をきたしてしまう。また、アデコ社以外に委託した場合、当
事業への理解・教育・事務処理業務体制の構築等の整備をする必要があり、限られた準備期間で安定的な履行能
力を備えることは困難である。
以上のように、本助成金事務処理業務は契約内容を分割することができない一体不可分な業務であり、限られた期
間で円滑な事業運営を行うためには現行の契約先あるアデコ社に本件も委託する必要がある。当社の業務の履行
状況は良好であり、業務体制も整っており、本件を遂行することが可能である。
アデコ株式会社は、令和６年度当初から本委託を受託し助成金の申請審査など委託業務の履行状況は良好であ
り、また東京都入札参加資格「１３５：事務支援、１９０：その他の業務委託」ともに格付Ａでもある。本委託を履行する
能力は十分に認められるとともに、令和７年１月１日からも切れ目なく事業者との調整を円滑に行うことができる唯一
の業者である。
また、アデコ株式会社へ令和６年度当初に引き続き、今後見込まれる２５００件程度の助成金申請に係る事務処理
業務等を委託することで、業務準備費用等の事務局運営に係る初期費用を抑えることもできるため、経済的な面に
おいても合理的である。

No. 契約件名

5
秋葉原センタープレイスビル１５階
Ｂ工事

特命理由

No. 契約件名

4

令和６年度新たな事業環境に即応
した経営展開サポート事業に係る
事務処理業務等委託（追加契約
①）

特命理由

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

3
令和６年度新たな事業環境に即応
した経営展開サポート事業に係る
審査・専門家派遣業務

特命理由

本事業は、コロナ後、回復傾向にある消費者需要やニーズの変化を捉えて、経営基盤の強化を図るため、申請事
業者がこれまで実施してきた事業をさらに深化・発展させる取組を支援する事業である。
令和６年４月から各月100件を受け付ける予定で事業を開始したが、利用できる業種業態に制限がなく、取組内容
の自由度も高いことから、申請状況は過熱の一途を辿っていた。申請することすらできない状況を改善するため、東
京都と協議し、11月からは申請期間中の申請は全て受け付ける運用へと変更を行った。
本委託は、公社が採択する案件を選定するための一助とするため、申請内容が事業目的に適合するか、「発展性」
「市場性」「実現性」「優秀性」「自己分析力」の５つの項目から書類審査、面接審査を実施させるものである。
当初は、書類審査・面接審査ともに各月最大100件程度を予定していたものの、11月からの運用変更により、今後
は書類審査を各回1,000事業者（予定）分、面接審査を各回200事業者（予定）分、行うこととなる。委託先には、極
めて大量かつ多種多様な申請を、専門的知見をもって短期間で的確に審査することができる能力と体制が求めら
れる。
一般社団法人東京都中小企業診断士協会は、事業開始時から審査の委託先として選定しており、これまでに事故
や審査遅延等もなく履行状況は極めて良好である。また、診断士資格を有する約5,000名の会員より構成されてお
り、専門的知見をもって短期間で的確に審査することができる唯一の団体である。



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 アデコ株式会社 377,319,800

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 株式会社セラク 2,329,800

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

本件は、中小企業等による感染症対策助成事業において、令和３年１月14日付２東中企総契第703号で整備した、
センタープレイスビルにおける通信ネットワーク回線利用の保守契約であり、回線利用を延長することから、契約延
長期間である令和７年４月１日から令和８年３月31日まで同拠点で実施する事業を円滑に遂行するため、センター
プレイスビルにおける通信ネットワークの保守契約期間を延長するものである。
ネットワーク回線保守をするにあたっては、以下の条件を満たすことが必要である。
① 現在使用しているネットワーク回線について、十分に熟知していること。
② 公社基幹システムにセンタープレイスビルからアクセスすることから、公社基幹システムについて十分に熟知して
いること。
③ 新たなネットワーク保守機器の設置工事（FortiGateの設置等）に新たな経費（委託費など）が不要なこと
既存の株式会社セラクから利用している通信ネットワークの回線利用の契約期間を延長することから、令和８年３月
31日まで継続して保守することは、障害発生時の顧客への影響を最小限に抑えるためには必要不可欠である。ま
た、既に監視用の機器を設置していることから工事が不要であり、その経費も発生しない。加えて、公社基幹システ
ム及びセンタープレイスビルネットワーク回線の両方を熟知しているのは、株式会社セラクしかない。
以上のことから、事業実施の空白を作ることなく事業実施するためには、ネットワーク回線を熟知し、ネットワーク回
線を構築した株式会社セラクに障害発生時の保守を委託する以外は不可能であることから、本契約先である株式
会社セラクを特命先とする。

No. 契約件名

申請者は、令和６年度中に助成金申請を行い、交付決定を受け、対象期間に実績報告書類を提出することになる
ため、申請受付から実績報告までを円滑に処理するためには、申請内容や問い合わせ内容を熟知した令和６年度
当初と同一の業者が業務を受託し、申請者に継続的に迅速なサポートを行わなければならない。
仮に年度途中で本助成金事務処理業務を新たに１社（アデコ社+別会社）に委託した場合、組織体制の一元管理
ができなくなり、これまで事務局が効率的に実施してきた申請者サポートの水平展開が難しくなるため、結果として
申請者の利便性を著しく損なうことになる。
また、本助成金申請用にアデコ社が構築したシステム管理のノウハウ取得には相当の時間を要するため、円滑な事
業運営に支障をきたしてしまう。
また、アデコ社以外に委託した場合、当事業への理解・教育・事務処理業務体制の構築等の整備をする必要があ
り、限られた準備期間で安定的な履行能力を備えることは困難である。
以上のように、本助成金事務処理業務は契約内容を分割することができない一体不可分な業務であり、限られた期
間で円滑な事業運営を行うためには現行の契約先あるアデコ社に本件も委託する必要がある。当社の業務の履行
状況は良好であり、業務体制も整っており、本件を遂行することが可能である。
アデコ株式会社は、令和６年度当初から本委託を受託し助成金の申請審査など委託業務の履行状況は良好であ
り、また東京都入札参加資格「１３５：事務支援、１９０：その他の業務委託」ともに格付Ａでもある。本委託を履行する
能力は十分に認められるとともに、令和７年１月１日からも切れ目なく事業者との調整を円滑に行うことができる唯一
の業者である。
また、アデコ株式会社へ令和６年度当初に引き続き、今後見込まれる２５００件程度の助成金申請に係る事務処理
業務等を委託することで、業務準備費用等の事務局運営に係る初期費用を抑えることもできるため、経済的な面に
おいても合理的である。

No. 契約件名

8
センタープレイス通信ネットワーク
保守に係る契約締結(契約延長)

特命理由

本事業は、コロナ後、回復傾向にある消費者需要やニーズの変化を捉えて、経営基盤の強化を図るため、申請事
業者がこれまで実施してきた事業をさらに深化・発展させる取組を支援する事業である。
令和６年４月から各月100件を受け付ける予定で事業を開始したが、利用できる業種業態に制限がなく、取組内容
の自由度も高いことから、申請状況は過熱の一途を辿っていた。申請することすらできない状況を改善するため、東
京都と協議し、11月からは申請期間中の申請は全て受け付ける運用へと変更を行った。
本委託は、公社が採択する案件を選定するための一助とするため、申請内容が事業目的に適合するか、「発展性」
「市場性」「実現性」「優秀性」「自己分析力」の５つの項目から書類審査、面接審査を実施させるものである。
当初は、書類審査・面接審査ともに各月最大100件程度を予定していたものの、11月からの運用変更により、今後
は書類審査を各回1,000事業者（予定）分、面接審査を各回200事業者（予定）分、行うこととなる。委託先には、極
めて大量かつ多種多様な申請を、専門的知見をもって短期間で的確に審査することができる能力と体制が求めら
れる。
一般社団法人東京都中小企業診断士協会は、事業開始時から審査の委託先として選定しており、これまでに事故
や審査遅延等もなく履行状況は極めて良好である。また、診断士資格を有する約5,000名の会員より構成されてお
り、専門的知見をもって短期間で的確に審査することができる唯一の団体である。

No. 契約件名

7

令和６年度 新たな事業環境に即応
した経営展開サポート事業に係る
事務処理業務等委託 (単価契約）
（追加契約 ②）

特命理由



（様式１－１）

委託 株式会社セラク 2,347,664

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 アデコ株式会社 377,319,800

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
一般社団法人東
京都中小企業診
断士協会

449,859,400

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

本事業は、コロナ後、回復傾向にある消費者需要やニーズの変化を捉えて、経営基盤の強化を図るため、申請事
業者がこれまで実施してきた事業をさらに深化・発展させる取組を支援する事業である。
令和６年４月から一般コースとして各月100件を受け付ける予定で事業を開始したが、利用できる業種業態に制限
がなく、取組内容の自由度も高いことから、申請状況は過熱の一途を辿っていた。申請することすらできない状況を
改善するため、東京都と協議し、令和6年11月からは申請期間中の申請を全て受け付ける運用へと変更し、令和7
年度は採択予定数を拡充し、引き続き同様の受付方法を継続することとなった。
これに加え、令和７年度からは小規模事業者向けアシストコースを新設し、令和6年度の一般コースと同規模の採択
予定数で、小規模事業者の企業業績向上・業務効率化に向けた取り組みを支援することとなった。
令和7年度の5月以降奇数月は拡充した一般コース、偶数月は新設した小規模事業者向けアシストコースの募集を
実施し、極めて大量の申請の受付と審査を実施していかなければならない。
本委託では、公社が採択する案件を選定するための一助とするため、申請内容が事業目的に適合するか、「発展
性」「市場性」「実現性」「優秀性」「自己分析力」の５つの項目から書類審査、面接審査を実施し、その後交付決定
事業者を対象に、専門的な見地からアドバイザー派遣（東京都及び近県）を実施する。
令和６年11月から３月までは２か月に１度の頻度で募集し、直近1月の申請実績は765件であったが、令和７年度に
おいては、申請要件を一部変更し、毎月の600事業者（予定）分の申請、一般コースの面接審査を各回200事業者
（予定）分、行うこととなる。並行して、令和6年度以降の交付決定者に対するアドバイザー派遣を実施しなければな
らない。そのため、委託先には、極めて大量かつ多種多様な申請を、専門的知見をもって短期間で的確に審査す
ることができる能力と体制、及び多様や業種にアドバイスできる能力と体制が求められる。
一般社団法人東京都中小企業診断士協会は、事業開始時から審査の委託先として選定しており、これまでに事故
や審査遅延等もなく履行状況は極めて良好である。また、診断士資格を有する約5,000名の会員より構成されてお
り、令和7年度の大量の申請予定数に専門的知見をもって短期間で的確に審査することができる。さらに、中央支
部、城東支部、城西支部、城南支部、城北支部、三多摩支部の各支部に専門家が所属しており、東京都内のみな
らず、近県も含め広範囲を網羅しており、多種多様な業種へのアドバイスを実施することができる唯一の団体であ
る。

No. 契約件名

○　令和６年度中に助成金申請や交付決定を受け、令和7年度以降に交付決定や実績報告する申請者が多くいる
ため、申請受付から実績報告までを円滑に処理するためには、申請内容や問い合わせ内容を熟知した令和６年度
と同一の業者が業務を受託し、申請者に継続的に迅速なサポートを行わなければならない。
仮に既に受付済の実績報告は当社、７年度以降に受け付けた実績報告は別会社というように申請者の進捗により
異なる業者に担当させた場合、実績報告の前提となる助成金申請と交付決定は６年度になされており、これまで継
続的に行ってきた申請者サポートが途切れてしまい、申請者の利便性を著しく損なうことになる。そのため、本業務
は契約内容を分割することができない一体不可分な業務で、令和６年度と同一の業者が受託することが不可欠であ
る。
また、本業務を別会社に委託した場合、令和７年３月末までに助成金申請を行った申請者の交付決定や受付済の
問い合わせ、実績報告の審査対応等、これまで当社が一元管理して効率的に実施してきた申請者サポートができ
なくなってしまうこと（①）、令和６年度中に当社が構築したマイページが利用できなくなってしまうこと（②）、これまで
申請者へ案内してきた書類の提出方法・提出先・問い合わせ先が変更になってしまうこと（③④）、両コース間で同
一水準と内容の窓口対応や申請書審査対応、システム上の重複チェック対応が出来なくなってしまうこと（⑤⑥）
等、申請者への負担が増し、申請者の間違いを誘発してしまうことになる。以上のように、円滑に事業運営を行うた
めに必要不可欠な事務局体制を維持し、安定的な対応を可能とするためには現行の契約先を継続する必要があ
る。
当社以外に委託する場合、当事業への理解・教育・体制構築、システム構築等を最初から整える必要があるのみな
らず、既存の人員に培われた業務遂行に必要なノウハウの蓄積を活用する事が出来ず、仮に当社以外の別会社が
委託することになった場合、契約予定日から履行開始までの短期間では、当社と同等の履行能力を備えることはで
きない。また、アデコ株式会社へ令和６年度に引き続き、令和７年度に実施する交付決定に係る事務処理業務等を
委託することで、先の教育費や業務準備費用等の事務局運営に係る初期費用を抑えることもできるため、経済的な
面においても合理的である。当社の業務の履行状況は良好であり、業務体制も整っており、安定的な履行をするこ
とが可能な唯一の業者である。
アデコ株式会社は、令和６年度から本委託を受託し助成金の申請審査など委託業務の履行状況は良好であり、ま
た東京都入札参加資格「１３５：事務支援、１９０：その他の業務委託」ともに格付Ａでもある。本委託を履行する能力

No. 契約件名

11
令和７年度新たな事業環境に即応
した経営展開サポート事業に係る
審査・専門家派遣業務

特命理由

本件は、中小企業等による感染症対策助成事業において、令和６年９月12日付６東中企企第178号に基づき契約
No. 契約件名

10
令和７年度新たな事業環境に即応
した経営展開サポート事業に係る
事務処理業務等委託

特命理由

9
センタープレイスにおける通信ネッ
トワーク回線利用に係る契約締結
(契約延長)

特命理由



（様式１－１）

委託
一般社団法人東
京都建築士事務
所協会

9,271,900

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
東京ビジネスサー
ビス株式会社

19,107,000

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
一般社団法人日
本労働安全衛生コ
ンサルタント会

7,023,500

本業務は、対象設備が法や条例の技術的基準（主に壁・天井等で区画されている、室外から室内への気流が風速
0.2m/s以上、屋外排気）を満たしている喫煙専用室や加熱式たばこ専用喫煙室の設置であることを確認し、懸念箇
所を指導することで、導入後も法や条例を違反することなく運用可能な設備設置を促すものである。そのため、機器
の性能から仕様を計算するだけでなく、風速を乱す要因の有無など、実際の設置環境も確認したうえでの審査が重
要となっている。
当該助成金事業においては、設置場所や風速設計の点で知識や経験が不足している施工業者による申請も多く、
法や条例の全面施行後も、これまで法や条例を所管する厚生労働省や東京都保健医療局（旧福祉保健局）が検
討してきた技術基準の設置経緯を踏まえ、現場で正しく継続的な設備運用が果たされるよう審査、指導を行う必要
がある。
一般社団法人日本労働安全衛生コンサルタント会は、労働衛生コンサルタントを会員として有し、事業場の安全及
び衛生の診断や指導に係る事業を実施するとともに、会員に向けた技術水準向上などを目的として設立された団
体である。加えて国が設置した受動喫煙防止対策に関する技術事項の専門家検討会にも参画し、平成23年度より
国等の相談事業も受託している。令和元年度よりは東京都が設置する相談窓口も受託し、1万件を超える数多くの
相談対応、現場調査の経験を有している。令和４年度からは公社で本事業を受託しており、履行状況も良好であ
る。
以上のことから、一般社団法人日本労働安全衛生コンサルタント会は、法や条例の両方に精通し、数多くの現場経
験を保有し、助成金審査に必要な公正・中立な立場での審査および事業者への指導が可能な唯一の団体であるこ

令和２年度に秋葉原センタープレイスビル15階に入居した際、建物オーナーの富国生命保険相互会社から、令和
３年１月21日付『「秋葉原センタープレイスビル」の管理業務の委託について』という通知を受け取った。
この通知には、「指定工事会社に関しては東京ビジネスサービス株式会社を指定しております」と規定されているこ
とから、この指定に基づき、同社と特命随意契約を締結する.

No. 契約件名

14
令和７年度　宿泊施設・飲食店の
受動喫煙防止対策支援における技
術的事項に係る審査支援業務委

特命理由

本業務では、厚生労働省が定める客席基準に基づき、事前の書類検証と店舗現地での正確な実測を行う必要があ
り、建築士による図面検証と実測作業が可能な、建築士事務所による実施が求められている。加えて、店舗の新設
/改装時などの通常の面積算定とは異なり、設備等が既に導入された営業活動中の店舗に対し書面検証と実測を
行うものであり、客席面積が100㎡以下の小規模飲食店が対象でもある。そのため、図面に表記できない備品の配
置や、建物所有者が竣工当初の図面しか有していないこともあり、図面と実配置に差異のある特異な事例も生じて
いる。
そこで仕様書には、予め図面を検証のうえ現場で差異を確認し、該当する客席箇所の面積を測定したのち、複数
の建築士による確認を経て公社へ結果報告することが定められている。そのため事業実施に際し、種々の現場状
況に応じた面積算定が可能な建築士事務所と結果検証に必要な複数の建築士を有する体制が求められている。
一般社団法人東京都建築士事務所協会は、建築士法第27条の2に基づく都内唯一の法定団体であり、都内1,560
の建築士事務所を傘下に有するため、案件ごと様々な形態の飲食店に対応でき、かつ上述のような現場対応が可
能な建築士事務所を選出することができる。また、国や都など50を超える審査会等へ委員派遣も行っており、審査
経験豊富な複数の建築士による結果検証が可能な団体でもある。加えて、令和４年度からは公社で本事業を受託
しており、履行状況も良好である。
以上のことから、一般社団法人東京都建築士事務所協会は、飲食店の様々な環境にも対応でき、かつ助成率判定
に求められる公平性を維持した同一水準での審査体制を構築できる唯一の団体であることから、同事業者を特命
し、委託契約を行うものである。

No. 契約件名

5
秋葉原センタープレイスビル１５階
Ｂ工事

特命理由

13
令和７年度　宿泊施設・飲食店の
受動喫煙防止対策支援における中
小飲食店向け助成率判定に係る審

特命理由
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うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 368,993

1,189,041 0

31,668,124 368,993

33,816,346 368,993
33,547,317 368,993

うち人件費 3,375,174 96,860
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 -355

88,324,625 131
当期増加額 127,231,606 269,782

31,466,802 269,782

当期減少額 113,450,847 269,854
102,105,384 59

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 委託
株式会社　トレンド
プロ

17,600,000

競争契約 委託
株式会社プロネー
ト

8,030,847

競争契約 委託
株式会社グロービ
ス

41,184,000

競争契約 委託 株式会社バトンズ 206,250,000

競争契約 委託 株式会社バトンズ 206,250,000

件数 金額

5

令和６年度 企業再編促進支援に
係るM&Aマッチング支援業務の委
託（複数単価契約)に係る契約締結
について

非公表案件
〇個人情報を含む案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
事業承継のすゝめ」著作権利用料
に係る契約更新（漫画+動画版権）

2
令和７年度 事業承継・再生支援事
業にかかる案内物の印刷・配送（複
数単価契約）

3

令和７年度 事業承継・再生支援事
業 「事業承継塾」、「後継者イノ
ベーションスクール」及び「PMIス
クール」実施に係る企画調整業務
委託

4
令和７年度 企業再編促進支援に
係るM&Aマッチング支援業務の委
託（複数単価契約)

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 事業承継・再生支援事業

２　事業（施設）概要
相談体制の整備とともに、普及啓発や後継者育成を実施。また、地域の集積に影響を及
ぼす企業等に対しては、確実な経営の再建、継続的・安定的な事業運営を促すための支
援を実施。
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〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件
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契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
株式会社　トレンド
プロ

17,600,000

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

1
事業承継のすゝめ」著作権利用料
に係る契約更新（漫画+動画版権）

特命理由
本件は、普及啓発小冊子である「事業承継のすゝめ」（31東中企総契第290号で製作、３東中企総契第468号にて
改訂）の内容及び３東中企総契第468号にて契約の上作成した動画も含めた版権を延長契約するものである。
「事業承継のすゝめ」内で使用している「社長　島耕作」「会長　島耕作」のコンテンツについては、制作受託先であ
る株式会社トレンド・プロ（以下、「同社」という。）を通じてその版権元である株式会社講談社（以下、「講談社」とい
う。）と協議をする必要がある。
令和6年度の上記著作権利用については、同社と講談社で締結する「広告宣伝使用許諾契約書」及び「広告宣伝
使用許諾契約延長および内容変更覚書」（別紙参照）に基づき実施している。
上記より、株式会社トレンド・プロが「事業承継のすゝめ」に関する著作権利用業務と編集業務を一任されていること
から、今回の著作権延長契約にあたっても同社のみが契約先となる。
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うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 17,009

1,189,041 0

31,668,124 17,009

33,816,346 17,009
33,547,317 17,009

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 0

当期増加額 127,231,606 17,009

31,466,802 17,009

当期減少額 113,450,847 17,009

102,105,384 0資産（期末残高）

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 倒産防止特別支援事業

２　事業（施設）概要
新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響等により倒産の恐れのある都内中小企業に
対して、事業再生特別相談窓口を設置し金融機関と連携して相談に対応するとともに、経
営改善計画策定等に向けた専門家を派遣して支援を実施。
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うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 128,230

1,189,041 0

31,668,124 128,230

33,816,346 128,230
33,547,317 128,230

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 37

当期増加額 127,231,606 128,192

31,466,802 128,192

当期減少額 113,450,847 128,230

102,105,384 1

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

競争契約 委託
株式会社アイフィ
ス

32,744,052

競争契約 委託 株式会社キープ 4,227,300

競争契約 委託
株式会社日広通
信社

4,466,000

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1

令和7年度　公社広報情報誌
「Tokyo BizBeat」及び企業広告誌
「ビジネスサポートTOKYO」の発行
に係る業務委託に係る契約締結

2
令和７年度 「ビジネスマッチングin
東京」の会場設営及び撤去に係る
業務委託

3
「第30回機械要素技術展」公社
ブースの装飾及び設営等業務委
託

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 下請企業振興事業

２　事業（施設）概要
サービス産業の生産性向上を図るため、中小サービス事業者に対する顧客データ等利活
用の普及促進とともに、モデルケースとなる事業者向けの実行支援を行う。



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604

経常収益 33,899,950 3,877

1,189,041 0

31,668,124 3,877

33,816,346 3,877
33,547,317 3,877

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 0

当期増加額 127,231,606 3,877

31,466,802 3,877

当期減少額 113,450,847 3,877
102,105,384 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 フリーランス取引適正化支援事業

２　事業（施設）概要
「フリーランス・事業者間取引適正化等法」が令和６年秋頃までに施行されること
を踏まえ、フリーランスが業務を委託する企業と適正に取引できるよう同法に係る普
及啓発や情報発信等を行う。



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特命理由

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

特命理由

No. 契約件名



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 616,318

1,189,041 0

31,668,124 616,318

33,816,346 616,318
33,547,317 616,318

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 -25,226

88,324,625 98,447

当期増加額 127,231,606 591,091

31,466,802 591,091

当期減少額 113,450,847 616,318

102,105,384 73,220

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 委託
株式会社　日立シ

ステムズ
9,438,000

競争契約 委託
東電タウンプラン
ニング株式会社

17,930,000

競争契約 委託
株式会社日広通
信社

7,937,600

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
令和６年度「ビジネスチャンス・ナ
ビ」ユニバーサルデザイン対応のた
めの現状把握業務委託

2

令和６年度展示会CEATEC2024
／ 食品開発展2024」に係る東京ビ
ジネスフロンティア展示会運営業務
委託

3
令和６年度展示会「産業交流展
2024」に係る東京ビジネスフロン
ティア展示会運営業務委託

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

経常費用

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

経常外収益
経常外費用

事業費

管理費

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 中小企業受注拡大プロジェクト事業

２　事業（施設）概要
東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会等の開催を契機として開始した「中小企業
世界発信プロジェクト事業」の取組をレガシーとして定着させ、発展していくことで、中小企
業の受注機会の拡大や販路開拓を支援する事業である。

３　収支状況（単位：千円）

うち 都からの補助金等



（様式１－１）

特定契約 委託
株式会社日立シス
テムズ

28,600,000

特定契約 委託
株式会社　日立シ
ステムズ

7,722,000

競争契約 委託
株式会社ホットス
ケープ

41,760,180

特定契約 委託
株式会社　日立シ
ステムズ

38,038,000

特定契約 委託
株式会社　日立シ
ステムズ

27,742,000

競争契約 委託 株式会社アデコ 119,900,000

特定契約 委託
株式会社日立シス
テムズ

74,412,096

特定契約 委託
株式会社 政策基
礎研究所

1,695,100

特定契約 委託
株式会社　政策基
礎研究所

531,300

特定契約 委託 株式会社フーモア 1,100,000

特定契約 委託
株式会社ビジネス
ガイド社

660,000

特定契約 委託
株式会社　大塚商
会

1,214,400

特定契約 委託
ソフトバンク株式会
社

748,836

15

令和７年度ビジネスチャンス・ナビ
事業及び全国受発注ネットワーク
化事業に係る業務管理システム及
びグループウェアの利用

16
「ビジネス情報ポータルサイト」にお
けるネットワーク回線の使用

「ウェブ見本市」ウェブサイト改修業
務

13
ビジネスチャンス・ナビPR用漫画動
画制作業務委託

14
東京ビジネスフロンティア「ギフト・
ショー春2025」バイヤーズガイド広
告掲載

9

令和７年度「ビジネスチャンス・ナ
ビ」における民間案件の掘り起こし
と事業プロモーションに係る業務委
託

10
令和７年度「ビジネス情報ポータル
サイト」システム保守及び運営業務
委託

11
「ウェブ見本市」サイトに係るコンテ
ンツアップロード業務委託

6

「東京インターナショナル・ギフト・
ショー春2025」東京都中小企業振
興公社パビリオン 展示会運営業務
委託

7
令和６年度「ビジネスチャンス・ナ
ビ」機能改修に係る設計・開発業務
委託

8
令和６年度「ビジネスチャンス・ナ
ビ」電子入札機能改修に係る設計・
開発等業務委託

4
令和６年度「ビジネスチャンス・ナ
ビ」ユニバーサルデザイン対応に係
る改修業務委託

5
令和６年度「ビジネスチャンス・ナ
ビ」GビズIDとのシステム連携に伴う
調査・検討業務委託

12



（様式１－１）

特定契約 委託
株式会社　政策基
礎研究所

2,250,600

特定契約 委託
日本電気株式会
社

2,200,000

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

18

令和７年度 東京都電子自治体共
同運営電子調達サービスにおける
「ビジネスチャンス・ナビ」との連携
にかかる運用・保守業務委託

17
令和７年度 「ウェブ見本市」ウェブ
サイト保守運用業務



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
株式会社　日立シ

ステムズ
9,438,000

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
株式会社日立シス
テムズ

28,600,000

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
株式会社　日立シ
ステムズ

7,722,0005
令和６年度「ビジネスチャンス・ナ
ビ」GビズIDとのシステム連携に伴う
調査・検討業務委託

特命理由

4
令和６年度「ビジネスチャンス・ナ
ビ」ユニバーサルデザイン対応に係
る改修業務委託

特命理由

「ビジネスチャンス・ナビ」は、官民の調達情報を一元的に集約し、日本全国の中小企業に情報提供を行うサイトで、
同システムについては、平成２９年４月より 東京２０２０組織委員会の電子入札専用サイトとなって いる。 また同年７
月からは同組織の契約管理システムと連携を開始し 、 同年８月からは都外郭団体等の電子入札システムとしても
運用しているサイトとなって いる。
〇本システムについては、平成２７年度に（株）日立システムズによって設計及び構築を行い、 これまで機能追加・
保守・運用も（株）日立システムズが実施してきた 。
本件は、現行システムの利便性向上・中小企業の受注機会の更なる拡大を図るため、ユニバーサルデザインに対
応させるための、調査 結果に基づく改修を行う 業務委託である。本業務遂行にあたっては、 先に（株）日立システ
ムズにて実施した 令和６年度「ビジネスチャンス・ナビ」ユニバーサルデザイン対応のための 、 現状把握業務委託
（６東中事取第４７号） の 調査結果 を熟知していること に加え、 本システムの機能、構造を熟知していないと改修
範囲の 詳細が確定できない。また、改修に当たっては、プログラムやページ遷移、ネットワーク、各ページ間での関
連性などを熟知し、障害が発生した場合の対応含め、本システムの設計及び構築を行った業者でなければ機能改
修の内容検討及び設計・開発を行うことはできない。
これらの理由により、同社以外では「ビジネスチャンス・ナビ」の機能改修における設計・開発 を 適切に 履行 するこ
とは 不可能であり、競争入札に適さないことから、財務規程第68条の３第１項第４号（イ）に基づき同社と特命契約を
締結する。

No. 契約件名

1
令和６年度「ビジネスチャンス・ナ
ビ」ユニバーサルデザイン対応のた
めの現状把握業務委託

特命理由

「ビジネスチャンス・ナビ」は、官民の調達情報を一元的に集約し、日本全国の中小企業に情報提供を行うサイトで、
同システムについては、平成２９年４月より東京２０２０組織委員会の電子入札専用サイトとなり、同年７月からは同組
織の契約管理システムと連携を開始し、同年８月からは東京都外郭団体等の電子入札システムとしても運用してい
るサイトとなっている。

本システムについては、平成２７年度に株式会社日立システムズによって設計及び構築を行い、これまで機能追
加・保守・運用も株式会社日立システムズが実施してきた。

本件は、現行システムの利便性向上・中小企業の受注機会の更なる拡大を図るため、ユニバーサルデザインに対
応させるための、調査及び機能改修実現範囲の確定を行う業務委託である。本業務遂行にあたっては、本システム
の機能、構造を熟知していないと調査、改修範囲の確定ができない。

上記要件を満たした業務提供が可能な先は、株式会社日立システムズのみである。

No. 契約件名

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
株式会社　日立シ
ステムズ

38,038,000

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
株式会社　日立シ
ステムズ

27,742,0008
令和６年度「ビジネスチャンス・ナ
ビ」電子入札機能改修に係る設計・
開発等業務委託

特命理由

7
令和６年度「ビジネスチャンス・ナ
ビ」機能改修に係る設計・開発業務
委託

特命理由

「ビジネスチャンス・ナビ」は、官民の調達情報を一元的に集約し、日本全国の中小企業に情報提供を行うサイトで、
同システムについては、平成２９年４月より 東京２０２０組織委員会の電子入札専用サイトとなって いる。 また同年７
月からは同組織の契約管理システムと連携を開始し 、 同年８月からは都外郭団体等の電子入札システムとしても
運用しているサイトとなって いる。
本システムについては、平成２７年度に（株）日立システムズによって設計及び構築を行い、 これまで機能追加・保
守・運用も（株）日立システムズが実施してきた。
本件は、昨年度実施したユーザーテストを受けての改善要望であり本システムにかかるすべての機能及び構造の
理解が必須である。
また、現在（株）日立システムズにて委託進行中の 「 令和６年度「ビジネスチャンス・ナビ」ユニバーサルデザイン対
応に係る改修業務委託 （６東中事取第１６２号）」 とも Webデザイン等、密接に連携して改修を行なわなければなら
ない機能があり、 本システムの機能、構造を熟知していないと改修範囲の 詳細が確定 できない。
また、改修に当たっては、プログラムやページ遷移、ネットワーク、各ページ間での関連性などを熟知し、障害が発
生した場合の対応含め、本システムの設計及び構築を行った業者でなければ機能改修の内容検討及び設計・開
発を行うことはできない。
これらの理由により、同社以外では「ビジネスチャンス・ナビ」の機能改修における設計・開発を適切に履行すること
は不可能であり、競争入札に適さないことから、財務規程第 68 条の３第１項第４号（イ）に基づき同社と特命契約を
締結する。

No. 契約件名

「ビジネスチャンス・ナビ」は、官民の調達情報を一元的に集約し、日本全国の中小企業に情報提供を行うサイトで、
同システムについては、平成２９年４月より東京２０２０組織委員会の電子入札専用サイトとなり、同年７月からは同組
織の契約管理システムと連携を開始し、同年８月からは東京都外郭団体等の電子入札システムとしても運用してい
るサイトとなっている。
本システムについては、平成２７年度に株式会社日立システムズによって設計及び構築を行い、これまで機能追
加・保守・運用も株式会社日立システムズが実施してきた。
本件は、現行システムの利便性向上・中小企業の受注機会の更なる拡大を図るため、G ビズ ID とのシステム連携
に向けた機能改修の事前作業として、必要な作業項目やスケジュールを洗い出す調査・検討等を行う業務委託で
ある。本業務遂行にあたっては、本システムの機能、構造を熟知していないと必要な調査、検討ができない。
上記要件を満たした業務提供が可能な先は、株式会社日立システムズのみである。

No. 契約件名
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契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
株式会社日立シス
テムズ

74,412,09610
令和７年度「ビジネス情報ポータル
サイト」システム保守及び運営業務
委託

特命理由

「ビジネスチャンス・ナビ」は、官民の調達情報を一元的に集約し、日本全国の中小企業に情報提供を行うサイトで、
平成２７年度に株式会社日立システムズによって設計及び構築を行うとともに、システム運用保守、運営・ヘルプデ
スク業務は株式会社日立システムズが実施している。
本サイトは、都外郭団体等の電子入札システム及び、民間企業向けのマッチングサイトとして機能している。都外郭
団体等の電子入札システム利用団体は令和７年１月現在で３８団体になり、入札件数も年々増加しており、今後もさ
らなる利用拡大が見込まれているところである。各団体の契約・発注業務が円滑に行われるためには、ヘルプデス
クの迅速かつ的確な対応が必須である。
また、システム停止や、操作等の問題が発生した場合、各団体及び企業様へ与える影響は多大である。
本サイトにかかるプログラムやページ遷移、ネットワーク、各ページ間での関連性など、本システムにかかるすべての
機能及び構造を理解していないとシステム運用・保守が成り立たなくなってきており、障害が発生した場合の対応含
め、本サイトの設計及び構築を行った業者でなければ本業務を実施できない。
また、平成３０年１１月よりセキュリティ強化としてWAF（Web Application Firewall）を導入したため、WAFサービスの
検査結果を常時監視し、過検知・誤検知と思われる遮断（ブロック）を検知した際の対応等、セキュリティ強化対策内
容及びインフラ環境及びシステムを熟知していないと業務が成り立たない。
運営・ヘルプデスク業務についても、ユーザー登録審査、利用者からの問い合わせ対応等が主な業務であるが、例
えば本番環境での記事やFAQ更新等においてはシステム運用保守と連携を行う必要があり、システム構築・運用保
守を請け負っている業者でなければ運営・ヘルプデスク業務を履行することができない。
上記要件を満たし業務提供が可能な先は、株式会社日立システムズのみである。

「ビジネスチャンス・ナビ」は、官民の調達情報を一元的に集約し、日本全国の中小企業に情報提供を行うサイトで、
同システムについては、平成２９年４月より東京２０２０組織委員会の電子入札専用サイトとなっている。また同年７月
からは同組織の契約管理システムと連携を開始し、同年８月からは都外郭団体等の電子入札システムとしても運用
しているサイトとなっている。
本システムについては、平成２７年度に（株）日立システムズによって設計及び構築を行い、これまで機能追加・保
守・運用も（株）日立システムズが実施してきた。
本件は、東京都外郭団体等に向けた電子入札機能の機能改善等を実施するものである。検索仕様の変更や案件
入力時の操作性改善など、本業務を実施するためには、システムにかかるすべての機能及び構造や関連システム
との連携等の理解が必須である。
また、改修に当たっては、プログラムやページ遷移、ネットワーク、各ページ間での関連性などを熟知し、障害が発
生した場合の対応含め、本システムの設計及び構築を行った業者でなければ機能改修の内容検討及び設計・開
発を行うことはできない。
これらの理由により、同社以外では「ビジネスチャンス・ナビ」電子入札の機能改修における設計・開発を適切に履
行することは不可能であり、競争入札に適さないことから、財務規程第68条の３第１項第４号（イ）に基づき同社と特
命契約を締結する。

No. 契約件名
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うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 532,876

1,189,041 0

31,668,124 532,876

33,816,346 532,876
33,547,317 532,876

うち人件費 3,375,174 70,833
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 -177

88,324,625 295

当期増加額 127,231,606 467,870

31,466,802 467,870

当期減少額 113,450,847 468,047

102,105,384 118資産（期末残高）

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

経常費用

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

経常外収益
経常外費用

事業費

管理費

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 海外展開総合支援事業

２　事業（施設）概要

世界に通じる可能性を秘めた商品力を持ちながら、海外への販売促進経験の不足等によ
り、海外展開を躊躇している中小企業に対して海外販路開拓支援を実施。都内中小企業
において、貿易実務に精通した人材の育成及び海外展開の中心的役割を担う人材を育成
する講習会を実施。

３　収支状況（単位：千円）

うち 都からの補助金等



（様式１－１）

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

競争契約 委託
株式会社ワールド
航空サービス

41,341,662

競争契約 委託
株式会社アクト・イ
ンターナショナル

6,914,884

競争契約 委託
株式会社ワールド
航空サービス

19,271,480

競争契約 委託 株式会社Resorz 8,795,710

競争契約 委託
株式会社Culture
Generation Japan

17,735,300

競争契約 委託
株式会社ワールド
航空サービス

33,701,716

競争契約 委託
株式会社ｱｸﾄ・ｲﾝ
ﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

12,738,075

競争契約 委託
株式会社日本橋
夢屋

14,980,460

競争契約 委託
株式会社日広通
信社

6,930,000

競争契約 委託
株式会社日本橋
夢屋

1,995,780

競争契約 委託
株式会社アクト・イ
ンターナショナル

14,954,977

競争契約 委託
三菱ＵＦＪリサーチ
＆コンサルティン
グ株式会社

13,200,000

競争契約 委託
株式会社ワールド
航空サービス

34,565,800

競争契約 委託
株式会社アクト・イ
ンターナショナル

31,838,400

特定契約 委託
Info Business and
Consultant
Co.,Ltd.

19,876,320

特定契約 委託 オーレン株式会社 12,872,000

特定契約 委託
Vintage
Management株式
会社

3,815,000

特定契約 委託
MEDIATOR
CO.,LTD.

2,328,106

特定契約 委託
株式会社オール
フォーエスピー

3,152,050

18
令和６年度海外展示会「NIPPON
HAKU BANGKOK　2024」出展に
係る通訳業務委託

19
販路・海外展開支援課　ウェブサイ
トの改修に係る業務委託

17
海外展示会出展に係る現地医療
関係者等との商談プロモート業務
委託

12
令和7年度海外ワンストップ相談に
係る欧米中情報提供業務委託

13
令和7年度 職員の海外出張に伴う
出張手配業務委託

14
令和 7 年度海外展開総合支援事
業 海外展示会出展ブース装飾等
委託業務

令和6年度 職員の海外出張に伴う
出張手配業務委託

7
令和6年度海外展開総合支援事業
海外展示会Ambiente2025における
出展ブース装飾等委託

8
令和6年度ドイツ・アメリカ展示会出
展等に伴う出張手配業務委託

15
令和６年度タイにおける展示会・個
別支援業務に係る通訳業務委託

16
令和６年度ベトナムにおける展示
会・個別支援業務に係る通訳業務
委託

令和6年度海外展示会「NIPPON
HAKU BANGKOK 2023」出展に伴
うブース装飾等の業務委託

3
令和6年度下期海外展示会出展等
に伴う出張手配業務委託

4
販路・海外展開支援課 海外展開
シンポジウム運営等業務委託

5
令和６年度海外展開総合支援事業
における「海外テストマーケティン
グ・商談会」企画運営等委託

４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
令和 6 年度 職員の海外出張に伴
う出張手配業務委託

2

9
東京都及びタイ王国の中小企業コ
ラボレーション商談会に係る 運営・
設営委託

10
令和６年度海外テストマーケティン
グ・商談会実施に伴う出張手配業
務委託

11
令和６年度海外展開総合支援事業
海外展示会 D&M WEST 2025 に
おける出展ブース装飾等業務委託

6
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特定契約 委託
INFINITY QUAY
ASIA PTE LTD

6,448,320

特定契約 委託
株式会社日経
エージェンシー

1,650,000

特定契約 委託 PASIA株式会社 3,857,900

特定契約 委託 ジーマ株式会社 825,000

特定契約 委託

TOYO BUSINESS
SERVICE PUBLIC
COMPANY
LIMITED

1,329,689

特定契約 委託

Swapsss S.A.S （15
Boulevard Daviers
49100 Angers
France）

8,420,000

特定契約 委託
Approach
Consulting Group
LLC

2,960,000

特定契約 委託 Ji-Link LLC 6,267,849

特定契約 委託
日経エージェン
シー

3,000,000

特定契約 委託 ジーマ株式会社 1,430,000

特定契約 委託
株式会社NIコンサ
ルティング

726,000

特定契約 委託
AIG損害保険株式
会社

2,847,170

特定契約 委託 株式会社オーレン 5,890,000

30
営業支援システム「NI　Collabo」に
おけるサーバーの利用契約

31 令和7年度海外旅行保険契約

32
令和７年度ベトナムにおける展示
会・個別支援業務に係る通訳業務
委託契約

27
令和６年度海外展開総合支援事業
における海外展示会"D&M WEST
2025" 通訳業務委託

28
海外展開総合支援事業 販路開拓
ナビゲータ等募集におけるWeb広
告等への出稿

29

海外展開総合支援事業 KADINイ
ンドネシア/KADINジャカルタとの
商談会実施に向けた各種調整業
務の委託

24

令和6年度海外展開総合支援事業
における海外展示会"METALEX
Thailand 2024" 商談プロモート業
務委託

25

令和6年度海外展開総合支援事業
における海外展示会"Ambiente
2025"通訳・商談プロモート業務委
託

26
令和６年度海外展示会「D&M
WEST 2025」出展に係る商談プロ
モート業務委託

22

令和6年度海外展開総合支援事業
における海外展示会
"Manufacturing Indonesia 2024" 商
談プロモート・通訳業務委託

23

令和６年度 海外展開総合支援事
業 インドネシア商工会議所KADIN
とのMOU締結に向けた各種調整及
び現地渡航同行の業務委託

20
令和6年度海外展開総合支援事業
における海外展示会"Medical Fair
Asia 2024"通訳業務委託

21
日経ムック『中堅・中小企業の
ASEAN進出(仮)』への広告原稿の
作成・掲載業務委託
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件数 金額

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
Info Business and
Consultant
Co.,Ltd.

19,876,320

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 オーレン株式会社 12,872,000

本業務を履行するにあたっては、工業製品（一般・輸送用機械、物流・生産設備、廃棄物管理・環境技術 等）の性
能・特徴・利用するメリット等について、製造元である都内中小製造企業の意図を深く理解し通訳業務を行う必要が
ある。さらに、工業製品がカバーできる分野についてのバックグランドと専門用語を十分に理解していなければ本展
示会において的確な通訳を行うことは困難であり、以下の条件をすべて満たす事業者である必要がある。
委託先候補企業を調査した結果、オーレン株式会社は上記要件を満たすのは同社のみであり、本委託の履行が
可能である。

（１）通訳業務の対応力

（２）日・ベトナム間の調整力

（３）過去の業務実績

本業務を履行するにあたっては、工業製品（包装機械・技術、物流・生産設備、廃棄物管理・環境技術 等）の性能・
特徴・利用するメリット等について、製造元である都内中小製造企業の意図を深く理解し通訳業務を行う必要があ
る。さらに、工業製品がカバーできる分野についてのバックグランドと専門用語を十分に理解していなければ本展示
会において的確な通訳を行うことは困難であり、以下の条件をすべて満たす事業者である必要がある。
以下の点を鑑みて、委託先候補企業を調査した結果、Info Business and Consultant Co.,Ltd.が上記条件を満たす
唯一の事業者であり、特命随意契約を締結する。

(１)同社は2011年以降、タイでの工業系展示会（METALEX Thailand、Manufacturing Expo）における商談・ビジネス
マッチングに通訳士を派遣した実績がある。また、工業製品に関する専門用語や現地事情に精通した通訳士の
ネットワークを有しており、工業製品の性能・特徴・利用するメリットについて説明可能な通訳士の選定が可能であ
る。

(２)東京都中小企業振興公社　販路・海外展開支援課（旧国際事業課）が出展した工業系展示会を中心に計８展
示会における逐次通訳の経験があり、工業製品がカバーできる分野についてのバックグランドと専門用語を十分に
理解した通訳士を手配することができる。

No. 契約件名

16
令和６年度ベトナムにおける展示
会・個別支援業務に係る通訳業務
委託

特命理由

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

15
令和６年度タイにおける展示会・個
別支援業務に係る通訳業務委託

特命理由

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件
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契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
Vintage
Management株式
会社

3,815,000

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
株式会社オール
フォーエスピー

3,152,050

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
INFINITY QUAY
ASIA PTE LTD

6,448,320

以下の点を鑑みて、委託先候補企業を調査した結果、株式会社オールフォーエスピーが上記条件を満たす唯一の
事業者であり、特命随意契約により処理する。

①　本業務で求められるWebRelease2に関し、十分なノウハウ・履行能力を有する。

②　公社WEBサイトの改修実績が複数あり、公社WEBサイトの構造を理解している。
＜実績＞
・公社WEBサイトCMS移行に係る業務委託（令和元年度：複数見積契約）
・国際事業課サイトTokyo SME SUPPORT CENTER WEBサイトCMS移行に係る業務委託（令和２年度：特別契約）
・東京都知的財産総合センターCMS移行に係る業務委託（令和２年度：特別契約）
・公社WEBサイトトップページ一部改修に係る業務委託（令和３年度）
・公社ウェブサイトの改修に係る業務委託（令和5年度）
・東京都知的財産総合センターウェブサイトの改修に係る業務委託（令和5年度）

③公社Webサイトの運用保守契約を長期間に渡り締結していることから、公社Webサイトの保守・運用管理に十分な
ノウハウ・実績を有する。

No. 契約件名

20
令和6年度海外展開総合支援事業
における海外展示会"Medical Fair
Asia 2024"通訳業務委託

特命理由

委託先候補企業を調査した結果、Vintage Managementは下記要件を満たすのは同社のみであり、本委託の履行
が可能である。

（１）商談プロモートの一貫対応力
プロモート業務を遂行するにあたり、公的機関での受託、また実績があることが望ましい。
同社は、中小企業基盤整備機構の国際化支援アドバイザー、JETRO Singapore, Coordinator、自治体国際化協会
のプロモーションアドバイザー等の肩書を有しており、シンガポールを中心に医療機器関係の企業のマッチング、コ
ンサルタント業務に従事してきた。

（２）日・シンガポール間の調整力
商談プロモートにおける現地語での仲介は重要であり、豊富な現地での商談経験を有する担当者が、事業の遂行
や別途委託会社との調整に必要不可欠である。同社は、日本国内だけでなく、シンガポールに事業所があり、当社
代表は、シンガポールで10年弱企業進出や現地でのプロモート業務、コンサルタント業務に従事してきたことで、現
地の商習慣や日本企業のシンガポール進出時の課題等を熟知しており、現地専門家として経済事情に関する情報
等を日本語で提供することができる。よって同社は、現地語による商談招致活動を管理運営するプロジェクトマネー
ジャーとして相応しい力量を有している。

（３）効果的なマッチングの実現
Medical Fair Asia 2024において代理店・医療従事者とのマッチングを実現する必要があるが、医療従事者とのマッ
チングは個人からのアプローチではアポイントが取れず困難である。
　同社は医療分野に精通しており、医療機器を取り扱う企業のコンサルタント業務、プロモート業務に従事してきた
ことから現地の医療従事者とのコネクションがあり、マッチングも可能である。

No. 契約件名

19
販路・海外展開支援課　ウェブサイ
トの改修に係る業務委託

特命理由

No. 契約件名

17
海外展示会出展に係る現地医療
関係者等との商談プロモート業務
委託

特命理由
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契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 PASIA株式会社 3,857,900

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託

Swapsss S.A.S （15
Boulevard Daviers
49100 Angers
France）

8,420,000

委託先候補企業を調査した結果、下記要件を満たすのはPASIA株式会社のみであり、本委託業務の履行が可能
である。

（１）商談プロモート・通訳業務の一貫対応力
インドネシア中小企業省やインドネシア自動車部品産業協会、財閥等、現地財界人とのネットワークを有し、各企業
のCEOや事業責任者に対しアポイント取得が可能である。
公社 販路・海外展開支援課(旧国際事業課)やタイ事務所主催のセミナー(海外展開チャレンジセミナー,タイ事務
所・サポートデスク連携セミナー等)にて、現地の商習慣やインドネシア進出時における留意点について専門家とし
て講演を務めた実績があり、経済事情に関する情報を含め日本語で提供することができる。
現地語による商談招致活動から当日の商談における同時通訳を一気通貫で管理運営するプロジェクトマネー
ジャーとして相応しい力量を有している。

（２）日本・インドネシア間の調整力
商談プロモートにおける通訳士の役割は重要であり、相当な経験を有する通訳士が、事業の遂行や別途委託会社
との調整に必要不可欠である。同社は、日本語能力検定：N１レベルを有する通訳士を雇用している等、ホスピタリ
ティの高い日本人通訳士を多数保有する。

（３）過去の業務実績
同社は過去に独立行政法人日本貿易振興機構や独立行政法人中小企業基盤整備機構が主催した海外展示会・
商談会や、公社が出展した海外展示会（Manufacturing Indonesia 2022、2023）など、日本の公的機関からの受託で
同時通訳を実施した実績を持つ。
また、独立行政法人中小企業基盤整備機構における日本企業のインドネシア進出サポート業務として、インドネシ
ア側企業の選定や来日交渉業務などの受託した実績を多数有する。

No. 契約件名

25

令和6年度海外展開総合支援事業
における海外展示会"Ambiente
2025"通訳・商談プロモート業務委
託

特命理由

委託先候補企業を調査した結果、INFINITY QUAY ASIA PTE LTDは上記要件を満たすのは同社のみであり、本
委託の履行が可能である。

（１）商談プロモート・通訳業務の一貫対応力
同社は、Singapore Airshow(2018)をはじめ、シンガポールにて開催された海外展示会において展示商談会の運
営・通訳者手配の経験がある。また、医療製品に関する専門用語や現地事情に精通した通訳士のネットワークを有
しており、医療製品の性能・特徴・利用するメリットについて説明可能な通訳士の選定が可能である。
（２）日・シンガポール間の円滑な医療通訳・調整力
商談における通訳士の役割は重要であり、相当な経験を有する通訳士が事業の遂行には必要不可欠である。同社
は、病院・クリニックの医師、看護師など、医療従事者との通訳・コミュニケーションにおいて経験豊富な通訳者を多
数雇用している。また、日本語能力検定：N１レベルを有する通訳士を雇用している等、ホスピタリティの高い日本人
通訳士を多数保有する。

（３）過去の業務実績
同社は過去に独立行政法人日本貿易振興機構(JETRO)、国立研究開発法人日本医療研究開発（Japan Agency
for Medical Research ＆ Development）等が主催した海外展示会・商談会など、日本の公的機関との機関からの受
託で逐次通訳を実施した実績を有する。

No. 契約件名

22

令和6年度海外展開総合支援事業
における海外展示会
"Manufacturing Indonesia 2024" 商
談プロモート・通訳業務委託

特命理由



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
Approach
Consulting Group
LLC

2,960,000

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 Ji-Link LLC 6,267,849

委託先候補企業を調査した結果、上記要件を満たすのは Approach Consulting Group LLCのみであり、本委託の
履行が可能である。

（１）商談プロモートへの対応力
中小企業からの業務委託実績として、MD&M West を含む米国の展示会出展支援の実績を多数持つ。展示会支
援では、商談のアポ取り、商談同席、その後のフォローアップ、契約クロージングまで達成した実績を持つ。

（２）商談実施後フォローアップの対応力
当社は、公的機関及び中小企業からの業務委託実績として、MD&M West を含む米国の展示会出展支援の実績
を多数持つ。展示会支援では、商談のアポ取りや商談誘致だけでなく、その後のフォローアップまで丁寧に実施
し、商談実施後の取引拡大に貢献した実績を多く持つ。アメリカ現地にコーディネーターを置き、展示会に訪問した
企業や商談を実施した企業に対して、メールや電話等を通じて英語でコンタクトを取ることが可能である。アメリカに
サポートデスクや窓口のない公的機関及び中小企業にとって、現地窓口として機能し、商談後から取引成約の達成
まで一貫した業務を提供している。上記より、商談実施後からフォローアップまでの一貫した対応が可能な力量を有
していると言える。

（３）日・米国間の調整力
商談プロモートにおける現地語での仲介は重要であり、豊富な現地での商談経験を有する担当者が、事業の遂行
や別途委託会社との調整に必要不可欠である。同社は、米国・カリフォルニア州ロサンゼルスに本社を構え、本展
示会の開催地であるロサンゼルス近郊の企業とのパイプを有していることや、過去に MD&M で名刺交換等を行っ
た米系を含む他国の企業との商談調整の実現が可能である。

（４）米国における公的機関からの運営支援業務の受託実績

No. 契約件名

27
令和６年度海外展開総合支援事業
における海外展示会"D&M WEST
2025" 通訳業務委託

特命理由

委託先候補企業を調査した結果、下記要件を満たすのはSwapsss S.A.Sのみであり、本委託業務の履行が可能で
ある。

（１）商談プロモート・通訳業務の一貫対応力
ドイツ、フランスを始めとしたEC加盟国の財閥等、現地財界人とのネットワークを有し、各企業のCEOや事業責任者
に対しアポイント取得が可能である。
公社 販路・海外展開支援課主催のセミナー(海外展開チャレンジセミナー等)にて、現地の商習慣やヨーロッパ進出
時における留意点について専門家として講演を務めた実績があり、経済事情に関する情報を含め日本語で提供す
ることができる。
現地語による商談招致活動から当日の商談における同時通訳を一気通貫で管理運営するプロジェクトマネー
ジャーとして相応しい力量を有している。

（２）日・ドイツ間の調整力
商談プロモートにおける通訳士の役割は重要であり、相当な経験を有する通訳士が、事業の遂行や別途委託会社
との調整に必要不可欠である。同社は、日本語能力検定：N１レベルを有する通訳士を雇用している等、ホスピタリ
ティの高い日本人通訳士を多数保有する。

（３）過去の業務実績
同社はこれまで、公的機関における以下実績があり、通訳やマッチングなどの海外展開支援を受託してきた実績を
有する。また、前年度の令和5年度 Ambiente 2024 商談プロモート・通訳業務を受託した。

No. 契約件名

26
令和６年度海外展示会「D&M
WEST 2025」出展に係る商談プロ
モート業務委託

特命理由



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
日経エージェン
シー

3,000,000

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
AIG損害保険株式
会社

2,847,170

本事業の採用広報を効果的に行うためには海外でのビジネス経験を持った大企業出身者（ＯＢ含む）等へ情報を
届ける必要がある。
本件の掲載媒体は、日本経済新聞の電子版であり、海外販路ナビゲータ候補のターゲットである大企業出身者（Ｏ
Ｂ含む）等が継続的に購読しており、公社の業務を知らなかった層へ周知するには最適な媒体である。また、日経
ムック『中堅・中小企業のASEAN進出(仮)』への連動広告を出稿することで、公社職員採用ＨＰへの流入が期待で
き、応募者数の大幅な増加が期待できる。

以上の条件を満たしているため本媒体を選定した。

仕様書４．(６)に掲げている媒体への掲載は、日経新聞グループの広告代理店である株式会社日経エージェン
シーとの直接契約が必須である。よって、本委託を同業者に特命する。

No. 契約件名

31 令和7年度海外旅行保険契約

特命理由

委託先候補企業を調査した結果、Ji-Link LLC が上記条件を満たす唯一の事業者であり、特命随意契約により
契約締結する。

(１) JETRO 日本パビリオン出展時や企業アテンドにおける逐次通訳の経験があり、工業製品がカバーできる分野
についてのバックグランドと専門用語を十分に理解した通訳士を手配することができるとの回答があった。

(２) 当社は工業製品に関する専門用語や現地事情に精通した通訳士のネットワークを有しており、工業製品の性
能・特徴・利用するメリットについて説明可能な通訳士の選定が可能である。また、アナハイムコンベンションセン
ターで開催される国際展示会(MD&M West,ATX WEST,NADA,SEMA)における展示会・ビジネスマッチング
に通訳士を派遣した実績がある。
JETRO や国土交通省、農林水産省、青森県、大田区産業振興協会等の政府機関や公益法人の通訳実績もある。

No. 契約件名

28
海外展開総合支援事業 販路開拓
ナビゲータ等募集におけるWeb広
告等への出稿

特命理由



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 株式会社オーレン 5,890,000

　委託先候補企業を調査した結果、オーレン株式会社は上記要件を満たすのは同社のみであり、本委託の履行が
可能である。

（１）通訳業務の対応力
現地の商習慣や日本企業のベトナム進出時の課題感を熟知しており、現地専門家として経済事情、商慣習等に関
する情報等を日本語で提供することができる。
現地語による当日の商談における同時通訳を一気通貫で管理運営するプロジェクトマネージャーとして相応しい力
量を有している。

（２）日・ベトナム間の調整力
商談プロモートにおける通訳士の役割は重要であり、相当な経験を有する通訳士が、事業の遂行や別途委託会社
との調整に必要不可欠である。同社は、航空会社での勤務経験や日本語能力検定：N１レベルを有する通訳士を
雇用している等、ホスピタリティの高い日本人通訳士を多数保有する。

（３）過去の業務実績
同社は過去に独立行政法人日本貿易振興機構や独立行政法人中小企業基盤整備機構が主催した海外展示会・
商談会や、東京都中小企業振興公社が出展した海外展示会（METALEX Vietnam 2024）など、日本の公的機関か
らの受託で同時通訳を実施した実績を持つ。
また、独立行政法人中小企業基盤整備機構における日本企業のベトナム進出サポート業務として、ベトナム側企業
の選定や来日交渉業務などの受託した実績を多数有する。

本契約は、公益財団法人東京都中小企業振興公社（以下、「公社」という。）を契約主体とし、①海外出張者、➁タ
イ事務所駐在員、③駐在員帯同家族 の各被保険者に対して、労災保険では補償されないリスク、現地での突然の
病気や怪我による高額医療費支払い、現地住居内の家財道具の盗難や破損、火災による家主への賠償等に対応
可能な保険の提供を行うものである。

当社はタイ事務所開設以前の平成２６年度から令和６年度にわたり、公社 販路・海外展開支援課と海外旅行保険
の契約を行っている実績を有し、本業務で求められる各パターン・規模に合った海外旅行保険の提供が可能であ
る。他に、公社 総務課でも当社が提供する海外での対人・対物事故保険「WorldRisk」を契約している実績があり、
信頼性が高い。

また、公社からの出張者連絡・保険申し込み・即時保険発行は当社独自のシステム（RISA）を経由し、インターネット
上で行う仕組みとなっており利便性が高く、本システムによる確実な保険手配が行えない場合、突発的なスケジュー
ル変更などに対応できない可能性が考えられる。

加えて、タイ事務所駐在員は赴任時期がそれぞれ異なっているため、契約先を変更する場合、同じ駐在員の中で
保険の保障内容に差異がでる可能性がある。

上記理由により、本契約についてはAIG損害保険株式会社と特命契約を締結する。

No. 契約件名

32
令和７年度ベトナムにおける展示
会・個別支援業務に係る通訳業務
委託契約

特命理由



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 19,441

1,189,041 0

31,668,124 19,441

33,816,346 19,441
33,547,317 19,441

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 0

当期増加額 127,231,606 19,441

31,466,802 19,441

当期減少額 113,450,847 19,441
102,105,384 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

競争契約 委託
株式会社矢野経
済研究所

10,999,505

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1

令和7年度 商社を活用した輸出拡
大支援事業における「普及啓発セミ
ナー」「マッチング商談会」企画運
営等の業務委託

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 商社を活用した輸出拡大支援事業

２　事業（施設）概要

商社と中小企業のマッチング商談会を開催するとともに、中小企業が実情に応じた間接輸
出を実現できるよう、セミナー等を通じた間接輸出に関する知識やノウハウ等の付与、専門
家による商社との商談サポートを実施することで、海外市場のニーズに対応した中小企業
の間接輸出を支援する。



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 101,049

1,189,041 0

31,668,124 101,049

33,816,346 101,049
33,547,317 101,049

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 -2,940

88,324,625 11,517

当期増加額 127,231,606 98,109

31,466,802 98,109

当期減少額 113,450,847 101,049

102,105,384 8,576

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

競争契約 委託 TOPPAN株式会社 105,305,970

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
令和７年度海外デジタルマーケ
ティング支援 英語版HP・動画制作
支援業務委託

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 海外デジタルマーケティング支援事業

２　事業（施設）概要
海外展開支援事業を利用している企業を対象に、英語版ＷＥＢページやＰＲツ
ールなどの作成を支援し、英語での情報発信力を強化することで、海外企業との
取引や企業認知度の向上を目的に88 社の支援を実施した。



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 31,317

1,189,041 0

31,668,124 31,317

33,816,346 31,317
33,547,317 31,317

うち人件費 3,375,174 6,122
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 0
当期増加額 127,231,606 30,887

31,466,802 30,887

当期減少額 113,450,847 30,887
102,105,384 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 委託
ジャスミンズ有限
会社

3,353,240

特定契約 委託
ジャスミンズ有限
会社

3,572,360

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1

海外企業連携プロジェクト事業に
おける"令和6年度第1回海外アラ
イアンス商談会" 商談プロモート業
務委託

2
令和6年度第2回海外アライアンス
商談会（ハノイエリア）　商談プロ
モート業務委託

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 海外企業連携プロジェクト

２　事業（施設）概要
生産委託や技術提携等を望む都内中小企業に対し、海外企業とのマッチングや情報提
供等を行うことで都内中小企業の海外展開を支援し、地域経済の健全な発展に寄与する
ことを目的とする。



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
ジャスミンズ有限
会社

3,353,240

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 ジャスミンズ有限会社3,572,360

委託先候補企業を調査した結果、下記要件を満たすのはジャスミンズ有限会社のみであり、本委託の履行が可
能である。

（１）商談プロモートへの対応力
ベトナムで30年間企業進出や現地での支援活動に従事しており現地の商習慣や日本企業のベトナム進出時の
課題感を熟知しており、現地専門家として経済事情等を日本語で提供することができる。
現地語による商談招致活動を管理運営するプロジェクトマネージャーとして相応しい力量を有している。

（２）日・ベトナム間の調整力
商談プロモートにおける現地語での仲介は重要であり、豊富な現地での商談経験を有する担当者が、事業の遂
行や別途委託会社との調整に必要不可欠である。同社は、当アライアンス商談会で必須となる工業団地内の企
業とのパイプを有しており、確実な商談設定が見込まれる。

（３）ベトナム（ハノイ及び北部地域）における公的機関からの日系企業工業団地開発・運営支援業務の受託実績
同社は独立行政法人日本貿易振興機構、広島産業振興機構、ひょうご国際ビジネスサポートデスクの現地コー
ディネータ、サポートデスクなど、日本の公的機関からの受託で商談プロモートを実施した実績を持つ。また、ベト
ナム ハナム省ジャパンデスクやベトナム クアンニン省ジャパンデスクにおいて日系企業のベトナム進出サポート業
務として、ベトナム側企業の選定や工業団地所属企業の現場見学案内、来日交渉業務などの受託した実績を多
数有する。

特命理由

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

1

海外企業連携プロジェクト事業に
おける"令和6年度第1回海外アラ
イアンス商談会" 商談プロモート業
務委託

特命理由

委託先候補企業を調査した結果、下記要件を満たすのはジャスミンズ有限会社のみであり、本委託の履行が可
能である。

（１）商談プロモートへの対応力
ベトナムで30年間企業進出や現地での支援活動に従事しており現地の商習慣や日本企業のベトナム進出時の
課題感を熟知しており、現地専門家として経済事情等を日本語で提供することができる。現地語による商談招致
活動を管理運営するプロジェクトマネージャーとして相応しい力量を有している。

（２）日・ベトナム間の調整力
商談プロモートにおける現地語での仲介は重要であり、豊富な現地での商談経験を有する担当者が、事業の遂
行や別途委託会社との調整に必要不可欠である。同社は、当アライアンス商談会で必須となる工業団地内の企
業とのパイプを有しており、確実な商談設定が見込まれる。

（３）ベトナム（ホーチミン及び南部地域）における公的機関からの日系企業工業団地開発・運営支援業務の受託
実績
同社は独立行政法人日本貿易振興機構、広島産業振興機構、ひょうご国際ビジネスサポートデスクの現地コー
ディネータ、サポートデスクなど、日本の公的機関からの受託で商談プロモートを実施した実績を持つ。また、ベト
ナム ハナム省ジャパンデスクやベトナム クアンニン省ジャパンデスクにおいて日系企業のベトナム進出サポート業
務として、ベトナム側企業の選定や工業団地所属企業の現場見学案内、来日交渉業務などの受託した実績を多
数有する。

No. 契約件名

2
令和6年度第2回海外アライアンス
商談会（ハノイエリア）　商談プロ
モート業務委託



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 29,048

1,189,041 0

31,668,124 29,048

33,816,346 29,048
33,547,317 29,048

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 0
当期増加額 127,231,606 29,048

31,466,802 29,048

当期減少額 113,450,847 29,048
102,105,384 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

競争契約 委託
三菱UFJリサーチ
＆コンサルティン
グ株式会社

2,893,715

競争契約 委託
株式会社フォーバ
ル

13,552,000

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
令和６年度「海外戦略策定講座」
の実施に係る企画・運営業務委託

2

海外拠点設置等戦略サポート事業
「海外戦略策定及び現地検証に係
るハンズオン支援」における業務
委託

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 海外拠点設置等戦略サポート事業

２　事業（施設）概要
都内中小企業が、現地企業とのアライアンスや海外拠点開設等、都内中小企業が事業
計画に基づいて海外展開を図るための、海外戦略の策定と現地検証を海外拠点戦略ナ
ビゲーターを配置してトータルで支援する。



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 72,333

1,189,041 0

31,668,124 72,333

33,816,346 72,333
33,547,317 72,333

うち人件費 3,375,174 22,201
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 0

当期増加額 127,231,606 72,333

31,466,802 72,333

当期減少額 113,450,847 72,333

102,105,384 0資産（期末残高）

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

経常費用

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

経常外収益
経常外費用

事業費

管理費

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 地域間経済交流事業

２　事業（施設）概要

東京都と海外都市による中小企業支援に関する覚書に基づき、相手都市が持つネッ
トワークを活用した海外展開支援を行う。
令和５年度はドイツＮＲＷ州との経済協定に基づき現地の支援機関等と連携し、対
象地域の市場の特徴や商習慣等の情報提供、市場調査・市場開拓のためのノウハウ習
得、ビジネスパートナーとのマッチング、現地の支援機関・大学・研究機関等とのネ
ットワーク構築、拠点設立に向けた専門家の紹介等、各社の事業展開のステップに応
じた支援を行う。

３　収支状況（単位：千円）

うち 都からの補助金等



（様式１－１）

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

競争契約 委託
株式会社ワールド
航空サービス

16,531,700

競争契約 委託
京王観光株式会
社

10,077,007

特定契約 委託
HOWORTH
International, LLC

4,921,875

特定契約 委託
アンサンブラウ イ
ベント＋マーケティ
ング

2,991,135

特定契約 委託 Ji-Link LLC 4,153,950

特定契約 委託
株式会社シュタイ
ンバイスジャパン

3,234,000

特定契約 委託 PASIA株式会社 7,964,000

特定契約 委託 Ji-Link LLC 626,160

特定契約 委託
HOWORTH
International, LLC

1,845,240

特定契約 委託
株式会社トリックス
タジオ

1,023,660

特定契約 委託 LUK株式会社 2,852,014

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

令和６年度地域間経済交流事業
現地渡航プログラムにおける商談
プロモート業務委託

7
令和6年度地域間経済交流事業 イ
ンバウンド向けセミナー運営等業務
委託

8
テキサス州渡航に伴う通訳業務委
託における追加業務委託

令和6年度地域間経済交流事業
NRW州現地渡航に伴う出張手配業
務委託

3
令和６年度　地域間経済交流事業
テキサス州プログラムのハンズオン
支援業務委託

4
令和６年度地域間経済交流事業
ドイツNRW州現地渡航プログラムに
おける通訳業務委託

5
令和６年度地域間経済交流事業
アメリカ・テキサス州現地渡航プログ
ラムにおける通訳業務委託

４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
令和６年度地域間経済交流事業テ
キサス州現地渡航に伴う出張手配
業務委託

2

9
令和６年度　地域間経済交流事業
テキサス州渡航プログラム時のサ
ポート業務委託

10
令和7年度　地域間経済交流事業
ＮＲＷ州内中小企業との連携支援
ポータルサイト保守・運用業務委託

11
令和７年度　地域間経済交流事業
ポータルサイト保守・運用業務委託

6



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
HOWORTH
International, LLC

4,921,875

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
アンサンブラウ イ
ベント＋マーケティ
ング

2,991,135

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 Ji-Link LLC 4,153,9505
令和６年度地域間経済交流事業
アメリカ・テキサス州現地渡航プログ
ラムにおける通訳業務委託

特命理由

以下の点を鑑みて、委託先候補企業を調査した結果、Ji-Link LLCが上記条件を満たす唯一の事業者であり、特命
随意契約を締結する。

(１)同社は過去２年でみても、公的機関における以下実績があり、通訳やマッチン グなどの海外展開支援を受託し
てきた実績を有する。 JETRO： JETRO主催の会議、イベントにおける通訳、ウェブ会議の同時通訳、会議進行にお
けるサポートなど、NEDO：視察訪問、会議など、日本国総領事館、国土交通省（国土技術研究センター、河川局）、
農林水産省（食料産業）横浜市（バイオサイエンス）：視察訪問、会議など、神戸市、青森県（観光推進）
公益財団法人大田区産業振興協会、DBJ 日本政策投資銀行：会議手配、視察手配、通訳など、JERI日本経済研
究所：会議手配、視察手配、通訳など、山梨県知事：通訳＠視察、会議など、東京都中小企業振興公社：ATX
West 24 通訳手配

(２)前記公的機関実績のとおり、これまで公的機関や現地ローカル企業を相手とする通訳手配を数多く行ってきた。
これまで通訳をしてきた企業はいずれも多種多様 な業界であり、本事業の支援企業の通訳も同様に幅広い産業・
技術にカバーできる 分野についてのバックグランドと専門用語を十分に理解した通訳が求められるが、十分に手配
することができるネットワーキングを有している。

(３)今回の通訳業務は単なる通訳に留まらず、現地公的機関・ローカル企業へのプレゼン・ネットワーキングに関す
る通訳業務がある。プレゼン・ネットワーキングは、自社製品・サービスの魅力を伝える必要があるが、JETRO 等のイ
ベント・商談会の通訳などこれまでの実績があることから、これらの事情に精通している同社は 委託先として適格で
ある。

No. 契約件名

4
令和６年度地域間経済交流事業
ドイツNRW州現地渡航プログラムに
おける通訳業務委託

特命理由

本業務を履行するにあたっては、地域間経済交流事業ハンズオン支援採択企業５社の性能・特徴・利用するメリット
等について、都内中小企業の意図を深く理解し通訳業務を行う必要がある。
委託を確実に履行しなければ地域間経済交流事業ハンズオン支援採択企業５社の現地渡航の成果にきたすた
め、下記の要件を満たし、過去に同種の実績を有するなど遂行可能性が高い委託先を選定することが必要である。
さらに、多種多様な事業領域をカバーできるバックグランドと専門用語を十分に理解していなければ本件における
ネットワーキングにおいて的確な通訳を行うことは困難であり、以下の条件をすべて満たす事業者である必要があ
る。

(１)他の公的機関での業務委託を受け、公的機関の多種多様な支援企業を支援してきた実績があること

(２)過去において公的機関等からの受託で逐次通訳を実施した実績を有するなど、ドイツ公的機関やローカル企業
とのコミュニケーションをスムーズに行うことができること。

(３)イベントの企画・運営までワンストップで受託できること。支援企業の特徴を踏まえたイベント企画を実施する必要
があるためである。

特命理由

本業務は、 地域間経済交流事業のテキサス州プログラムにおけるテキサス州内政府機関との連携支援およびハン
ズオン支援の業務委託である。

HOWORTH Internationalはテキサス州で30年間コンサル業務を行っている会社であり、日本を含む外国への輸出
について米国輸出者を援助している。

加えて、R5年度に本事業を東京都から受託していた監査法人トーマツからは、テキサス州プログラムを遂行する上
でHOWORTH Internationalの功績は大きいだけではなく、事故無く業務遂行していることを確認しているほか、東
京都からも高い評価を受けているため、業務遂行能力に問題ない。
最後に、現地情報にアクセスできない公社がHOWORTH Internationalと同じくらいの能力があるコンサル会社を見
つけることは非常に困難であるため、引き続き同社に業務を委託することが必要である。
以上のことから、R6年度に関しては、テキサス州プログラムにおいてHOWORTH Internationalに特命で業務を委託
する。

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕

No. 契約件名

No. 契約件名

3
令和６年度　地域間経済交流事業
テキサス州プログラムのハンズオン
支援業務委託



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
株式会社シュタイ
ンバイスジャパン

3,234,000

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 PASIA株式会社 7,964,000

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 LUK株式会社 2,852,014

No. 契約件名

11
令和７年度　地域間経済交流事業
ポータルサイト保守・運用業務委託

特命理由

本業務は、 地域間経済交流事業のポータルサイトの保守・運用業務を委託するものである。
地域間経済交流事業は令和元年度より東京都の直営事業として開始され、R５年度に東京都から
公社へ移管された事業である。同ポータルサイトは、R３年度に当該事業の受託事業者であった監査法
人トーマツにより開設されて以降、株式会社 LUK（以下同社）が一貫して保守・運用業務を担ってき
ている。
同ポータルサイトでは、ハンズオン支援の募集・ハンズオン支援で採択された企業の掲載・セミナーの開
催・個別相談会の募集・サポーター登録及び削除を行っており、サイトの更新は年間を通じて日常的に
発生している。特に、現地の市場に関する最新の情報・ノウハウを持ち、関係機関や提携先とのネットワ
ークを持つサポーターの登録や削除に関する更新作業においては、頻度が高く、事業運営上、更新が滞
ることも許されないため、現状では他社に切り替えることが困難であり、事業継続性を担保する観点から
引き続き同社に同ポータルサイトの保守・運用業務を委託する必要がある。
同社は、同ポータルサイトの保守・運用業務に関して、現在に至るまで堅確な履行を行ってきた実績
があることに加え、本件以外にも東京都の「高校生起業家養成プログラム」「東京都 dx 社会実装プロジ
ェクト」等のポータルサイトの制作及び保守・運用の多数の実績を持つことから業務遂行能力に問題はな
い。
以上のことから、株式会社 LUK と特命随意契約を締結する。

No. 契約件名

7
令和6年度地域間経済交流事業 イ
ンバウンド向けセミナー運営等業務
委託

特命理由

上記の点を鑑みて、委託先候補企業を調査した結果、PASIA社が上記条件を満たす唯一の事業者であり、特命随
意契約により処理する。

（１） 当社は 20 年以上に渡りインドネシア・シンガポール等に駐在経験を持つ。公社 販路・海外展開支援課(旧国
際事業課)やタイ事務所主催のセミナー(海外展開チャレンジセミナー,タイ事務所・サポートデスク連携セミナー等)
にて、経済事情に関する情報を含め日本語で提供することができる。
公社、受託事業者、顧客、登壇者間での連絡調整及び企画から運営までをシームレスに遂行するプロジェクトマ
ネージャーとして相応しい力量を有している。

（２） 同社は過去に東京都の地域間経済交流事業NRW州のインバウンド事業において、受託業者と共同でネット
ワーキングイベントとセミナーを開催し、問題なく業務を遂行した実績を有する。

（３） 同社は、過去において公社販路・海外展開支援課の海外展開支援事業について多数の受託実績があり、い
ずれも滞りなく事業を遂行してきた。よって公社の海外展開支援事業を熟知し、目的を含めた趣旨を理解している。
公社以外にも公的団体のセミナーを実施し、問題なく業務遂行した実績があるため、セミナーの実施能力は十分で
あると認められる。

No. 契約件名

6
令和６年度地域間経済交流事業
現地渡航プログラムにおける商談
プロモート業務委託

特命理由

委託先候補企業を調査した結果、上記要件を満たすのは株式会社シュタインバイスジャパンのみであり、本委託業
務の履行が可能である。

（１）マッチング等のプロモートに対応する一貫対応力
当社はドイツシュタインバイス技術移転有限責任会社の日本における全権限を有する日本法人である。支援企業の
業務内容確認からドイツローカル企業のアポイント取得までを一気通貫で管理運営するプロジェクトマネージャーと
して相応しい力量を有している。

（２）日・ドイツ間の調整力
当社及び同氏は、ドイツ現地財界人とのネットワークを保有することから、現地ビジネスに精通、商慣習に精通し、現
地ローカル企業と円滑なコミュニケーションが可能である。

（３）過去の業務実績
当社はこれまで、公的機関における実績があり、マッチングなどの海外展開支援を受託してきた実績を有する。

（４）公社支援企業のマッチングに対するコミットメント
　公社支援企業・製品は、IT、バイオ、環境などのテクノロジー系企業・製品であるが、当社はテクノロジーに関連す
る調査・マッチング業務の実績を多数有しており、公社の支援企業・製品を十分理解できる能力を有している。ま
た、当社は欧州中心に5,000名規模の専門家ネットワークを有しており、当ネットワークを活用することにより、企業数
の成約を課した中でも公社支援企業・製品に即した現地商談候補企業の確保が可能である。



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 17,963

1,189,041 0

31,668,124 17,963

33,816,346 17,963
33,547,317 17,963

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 0
当期増加額 127,231,606 17,963

31,466,802 17,963

当期減少額 113,450,847 17,963
102,105,384 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

競争契約 委託
NIHON ASSIST
SINGAPORE PTE
LTD

5,599,000

競争契約 委託
ピコ インターナ
ショナル株式会社

6,353,000

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
令和６年度加工食品等海外販路開
拓支援事業　現地支援業務委託

2

令和６年度加工食品等海外販路開
拓支援事業　「Food Japan 2024」出
展に係る装飾及び管理運営の業
務委託

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 加工食品等海外販路開拓支援事業

２　事業（施設）概要

都内の地域特産品を登録している地域特産品「認証マーク」を取得している商品を
中心に、加工食品等に特化した海外販路開拓のハンズオン支援を実施する（５社）。
ビジネスプランの策定支援や市場調査支援に加え、年１回程度海外展示会に出展
し、現地の企業や専門商社等とのマッチングを行う。出展にあたっては、展示会での
マッチングのサポートを行い効率的な販路開拓を支援する。



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
NIHON ASSIST
SINGAPORE PTE
LTD

5,599,000

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
ピコ インターナ
ショナル株式会社

6,353,000

Food Japanには東京都産業労働局農林水産部（以下「都農林」とする）と共同で合計8ブースの「TOKYO パビリオ
ン」として出展し、6ブースを公社が、2ブースを都農林がそれぞれ確保する予定である。パビリオン設置に際しデザ
インの統一性と施工の安全性（特に統一デザインの上での柱や上部構造物の施工に関して）を確保するためには
都農林が発注する施工業者と同一業者を指定する必要がある。
　本委託事業者ピコ社のシンガポール関連法人である「Pico Art International Pte ltd」はFood Japanの事務局指定
設営業者となっており、ブースの基本構造や施工における留意点、安全性の管理等を熟知し、展示会主催者との
連携実績がある。

都農林は既に発注を行っていることから、共同パビリオンを設営する本件の特殊性から、デザインの統一性や施工
の安全性を鑑み、本件を対応できるのは都農林が発注しているピコ社のみしかなく特命で依頼する。

特命理由

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

1
令和６年度加工食品等海外販路開
拓支援事業　現地支援業務委託

特命理由

委託候補企業を調査した結果、上記要件を満たすのは、NIHON ASSIST SINGAPORE PTE LTDのみが本委託の
履行が可能である。

（１）同社は日系企業の東南アジアと中華圏への進出と販路拡大を支援しており、シンガポールおける商慣習や経
済事情に精通している。特にシンガポールにおける日本食材関連企業のマッチング・商品PRの第一人者として評
価が高く、現地専門家として食ビジネスに関する現地情報や現地ディストリビューター等の商談アレンジを日本語で
提供することができる。

（２）JETRO Singaporeサービス産業リテイナー、中小機構国際化支援アドバイザー、ひょうご国際ビジネスサポート
デスク等に就任しており、公的機関での業務に精通している。
　また、同社は、地方自治体等からシンガポールで開催される展示会のプロジェクトマネージャーとして商談会運
営・管理を手掛けた実績を有すなど、現地語による商談アレンジから当日の商談における同時通訳を一気通貫で
管理運営するプロジェクトマネージャーとして相応しい力量を有している。

No. 契約件名

2

令和６年度加工食品等海外販路開
拓支援事業　「Food Japan 2024」出
展に係る装飾及び管理運営の業
務委託



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 115,553

1,189,041 0

31,668,124 108,608

33,816,346 115,553
33,547,317 115,553

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 1,083

88,324,625 0

当期増加額 127,231,606 109,691

31,466,802 109,691

当期減少額 113,450,847 108,608

102,105,384 1,083

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 中小企業のグローバル化に向けた組織構築支援事業

２　事業（施設）概要
中小企業が国際市場に対応するために必要なグローバル組織の構築にむけて、セミナ
ーや講座、専門家によるサポート等を通じて総合的に支援する。



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特命理由

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

特命理由

No. 契約件名



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 215,376

1,189,041 0

31,668,124 215,376

33,816,346 215,376
33,547,317 215,376

うち人件費 3,375,174 10,600
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 -1,460

88,324,625 17,919

当期増加額 127,231,606 199,367

31,466,802 199,367

当期減少額 113,450,847 213,268

102,105,384 4,018

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

競争契約 委託
B&Company株式
会社

13,140,100

競争契約 委託
株式会社インドネ
シア総合研究所

9,597,500

競争契約 委託
東洋ビジネスグ
ループ株式会社

24,744,005

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
「令和7年度 Tokyo SME サポート
デスク ベトナム」設置・運営業務委
託

2
「令和7年度Tokyo SMEサポートデ
スクインドネシア」設置・運営業務委
託

3
令和7年度 「日タイ食ビジネス支
援」運営業務委託

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 ASEAN展開サポート事業

２　事業（施設）概要
タイ王国バンコクの拠点から、都内中小企業の経営相談等を行うほか、ビジネスマッチング
や商談によって企業の海外展開のサポートを実施する。また、インドネシア、ベトナムのサ
ポートデスクにおいても、現地での企業活動の支援を行う。



（様式１－１）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特命理由

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

特命理由

No. 契約件名



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 56,400

1,189,041 0

31,668,124 56,400

33,816,346 56,400
33,547,317 56,400

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 0

当期増加額 127,231,606 20,620

31,466,802 20,620

当期減少額 113,450,847 20,620

102,105,384 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 海外企業とのイノベーション創出支援事業

２　事業（施設）概要

都内中小企業向けに、東京に進出した外資系企業等との連携によるイノベーション
創出のための支援を行う。また、多様な連携先の確保に向け、ＡＳＥＡＮを中心とす
る海外企業などに向けて、東京進出に関する情報提供や相談体制の整備、定着支援な
どを実施する。



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

※　記載事項を満たせば任意様式の使用可

特命理由

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

特命理由

No. 契約件名



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 319,474

1,189,041 0

31,668,124 319,474

33,816,346 321,913
33,547,317 307,869

うち人件費 3,375,174 14,044
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 -2,438
24,595 -61

88,324,625 259

当期増加額 127,231,606 58,835

31,466,802 58,835

当期減少額 113,450,847 58,895

102,105,384 198

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 中小企業技術活性化支援事業

２　事業（施設）概要
中小企業の技術開発力の向上を促進するとともに、新たな事業分野の開拓及び都市型産
業の育成を図る。



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特命理由

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

特命理由

No. 契約件名



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 719,827

1,189,041 0

31,668,124 719,827

33,816,346 719,827
33,547,317 719,827

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 0

当期増加額 127,231,606 48,043

31,466,802 48,043

当期減少額 113,450,847 48,043

102,105,384 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 委託
株式会社日本経
済社

968,000

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
（特）令和６年度TOKYO戦略的イノ
ベーション促進事業における日経
ビジネス電子版広告掲載について

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 ＴＯＫＹＯ戦略的イノベーション促進事業

２　事業（施設）概要
次世代産業の創出に向けて高いポテンシャルを有する中小企業を核とした連携体の
構築を促し、集中的に支援することで、その技術力を最大限に活かし、今後の都内産
業を牽引するような技術・製品の開発を促進する。



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特命理由

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

特命理由

No. 契約件名



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 52,085

1,189,041 0

31,668,124 52,085

33,816,346 52,085
33,547,317 52,085

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 0

当期増加額 127,231,606 6,405

31,466,802 6,405

当期減少額 113,450,847 6,405

102,105,384 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 ＴＯＫＹＯ地域資源等活用推進事業

２　事業（施設）概要
地域経済の活性化に向け、中小企業等による東京の魅力ある「地域資源」（鉱工業、
農林水産物）を活用した新製品・新サービスの開発を支援するとともに、東京の課題
解決につながる取組を支援する。



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特命理由

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

特命理由

No. 契約件名



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 23,460

1,189,041 0

31,668,124 23,460

33,816,346 23,460
33,547,317 23,460

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 0

当期増加額 127,231,606 18,845

31,466,802 18,845

当期減少額 113,450,847 18,845

102,105,384 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 ＴＯＫＹＯ地域資源等を活用したイノベーション創出事業

２　事業（施設）概要

新型コロナウイルス感染症及び近年の国際情勢等の影響を受けて厳しい状況に
ある地域経済の活性化に向け、中小企業等による東京の魅力ある「地域資源」
（鉱工業、農林水産物）を活用した新製品・新サービスの開発又は東京の課題解
決につながる取組に要する経費の一部を助成し、ハンズオン支援や必要な専
門家の活用により、採択後の事業運営の下支えを行い事業計画の目標達成や効果
の最大化につなげる。



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特命理由

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

特命理由

No. 契約件名



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 126,713

1,189,041 0

31,668,124 126,713

33,816,346 126,713
33,547,317 126,713

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 -60

88,324,625 60

当期増加額 127,231,606 625

31,466,802 625

当期減少額 113,450,847 685

102,105,384 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 先進的防災技術実用化支援事業

２　事業（施設）概要

自然災害、事故災害及びその他の災害の一部を対象として、都内中小企業等が開発
した都市の防災力を高める優れた技術・試作品の改良・実用化に要する経費、及び実
用化した製品のユーザーへの導入、展示会への出展、広告の掲載等に要する経費の一
部を助成することにより、都市防災力の向上を図る



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特命理由

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

特命理由

No. 契約件名



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 138,501

1,189,041 0

31,668,124 138,501

33,816,346 138,501
33,547,317 138,501

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 0

当期増加額 127,231,606 54,659

31,466,802 54,659

当期減少額 113,450,847 54,659

102,105,384 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

競争契約 委託
株式会社日広通
信社

18,247,680

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
危機管理産業展2025出展に係る
業務委託

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 安全・安心な東京の実現に向けた製品開発支援事業

２　事業（施設）概要

自然災害の激甚化・頻発化をはじめ、高度化・巧妙化するサイバー攻撃や各地で発
生する無差別犯罪・事故など多様な危機への対処が急務となるなか、都内中小企業等
による優れた製品や技術の開発・改良・実用化を促す支援施策を展開し、高い安全性
と利便性が両立する東京の実現と産業の活性化を実現する。



（様式１－１）



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 30,511

1,189,041 0

31,668,124 30,511

33,816,346 30,511
33,547,317 27,088

うち人件費 3,375,174 3,424
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 0

当期増加額 127,231,606 10,511

31,466,802 10,511

当期減少額 113,450,847 10,511

102,105,384 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 女性活躍のためのフェムテック開発支援・普及促進事業

２　事業（施設）概要

フェムテック（＝女性のライフステージにおける様々な課題を解決できる製品やサ
ービス）の技術開発・普及促進を後押しするべく、都内中小企業等が、女性の健康課
題を解決するための技術に関する新製品の開発・改良及び普及を行うために要する経
費の一部を助成する。



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特命理由

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

特命理由

No. 契約件名



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 25,767

1,189,041 0

31,668,124 25,767

33,816,346 25,767
33,547,317 25,767

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 -93

88,324,625 619

当期増加額 127,231,606 6,224

31,466,802 6,224

当期減少額 113,450,847 6,317

102,105,384 526

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 高齢者向け新ビジネス創出支援事業

２　事業（施設）概要
都が設定する高齢者のニーズに即したビジネステーマに沿った製品・サービスを対
象に、高い新規性・優秀性が認められるものを選定し、新しい事業展開に要する経費
の一部を助成する。



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特命理由

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

特命理由

No. 契約件名



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 11,840

1,189,041 0

31,668,124 11,840

33,816,346 11,840
33,547,317 4,977

うち人件費 3,375,174 6,863
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 0

当期増加額 127,231,606 11,807

31,466,802 11,807

当期減少額 113,450,847 11,807

102,105,384 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 高齢者向け製品・サービスの販路開拓支援事業

２　事業（施設）概要
高齢者を主な顧客のターゲットとして健康や趣味、社会活動などに関連する製
品やサービスの販路拡大に取り組む都内中小企業を支援する。



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特命理由

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

特命理由

No. 契約件名



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 9,896

1,189,041 0

31,668,124 9,896

33,816,346 9,896
33,547,317 6,563

うち人件費 3,375,174 3,333
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 0

当期増加額 127,231,606 9,896

31,466,802 9,896

当期減少額 113,450,847 9,896

102,105,384 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 介護現場のニーズに対応した製品開発支援事業

２　事業（施設）概要
介護従事者のニーズに応えるとともに中小企業の成長を促進するべく、介護事業者
のニーズと中小企業の技術力を結び付け、次世代介護機器の開発に要する経費の一部
を助成する。



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特命理由

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

特命理由

No. 契約件名



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 144,312

1,189,041 0

31,668,124 144,312

33,816,346 144,312
33,547,317 144,312

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 0

当期増加額 127,231,606 9,742

31,466,802 9,742

当期減少額 113,450,847 9,742

102,105,384 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 市場開拓助成事業

２　事業（施設）概要
都及び公社の評価若しくは支援を受けて自ら開発、又は成長産業分野に属する自社
の製品等の販路を開拓するため、展示会等への出展に要する経費の一部を助成する。



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特命理由

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

特命理由

No. 契約件名



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 449,497

1,189,041 0

31,668,124 449,497

33,816,346 449,497
33,547,317 408,365

うち人件費 3,375,174 41,132
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 0

当期増加額 127,231,606 55,506

31,466,802 55,506

当期減少額 113,450,847 55,506

102,105,384 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 目指せ！中小企業経営力強化アドバンス事業

２　事業（施設）概要
将来に向けて経営基盤の強化に取り組む都内中小企業者や、経済動向の変化によるコス
ト高騰等の新たな課題に直面する都内中小企業者に対し、販路拡大及び経営基盤の更な
る強化を図るために行う国内外の展示会等への出展等に要する経費の一部を助成する。



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特命理由

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

特命理由

No. 契約件名



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 28,518

1,189,041 0

31,668,124 28,518

33,816,346 28,518
33,547,317 21,651

うち人件費 3,375,174 6,868
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 0

当期増加額 127,231,606 9,604

31,466,802 9,604

当期減少額 113,450,847 9,604

102,105,384 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 障害者向け製品等の販路開拓支援事業

２　事業（施設）概要
パラスポーツ関連製品や障害者・高齢者向け製品等の製造・販売に取り組む都内の中小
企業等に対し、展示会への出展等に要する経費の一部を助成する。



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特命理由

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

特命理由

No. 契約件名



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 11,332,204

1,189,041 0

31,668,124 11,332,204

33,816,346 11,332,204
33,547,317 11,332,204

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 0
当期増加額 127,231,606 121,042

31,466,802 121,042

当期減少額 113,450,847 121,042
102,105,384 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

競争契約 委託 株式会社アルファゾーン 4,817,780

競争契約 委託
株式会社ビー・ア
ンド・ディー

4,554,000

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
躍進的な事業推進のための設備
投資支援事業に係る記事広告の
掲載

2
躍進的な事業推進のための設備
投資支援事業に係るウェブ広告の
掲載

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 躍進的な事業推進のための設備投資支援事業

２　事業（施設）概要
先端技術を活用して活力ある持続的発展を目指す都内中小企業者等が、更なる生産
性と付加価値の向上、新たなビジネス展開やイノベーションの創出を目指す際に必要
となる機械設備等の購入経費の一部を助成する。



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 226,210

1,189,041 0

31,668,124 226,210

33,816,346 226,210
33,547,317 226,210

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 -59

88,324,625 173

当期増加額 127,231,606 13,911

31,466,802 13,911

当期減少額 113,450,847 13,971

102,105,384 114

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 中小企業における危機管理対策促進事業

２　事業（施設）概要
中小企業における様々なリスクに対応するための設備・機器等の設置等に要する経
費を支援する（助成率１／２以内（ＢＣＰのみ小規模企業２／３以内）、助成限度額
1,500万円（ＢＣＰのうち基幹システムのクラウド化は450万円））。



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 17,669

1,189,041 0

31,668,124 17,669

33,816,346 17,669
33,547,317 14,332

うち人件費 3,375,174 3,337
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 -3,498

88,324,625 13,699

当期増加額 127,231,606 13,480

31,466,802 13,480

当期減少額 113,450,847 16,978

102,105,384 10,201

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 委託
富士フイルムビジ
ネスイノベーション
株式会社

2,492,424

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
テナントビル等安全対策強化支援
事業に係る電子申請システムの運
用業務委託

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 テナントビル等安全対策強化支援事業

２　事業（施設）概要
都内中小企業者に対し、火災の初期対応を着実に実施するための高性能な消火器の導
入に係る経費の一部を助成する。



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特命理由

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

特命理由

No. 契約件名



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 164,898

1,189,041 0

31,668,124 164,898

33,816,346 164,898
33,547,317 164,267

うち人件費 3,375,174 631
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 0

当期増加額 127,231,606 15,303

31,466,802 15,303

当期減少額 113,450,847 15,303

102,105,384 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 商店街起業・承継支援事業

２　事業（施設）概要
都内商店街の活性化を図るため、商店街において新規開業又は事業承継等する中小
企業者が店舗新装・改装、備品購入等を行う際に要する経費の一部を助成する



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特命理由

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

特命理由

No. 契約件名



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 159,383

1,189,041 0

31,668,124 155,906

33,816,346 159,383
33,547,317 155,945

うち人件費 3,375,174 3,437
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 -3,585

88,324,625 37,230

当期増加額 127,231,606 76,302

31,466,802 76,302

当期減少額 113,450,847 79,886

102,105,384 33,645

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

競争契約 委託
協立広告株式会
社

2,420,000

競争契約 委託
株式会社ビーアン
ドディー

3,397,900

競争契約 委託 株式会社文協 9,570,000

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1

令和６年度「若手・女性リーダー応
援プログラム助成事業」、「商店街
起業・承継支援事業」における
WEB広告の業務委託

2

令和７年度「若手・女性リーダー応
援プログラム助成事業」、「商店街
起業・承継支援事業」における
WEB 広告の業務委託

3
令和７年度 東京都チャレンジショッ
プ「創の実」自由が丘・吉祥寺の沿
線交通広告の委託

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 若手・女性リーダー応援プログラム

２　事業（施設）概要
若手・女性の起業家が、販売経験を積めるチャレンジショップを自由が丘と吉祥寺で運営
するとともに、都内商店街の活性化を図るため、商店街において新規開業する女性や若手
男性を対象に、店舗新装・改装、備品購入等を行う際に要する経費の一部を助成する



（様式１－１）

競争契約 委託
株式会社ミームプ
ランニング

18,678,000

特定契約 委託 株式会社　文協 561,000

特定契約 委託 株式会社　文協 770,000

特定契約 委託
株式会社サンケイ
リビング新聞社

935,000

件数 金額

令和６年度 東京都チャレンジショッ
プ「創の実」 吉祥寺 電飾看板広告
貼り換えの実施

6
令和６年度東京都チャレンジショッ
プ「創の実」 吉祥寺・自由が丘 駅
看板広告貼り換えの実施

7
東京都チャレンジショップ「創の実」
吉祥寺における地域情報誌への広
告掲載業務委託

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

4
令和７年度 東京都チャレンジショッ
プ「創の実」自由が丘及び吉祥寺
における出店者支援業務委託

5



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特命理由

特命理由

No. 契約件名

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 189,593

1,189,041 0

31,668,124 189,593

33,816,346 189,593
33,547,317 189,593

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 0
当期増加額 127,231,606 39,220

31,466,802 39,220

当期減少額 113,450,847 39,220
102,105,384 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 委託
株式会社エイ
ジェック

28,921,200

競争契約 委託
株式会社エイ
ジェック

153,160,282

件数 金額

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
株式会社エイ
ジェック

28,921,200

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

1

「中小企業デジタルツール導入促
進支援事業」及び「中小企業デジ
タルツール導入促進緊急支援事
業」の令和６年度採択企業に係る
事務処理業務等委託（複数単価契
約）

特命理由
中小企業デジタルツール導入促進支援事業（以下、「本事業」という）は、都内中小企業者等に対し、デジタルツー
ルの新たな導入にかかる経費の一部を助成することにより、事業活動のデジタル化の促進を図り、継続的な成長・
発展を支援することを目的とした事業である。
本事業は令和4年度に事業を開始し、これまでに1,133件の申請を受け、782件を採択、支援している（R6.12現
在）。
本事業は、東京都と締結する出えん契約に基づいて実施しており、今年度の採択者へは、通常は採択者の実績
報告を経て次年度に助成金を支払う。
また、採択者は、ウェブシステム（マイページ等）を使用して実績報告や変更届等を行っており、今後の実績報告や
変更届等についても、当該システムを用いた方法を取るよう採択者へ案内している。
そのため、本事業運営にあたっては、①実績報告事務処理等を正確かつ確実に行うためには、既採択者の申請
情報や変更情報のほか、今年度内にあった個別のやり取りや進捗を漏れなく把握し、採択者の申請情報、変更情
報等を有し、正確かつ確実に今後の対応が行えること。
②採択者の今後の事務処理において現行の管理システムを継続して利用することで、採択者の安全かつ混乱なく
事業を行えること。が不可欠である。
株式会社エイジェック（東京都入札参加資格「135：業務支援」において格付Aを保有）については、令和５年度受
託時の委託業務履行状況は良好であり、履行能力も十分に認められるとともに、令和７年４月１日から切れ目なく円
滑に事業を行うことができる唯一の事業者である。
以上から、本事業の業務委託については同社との特定契約により実施する。

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1

「中小企業デジタルツール導入促
進支援事業」及び「中小企業デジ
タルツール導入促進緊急支援事
業」の令和６年度採択企業に係る
事務処理業務等委託（複数単価契
約）

2
「中小企業デジタルツール導入促
進支援事業」に係る事務処理業務
等委託（複数単価契約)

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 中小企業デジタルツール導入促進支援事業

２　事業（施設）概要
都内中小企業者等に対し、デジタルツールの新たな導入にかかる経費の一部を助成する
ことにより、事業活動のデジタル化の促進を図り、継続的な成長・発展を支援する。



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 14,494

1,189,041 0

31,668,124 14,494

33,816,346 13,591
33,547,317 13,591

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 903

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 903
24,595 0

88,324,625 0

当期増加額 127,231,606 0

31,466,802 0

当期減少額 113,450,847 0

102,105,384 0資産（期末残高）

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 デジタルツール導入促進緊急支援事業

２　事業（施設）概要

「２０２４年問題」で人手不足が一層深刻化し、売上減少等の様々な影響が生じる
ことが想定される都内の運輸業や建設業の中小企業が、継続的に成長・発展するべく
デジタル化による業務効率化を行うにあたって、デジタルツールを導入に要する経費
の一部を助成する。



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 71,345

1,189,041 0

31,668,124 71,345

33,816,346 71,345
33,547,317 71,310

うち人件費 3,375,174 35
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 -34

88,324,625 294

当期増加額 127,231,606 71,311

31,466,802 71,311

当期減少額 113,450,847 71,345

102,105,384 259

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 飲食事業者の業態転換支援事業

２　事業（施設）概要
新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う都民の外出自粛要請等に伴い、大きく売り
上げが落ち込んでいる都内飲食事業者が、新たに宅配やテイクアウトサービス等を開
始する際の初期費用の一部を助成する



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特命理由

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

特命理由

No. 契約件名



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 41,324

1,189,041 0

31,668,124 41,324

33,816,346 41,324
33,547,317 41,324

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 -1,094

88,324,625 73,147

当期増加額 127,231,606 40,230

31,466,802 40,230

当期減少額 113,450,847 41,324

102,105,384 72,053

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 委託 株式会社セラク 1,049,598

特定契約 委託 株式会社セラク 1,138,500

特定契約 委託
株式会社レンタル
バスターズ

973,951

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
センタープレイスビルにおける通信
ネットワークの回線利用

2
センタープレイスビル通信ネット
ワーク保守業務に係る契約締結

3
センタープレイスビルにおける什器
備品レンタル

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 中小企業等による感染症対策助成事業

２　事業（施設）概要

新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図りながら経済活動を進めていくため、新しい生
活スタイルの実践と３密回避を前提としたビジネスモデルへの転換を目的として、業界団体
の作成した感染拡大防止ガイドライン等に沿った都内中小企業等の備品購入、内装・設備
工事及び都内中小企業等３社以上のグループによる消耗品の共同購入、会員に飲食店を
含む中小企業団体等による指定された消耗品の共同購入等に係る経費の一部を助成す
る



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特命理由

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

特命理由

No. 契約件名



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 449,674

1,189,041 0

31,668,124 449,674

33,816,346 449,674
33,547,317 449,674

うち人件費 3,375,174 6,254
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 1,549
4,440 1,549

0 0
83,604 0
24,595 -2,374

88,324,625 4,110

当期増加額 127,231,606 98,214

31,466,802 98,214

当期減少額 113,450,847 100,587

102,105,384 1,734

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 事業復活支援金等受給者向け緊急支援事業

２　事業（施設）概要

新型コロナウイルス感染症の影響が長期化するなか、緊急事態宣言や外出自粛
等の影響により、売上の減少等の課題に直面し、一時支援金（国）、月次支援金
（国）、月次支援給付金（都）又は事業復活支援金（国）を受給した中小企業者
を対象に、課題解決のための新たな販路開拓や新事業への展開等を支援した。



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 1,114,926

1,189,041 0

31,668,124 1,114,926

33,816,346 1,114,926
33,547,317 1,083,433

うち人件費 3,375,174 31,493
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 1,830
4,440 1,830

0 0
83,604 0
24,595 -3,173

88,324,625 5,059

当期増加額 127,231,606 199,859

31,466,802 199,859

当期減少額 113,450,847 203,032

102,105,384 1,886

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

競争契約 委託
株式会社レンタル
バスターズ

2,433,200

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1 カラー複合機の借入

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 飲食事業者向け経営基盤強化支援事業

２　事業（施設）概要
飲食事業者に対し、休業後、速やかに事業の本格稼働を再開させ、収益の柱として
機能させていくための各種支援を実施する



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特命理由

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

特命理由

No. 契約件名



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 187,221

1,189,041 0

31,668,124 187,221

33,816,346 187,221
33,547,317 173,656

うち人件費 3,375,174 13,564
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 224
4,440 224

0 0
83,604 0
24,595 -297

88,324,625 297

当期増加額 127,231,606 106,784

31,466,802 106,784

当期減少額 113,450,847 107,080

102,105,384 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 委託
パーソルビジネス
プロセスデザイン
株式会社

6,780,400

件数 金額

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
パーソルビジネス
プロセスデザイン
株式会社

6,780,400

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

1

令和7年度原油価格高騰等対策支
援事業、製造現場における原油価
格高騰等緊急対策事業、及び原油
価格高騰等に伴う経営基盤安定化
緊急対策事業に係る事務処理業務
及びシステム保守運用業務委託

特命理由

原油３事業は、原油価格高騰等の影響を受ける中小企業の取組みを支援するため、令和４年３月に募集を開始し、
619件について助成金の交付決定を行っている。
本事業を行うにあたり東京都と出えん契約を締結しており、専門家派遣の申込から助成金の支払いまで複数年度を
跨ぐこととなる。そのため、申し込みを行った事業者は引き続き、令和７年度以降も完了報告、助成金の請求を行うこ
ととなる。
そのため、事業者への支援が令和７年４月１日からも切れ目なく継続して行えるよう、円滑な管理体制の確保及び事
業運営の統一性を確保する観点から、パーソルビジネスプロセスデザイン株式会社と特定契約を締結することが妥
当である。

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1

令和7年度原油価格高騰等対策支
援事業、製造現場における原油価
格高騰等緊急対策事業、及び原油
価格高騰等に伴う経営基盤安定化
緊急対策事業に係る事務処理業務
及びシステム保守運用業務委託

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 原油価格高騰等対策支援事業

２　事業（施設）概要
原油価格の高騰等により経営に影響を受けている都内中小企業者に対し、専門家による助
言等の支援を実施し、当該支援を受けた事業者を対象に、省エネルギー機器やコスト削減
に資するシステム導入等に要する経費の一部を助成する。



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 90,352

1,189,041 0

31,668,124 90,352

33,816,346 90,352
33,547,317 86,978

うち人件費 3,375,174 3,373
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 96
4,440 96

0 0
83,604 0
24,595 -127

88,324,625 127

当期増加額 127,231,606 40,054

31,466,802 40,054

当期減少額 113,450,847 40,181

102,105,384 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 委託
パーソルビジネス
プロセスデザイン
株式会社

6,780,400

件数 金額

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
パーソルビジネス
プロセスデザイン
株式会社

6,780,400

特命理由

原油３事業は、原油価格高騰等の影響を受ける中小企業の取組みを支援するため、令和４年３月に募集を開始し、
619件について助成金の交付決定を行っている。
本事業を行うにあたり東京都と出えん契約を締結しており、専門家派遣の申込から助成金の支払いまで複数年度を
跨ぐこととなる。そのため、申し込みを行った事業者は引き続き、令和７年度以降も完了報告、助成金の請求を行うこ
ととなる。
そのため、事業者への支援が令和７年４月１日からも切れ目なく継続して行えるよう、円滑な管理体制の確保及び事
業運営の統一性を確保する観点から、パーソルビジネスプロセスデザイン株式会社と特定契約を締結することが妥
当である。

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

1

令和7年度原油価格高騰等対策支
援事業、製造現場における原油価
格高騰等緊急対策事業、及び原油
価格高騰等に伴う経営基盤安定化
緊急対策事業に係る事務処理業務
及びシステム保守運用業務委託

非公表案件
〇個人情報を含む案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1

令和7年度原油価格高騰等対策支
援事業、製造現場における原油価
格高騰等緊急対策事業、及び原油
価格高騰等に伴う経営基盤安定化
緊急対策事業に係る事務処理業務
及びシステム保守運用業務委託

〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

経常費用

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

経常外収益
経常外費用

事業費

管理費

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 製造現場における原油価格高騰等緊急対策事業

２　事業（施設）概要
原油価格の高騰等により業績悪化などの大きな影響を受けている都内中小製造事業者に
対し、専門家による助言等の支援を実施し、当該支援を受けた事業者を対象に、固定費削
減に資する設備等の導入に要する経費の一部を助成する。

３　収支状況（単位：千円）

うち 都からの補助金等



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 893,899

1,189,041 0

31,668,124 893,899

33,816,346 893,899
33,547,317 893,899

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 0

当期増加額 127,231,606 55,301

31,466,802 55,301

当期減少額 113,450,847 55,301

102,105,384 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 委託
パーソルビジネス
プロセスデザイン
株式会社

6,780,400

件数 金額

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
パーソルビジネス
プロセスデザイン
株式会社

6,780,400

特命理由

原油３事業は、原油価格高騰等の影響を受ける中小企業の取組みを支援するため、令和４年３月に募集を開始し、
619件について助成金の交付決定を行っている。
本事業を行うにあたり東京都と出えん契約を締結しており、専門家派遣の申込から助成金の支払いまで複数年度を
跨ぐこととなる。そのため、申し込みを行った事業者は引き続き、令和７年度以降も完了報告、助成金の請求を行うこ
ととなる。
そのため、事業者への支援が令和７年４月１日からも切れ目なく継続して行えるよう、円滑な管理体制の確保及び事
業運営の統一性を確保する観点から、パーソルビジネスプロセスデザイン株式会社と特定契約を締結することが妥
当である。

1

令和7年度原油価格高騰等対策支
援事業、製造現場における原油価
格高騰等緊急対策事業、及び原油
価格高騰等に伴う経営基盤安定化
緊急対策事業に係る事務処理業務
及びシステム保守運用業務委託

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1

令和7年度原油価格高騰等対策支
援事業、製造現場における原油価
格高騰等緊急対策事業、及び原油
価格高騰等に伴う経営基盤安定化
緊急対策事業に係る事務処理業務
及びシステム保守運用業務委託

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 原油価格高騰等に伴う経営基盤安定化緊急対策事業

２　事業（施設）概要

原油価格の高騰等により業績悪化などの大きな影響を受けている都内中小企業者に対し、
専門家による助言等の支援を実施し、当該支援を受けた事業者を対象に、経営基盤安定
化を図るための省エネルギー化や固定費削減に資する設備等の導入に要する経費を助成
する。



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 510,127

1,189,041 0

31,668,124 510,127

33,816,346 510,127
33,547,317 510,127

うち人件費 3,375,174 6,738
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 341
4,440 341

0 0
83,604 0
24,595 -437

88,324,625 434

当期増加額 127,231,606 115,092

31,466,802 115,092

当期減少額 113,450,847 115,528

102,105,384 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 原油価格高騰等に伴う緊急販路開拓支援事業

２　事業（施設）概要
原油価格高騰等の影響により売上が減少した中小企業者を対象に、課題解決の
ための新たな販路開拓に要する経費の一部を助成した。



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 1,160,593

1,189,041 0

31,668,124 1,160,593

33,816,346 1,160,593
33,547,317 1,160,593

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 0

当期増加額 127,231,606 1,160,593

31,466,802 1,160,593

当期減少額 113,450,847 1,160,593
102,105,384 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 委託 アデコ株式会社 149,325,589

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
第３回 中小企業特別高圧電力・工
業用ＬＰガス価格高騰緊急対策事
業支援金申請受付等業務委託

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 中小企業特別高圧電力・工業用LPガス価格高騰緊急対策事業

２　事業（施設）概要
特別高圧電力や工業用ＬＰガスの価格高騰の影響を受ける中小企業等の負担を軽減
するため、支援金を支給する。



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 アデコ株式会社 149,325,589

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

1
第３回 中小企業特別高圧電力・工
業用ＬＰガス価格高騰緊急対策事
業支援金申請受付等業務委託

特命理由
本事業は、エネルギー価格高騰の影響を受けている、特別高圧電力・工業用LPガスを利用して事業を行う中小企
業等に対し支援金を交付し、負担の軽減を図ることを目的とするものであり、令和5年８月１日から同年１２月２５日
まで受付を行った第１回事業、令和６年２月９日から同年５月３１日まで受付を行った第２回事業と同内容にて実施
するものである。
本事業では申請者の利便性向上（ワンストップ、申請手続きの簡便性等）及び事業の効率的な運営を図るため、
制度や支援金手続き等の問合せ対応やシステム利用のサポートから、申請受付・受付データ処理・審査（書類不
備解消のための申請者との複数のやり取りを含む。）・支援金支出に至るまで包括的に外部委託して実施してお
り、アデコ株式会社は過去２回の事業における委託先である。
第２回事業終了後も中小企業者やテナントの声を受けた建物管理事業者から問い合わせを受ける等、強く待ち望
まれた支援策であり、エネルギー価格の高騰の影響から経済的困窮に立たされ企業の存続に不安を抱える中小
企業者等に対し、迅速な支援金の交付が求められている。
そのためにも、東京都及び公社の予算成立より速やかに事務局を立上げ、直ちに中小企業者の問合せ対応を開
始するとともに、委託開始から受付開始までに申請者が簡便に入力できる電子申請フォームをシステム設計・開
発・実装し、安定稼働させる必要がある。
緊急的な支援策である本事業は、GビズIDの取得に時間を要するJグランツを活用した電子申請には馴染まないこ
とから、過去２回の事業では独自のシステムを構築して対応している。本事業でも申請手続き効率化の観点から、
情報入力を一度きりとするワンスオンリーを実現させる必要があるが、第２回事業においては第１回事業の申請情
報を活用して最大限入力を省力化できる仕組みを内蔵し、改良したシステムを構築して運用した経緯がある。
加えて、対象事業所の用途や契約形態が様々である中、助成金の申請に不慣れな申請者が多い本事業では、第
１回事業の申請実績のある事業者であっても第２回事業にて添付書類の不備不足が見られるケースも少なくな
かった。そのため、本事業の実施には、第１回、第２回事業の審査時確認内容や、やり取りの記録の確認を円滑に
行うことが求められる。そのためにも、申請者の基礎情報のみならず、過去２回の申請情報との結び付けも不可欠
である。
以上のようなシステムの構築には、通常は早くても3.5か月を要する（第1回、第2回事業の立上げ実績から算出）
が、本事業ではこれを1.5カ月という非常に短期間で構築しなければならない。
また、本事業は、交付所数が6,600所超と、通常の助成金に比べて大規模な実施を予定している。本事業の支援
対象は、令和5～6年度に実施した第1回、第2回事業と同一であることから、同支援金を受給した中小企業者等の
大部分が再度申請を行うと想定されるが、過去の実績からも申請受付開始早期に申請が集中することが見込まれ
ている（第２回事業は５割超が受付開始30日以内に申請されている）。そのためにも本事業の委託先には受付開
始直後から大量の申請受付を処理し、均質かつ適正な審査を行えるスキルとノウハウを体系的に確立させている
ことが重要である。
本事業の委託に当たり、東京都の競争入札参加資格が営業種目：135 事務支援、格付けＡの登録事業者であっ
ても以上の条件を実現するのは困難であり、過去の２事業を受託した際のノウハウやスキルを活用し独自システム



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特命理由

No. 契約件名



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 62,761

1,189,041 0

31,668,124 60,701

33,816,346 62,761
33,547,317 62,761

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 0

当期増加額 127,231,606 38,460

31,466,802 38,460

当期減少額 113,450,847 38,460

102,105,384 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

競争契約 委託

デロイト トーマツ
ファイナンシャルア
ドバイザリー合同
会社

54,890,000

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
中小企業人的資本経営支援事業
に係る人材マッチング支援の業務
委託（複数単価契約）

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 中小企業人的資本経営支援事業

２　事業（施設）概要
中長期的な企業価値の向上につなげる「人的資本経営」を推進するため、普及啓発や経
営人材の育成及び情報発信等を行うことで、企業価値の創造や競争力の向上に寄与



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 114,905

1,189,041 0

31,668,124 114,905

33,816,346 114,905
33,547,317 114,905

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 0

当期増加額 127,231,606 114,905

31,466,802 114,905

当期減少額 113,450,847 114,905

102,105,384 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 中小企業人財推進事業

２　事業（施設）概要
中小企業における人財推進に関して、人材の確保、定着及び育成について様々な角度か
ら支援し、もって中小企業の持続的な成長や価値創造を促進し、東京の産業基盤の維持
発展に寄与することを目的とする。



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 94,933

1,189,041 0

31,668,124 57,790

33,816,346 94,931
33,547,317 94,931

うち人件費 3,375,174 37,637
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 2

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 2
24,595 -1,891

88,324,625 13,405

当期増加額 127,231,606 55,899

31,466,802 55,899

当期減少額 113,450,847 57,790
102,105,384 11,514

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

競争契約 委託
株式会社日本環
境ビルテック

47,490,000

特定契約 委託
日本ビルコン株式
会社

3,954,500

特定契約 委託 セコム株式会社 1,264,560

特定契約 委託
株式会社星野電
業社

1,216,600

特定契約 委託
三菱電機ビルソ
リューションズ株式
会社

624,360

特定契約 委託
日本ビルコン株式
会社

4,034,800

件数 金額

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
日本ビルコン株式
会社

3,954,500

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
日本ビルコン株式
会社

4,034,800

　当会館の空調設備は、三菱重工冷熱株式会社（旧：株式会社東洋製作所 H27 年 7 月 1 日合併）で製造され
た（吸収式冷温水発生機）ものであったが、令和５年度東京都により更新工事が実施され、設備が一新された。こ
の更新工事を行った事業者が特命相手先、日本ビルコン株式会社である。
当会館は、開館して 40 年以上が経過している。これまで建物に不具合が発生した都度、改修工事を行ってき
た。その結果、東京都が提示した竣工図面に基づいた更新工事では、図面と異なる配線、配管構造となっている
箇所が多々あり、現状を確認しながら、必要に応じ計画修正・変更を施し、工事を完成させた。
その結果、更新工事を行った日本ビルコン株式会社が当会館空調設備に精通し、当該業務を受託できる唯一の
事業者となった。
引き続き保守点検を委託することで、保守点検、整備等に加え、不具合等への迅速な対応が可能であり、当館の
適切な運営を確保することができる。
また、不具合発生時においては、関連部品等の調達などメーカーでないと迅速な対応が取れない状況が発生し
た場合、数日間にわたり設備が稼働できないなど、館内利用者の熱中症による健康被害や食堂運営における衛
生管理上の問題など当館の運営に著しい支障をきたす事態を防ぐことが可能となる。

5 昇降機保守点検委託

特命理由

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

2 空調設備保守点検業務委託契約

特命理由
　当会館の空調設備は、三菱重工冷熱株式会社（旧：株式会社東洋製作所 H27 年 7 月 1 日合併）で製造され
た（吸収式冷温水発生機）ものであったが、令和５年度東京都により更新工事が実施され、設備が一新された。こ
の更新工事を行った事業者が特命相手先、日本ビルコン株式会社である。
当会館は、開館して 40 年以上が経過している。これまで建物に不具合が発生した都度、改修工事を行ってき
た。その結果、東京都が提示した竣工図面に基づいた更新工事では、図面と異なる配線、配管構造となっている
箇所が多々あり、現状を確認しながら、必要に応じ計画修正・変更を施し、工事を完成させた。
その結果、更新工事を行った日本ビルコン株式会社が当会館空調設備に精通し、当該業務を受託できる唯一の
事業者となった。
今後の保守点検を委託することで、保守点検、整備等に加え、不具合等への迅速な対応が可能となり、当館の
適切な運営を確保することができる。また、不具合発生時においては、関連部品等の調達などメーカーでないと
迅速な対応が取れない状況が発生した場合、数日間にわたり設備が稼働できないなど、館内利用者の熱中症に
よる健康被害や食堂運営における衛生管理上の問題など当館の運営に著しい支障をきたす事態を防ぐことが可
能となる。

No. 契約件名

6
R7年度 空調設備保守点検業務委
託

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

6
R7年度 空調設備保守点検業務委
託

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
令和7.8.9年度京浜島建物管理等
の業務委託に係る契約

2 空調設備保守点検業務委託契約

3 警備に係る防犯カメラ導入設置

4 設備時計の更新契約

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 企業福利厚生支援事業

２　事業（施設）概要
京浜島地区の中小企業に働く勤労者等に体育館や会議室の施設を提供。京浜島工業
団地協同組合連合会などと連携し、美術展やスポーツ大会など施設の特徴を活かした事
業を実施。



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 208,950

1,189,041 0

31,668,124 208,950

33,816,346 208,950
33,547,317 208,950

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 -43,034

88,324,625 51,019

当期増加額 127,231,606 165,916

31,466,802 165,916

当期減少額 113,450,847 208,950

102,105,384 7,985

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 委託
富士通Japan株式
会社

1,007,600

特定契約 委託
富士通Japan株式
会社

1,650,000

特定契約 委託
富士通Japan株式
会社

1,100,000

特定契約 委託
株式会社サテライ
トオフィス

6,652,800

特定契約 委託
ユーソナ―株式
会社

4,179,000

特定契約 委託
富士通Japan株式
会社

6,453,348

特定契約 委託
富士通Japan株式
会社

17,146,668

特定契約 委託
富士通Japan株式
会社

85,936,532

件数 金額

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
株式会社サテライ
トオフィス

6,652,800

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
ユーソナ―株式
会社

4,179,000

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
富士通Japan株式
会社

6,453,348

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
富士通Japan株式
会社

17,146,668

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
富士通Japan株式
会社

85,936,532

　本業務は、中小企業支援システム内にある顧客情報について、外部データベースを用いて情報の補完及び
その連携を委託するものである。
中小企業支援システムは、外部のデータベースを用いることを前提としてプログラム・構築されており、設計時か
ら同社のデータベースと紐づけることを想定し、実装された。もしも同社でない場合は、既に連携しているプログ
ラムの変更が必要となるだけでなく、登録された企業毎の固有の数値や支援件数等の取得に差異が生まれ、
過年度の実績と整合性が取れなくなってしまう。同社であれば、別途プログラムの変更をせず情報を管理でき、
かつ、これまで蓄積されたデータベースに影響を及ぼすことはない。

No. 契約件名

6
データセンター運用サービスの調
達及び委託業務に係る契約

7
ファイルサーバー運用サービスの
調達及び委託業務に係る契約

特命理由

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

4
グループウエアに付随するクラウド
サービスの調達に係る契約

特命理由
　メールの送受信履歴のログ保管及びメール一時保留機能等の各種設定やセキュリティ機能を有する機能を調
達するものであり、グループウェアのアカウントを本サービスと連携することで機能する。
本サービスは、従前から調達・利用しているグループウェアから同社のサーバーの一部を利用して構築してお
り、それらの設定変更は公社では実施する困難で、同社でなければ実施できない。そのため、本機能を有する
サービスとの連携についても、同社でなければ実施することは困難であるため

No. 契約件名

5
中小企業支援システム外部企業
データベースの調達に係る契約

2
FLCPの撤去に係る業務委託の契
約

3
トラフィック調査に係る業務委託の
契約

4
グループウエアに付随するクラウド
サービスの調達に係る契約

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

6
データセンター運用サービスの調
達及び委託業務に係る契約

7
ファイルサーバー運用サービスの
調達及び委託業務に係る契約

8
中小企業支援システムサーバ機
器及びライセンスソフト等の調達、
運用保守に係る契約

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 中小企業支援システムの管理運営事業

２　事業（施設）概要
企業情報、受発注情報、施策情報等を発信し、中小企業の情報ニーズに対応し、経営
基盤の強化を支援することを目的とする。

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益
経常外費用

特命理由
本業務は、公社職員が利用している中小企業支援システム（以下、支援システム）を継続して利用するための、
ハード及びソフトの提供及び運用保守業務を委託するもの。

支援システムは、公社の仕様に合わせて構築されたシステムであり、要件定義から設計、テスト及び評価までの
一連の工程について、同社が開発した独自の設計手法に基づき、設計及び構築された。また、中小企業支援
システムの基盤となるサーバー等については、同社のデータセンターの環境下に設置及び構築されており、各
拠点のネットワークやスイッチ等全体に影響を及ぼすものである。
本システムは同社が構築し、過年度の改修作業等についても全体に影響を及ぼさず履行した実績がある。ま
た、支援システムを他社が運用保守をおこなった場合は、全体のシステムに影響を及ぼす可能性が高いことか
ら、正常に動作する補償ができない。また旧顧客管理システムから本支援システムへの移行については、仕様
検討から試行期間に入るまでに１年以上の時間を要したことから、公社業務の遂行に重大な影響を及ぼす。安
定したインフラ基盤及びシステムの提供を受けるためには、同社から引き続きサーバー機器等を含めた環境提
供を受けることが必要である。

特命理由
　公社の基盤となる各種サーバー機器等は、現在同社からのサービス提供を受け、データセンター内に設置及
び環境が構築されており、ファイルサーバーにおいても同様である。
同社では既にファイルサーバーの安定的な提供の実績がある。本ファイルサーバーは、富士通側で提供及び
管理しており、別に調達しているネットワークとの通信や仮想サーバー等と連携していることから、他社によって
用意されたデータセンター等で管理することができない。

No. 契約件名

8
中小企業支援システムサーバ機
器及びライセンスソフト等の調達、
運用保守に係る契約

３　収支状況（単位：千円）

特命理由
　公社の基盤となる各種サーバー機器等は、現在同社からのサービス提供を受け、データセンター内に設置及
び環境が構築されている。このデータセンターは、各種公社の事業運営に必要なサーバー機器群やネットワー
ク環境を構築しているものであり、それらに併せて各拠点の回線やネットワーク機器、スイッチや端末への全て
の設定が組み上げられている。特に、同社の独自のプログラムによって構築された中小企業支援システムの
サーバーが同データセンター内に基盤として設置されており、このサーバー等は同社でしか取り扱うことができ
ず、それに伴い構築された全体のサーバー機器やネットワーク環境は他社には取り扱うことができない。

No. 契約件名

5
中小企業支援システム外部企業
データベースの調達に係る契約

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
ファイルサーバー運用サービスの
容量追加調達及び増設にかかる
業務委託に係る契約



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 3,911

1,189,041 0

31,668,124 3,911

33,816,346 3,911
33,547,317 3,911

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 0

当期増加額 127,231,606 3,911

31,466,802 3,911

当期減少額 113,450,847 3,911

102,105,384 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

競争契約 委託
株式会社CCNグ
ループ

4,334,000

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
令和７年度中小企業ウェブアン
ケートに係る調査業務委託に係る
契約

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 デジタル技術を活用した産業マーケティング事業

２　事業（施設）概要
都内中小企業の現状やニーズ等の把握・分析により、現施策のブラッシュアップや新たな
施策の検討等に活用するため、中小企業支援システム等の企業情報を活用したＷＥＢアン
ケートを実施する（年４回）



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 198,689

1,189,041 0

31,668,124 198,689

33,816,346 198,689
33,547,317 198,689

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 118
4,440 118

0 0
83,604 0
24,595 151

88,324,625 292

当期増加額 127,231,606 198,960

31,466,802 198,960

当期減少額 113,450,847 198,808

102,105,384 444

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 委託 株式会社ＪＤＮ 1,661,000

特定契約 委託 BP23者 22,770,000

特定契約 委託
株式会社産業経
済新聞社

1,100,000

令和６年度伝統工芸品の商品開
発・普及促進支援事業におけるビ
ジネスパートナーへの業務委託契
約の締結について

3

令和6年度伝統工芸品の商品開
発・普及促進支援事業の普及促進
支援事業に係る記事掲載業務委
託

資産（期末残高）
４受託等事業実施に係る契約（単位：円）〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1

令和６年度伝統工芸品の商品開
発・普及促進支援事業「東京手仕
事」プロジェクト商品開発における
ビジネスパートナー募集に係る広

2

資産（期首残高）

うち都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

経常費用

項目
収支

備考
団体計

うち都からの委託料

経常外収益
経常外費用

事業費

管理費

令和６年度非競争型受託等事業運営状況報告書〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１事業（施設）名 伝統工芸品の商品開発・普及促進支援事業

２事業（施設）概要
伝統工芸品の技術を活用しながらも、デザイナーとの連携等によって、時代にあった商品
を活溌する取組の支援や、国内外の展示会への出展や各種プロモーション等による支援
を実施する。

３収支状況（単位：千円）

うち都からの補助金等



（様式１－１）

特定契約 委託 株式会社マークス 4,167,845

特定契約 委託 株式会社47CLUB 4,099,700

特定契約 委託
メイド・イン・ジャパ
ン・プロジェクト株
式会社

6,710,000

特定契約 委託 株式会社シーズ 567,600

特定契約 委託 株式会社ＪＤＮ 1,793,000

特定契約 委託
株式会社日本百
貨店

15,119,500

特定契約 委託
メイド・イン・ジャパ
ン・プロジェクト株
式会社

1,540,000

競争契約 委託
株式会社エー・
ティー・エー

4,980,800

競争契約 委託
株式会社ブロード
テック

10,056,200

競争契約 委託
デロイトトーマツリ
スクアドバイザリー
合同会社

17,325,000

競争契約 委託
株式会社ビッグウ
イング

41,976,220

競争契約 委託 株式会社JTB 29,997,788

件数 金額
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

12

令和７年度伝統工芸品の商品開
発・普及促進支援事業「東京手仕
事」プロジェクト東京手仕事ブランド
サイトリニューアルおよび運用保守

13
令和７年度「東京手仕事」商品開発
プロジェクト市場調査業務委託（複
数単価契約）

14

令和７年度伝統工芸品の商品開
発・普及促進支援事業における商
品発表会、国内展示会及び販売催
事に係る企画立案・運営管理業務

非公表案件

令和７年度伝統工芸品の商品開
発・普及促進支援事業の普及促進
プロジェクトにおける催事販売の実
施及び運営委託

7
令和７年度「東京手仕事」プロジェ
クト普及促進ブランドサイトサーバ
運用・保守業務委託（準備契約）

8

令和７年度伝統工芸品の商品開
発・普及促進支援事業「東京手仕
事」プロジェクト商品開発における
ビジネスパートナー募集に係る広

15

令和７年度「東京手仕事」普及促進
プロジェクトにおける
「MAISON&OBJETPARISSeptembe
r2025」出展及びポップアップストア

4

令和６年度伝統工芸品の商品開
発・普及促進支援事業に係る「マー
クタイル麻布台ヒルズ」における催
事販売の実施及び運営業務委託

5

令和６年度伝統工芸品の商品開
発・普及促進支援事業における販
売催事（新宿高島屋）に係る運営
管理業務の委託

9

令和７年度「東京手仕事」普及促進
プロジェクトに係る日本百貨店にほ
んばし總本店における常設販売
コーナーの設置及び運営業務委

10
令和７年度輪島塗販売催事運営業
務の委託（THECOVERNIPPON）

11

令和７年度伝統工芸品の商品開
発・普及促進支援事業に係るキー
ビジュアルデザイン制作業務の委
託

6



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 BP23者 22,770,000

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 株式会社マークス 4,167,845

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 株式会社47CLUB 4,099,7005

令和６年度伝統工芸品の商品開
発・普及促進支援事業における販
売催事（新宿高島屋）に係る運営
管理業務の委託

特命理由

「東京手仕事」プロジェクトは、東京の伝統工芸品の職人とデザイナー等との連携により、高品質でデザイン性の高
い商品開発等を支援するとともに、新たな販路開拓、海外展開等を促進する事業として平成27年度より実施してい
る。
令和６年度の国内展示会及び販売催事に係る運営管理業務委託は、令和6年3月28日付5東中企総契第1037号
「（総）令和６年度伝統工芸品の商品開発・普及促進支援事業における国内展示会及び販売催事に係る運営管理
業務委託」により株式会社４７ＣＬＵＢに委託し、「JapanCraftbyTokyoTeshigoto」という年度を通した統一コンセプト
で販売催事を実施しているところである。今般、販路開拓支援を行う中で、歴史ある東京都伝統工芸品展の開催場
所である新宿高島屋で販売催事を開催する機会を得ることができた。国内最大手百貨店である新宿高島屋での販
売催事開催は、支援事業者のニーズが最も高く、今後の「東京手仕事」普及促進プロジェクトの事業運営における
重要な施策となりえるものであるため、今年度追加で実施することに決めたものである。
「JapanCraftbyTokyoTeshigoto」という統一コンセプトで実施する本販売催事の運営管理業務（以下、「本業務」とい
う。）は、今年度の販売催事（銀座三越、上野松坂屋）の運営管理業務を委託している株式会社４７ＣＬＵＢに委託
せざるを得ないため、本業務について同社への特命随意契約を実施するものである。

根拠規程条文：公社財務規程第68条の３第１項第４号（イ）による

4

令和６年度伝統工芸品の商品開
発・普及促進支援事業に係る「マー
クタイル麻布台ヒルズ」における催
事販売の実施及び運営業務委託

特命理由

本業務は、「東京手仕事」プロジェクト普及促進（以下、同プロジェクトという）の推進において、催事販売の実施及
び運営業務委託を委託するものである。
販売催事は、販路開拓支援の一環として、より多くの顧客の目に触れ、手に取ってもらえる機会を増やすことで商品
の認知度向上、売上の向上を図ることを目的としている。
催事実施場所は、主なターゲット層である高所得の40～60代の女性、または、インバウント旅行者に手に取ってもら
いやすい場所であることに加え、購買意欲を高める売り場づくりや実演販売等の各商品特性に応じた効果的なプロ
モーション活動の実施をとおして支援商品の魅力や価値を消費者に伝えることが求められる。
麻布台ヒルズは、同敷地内のレジデンスが富裕層向けのものであることに加え、土地柄から近隣に高所得者が多く
居住しているため、価格志向の顧客が少ないと考えられる。また、マークスタイル麻布台ヒルズ店は、インバウンド買
上額比率が50％に達しているなど、外国人顧客が多く購買している店舗となっている。
今、施設の中で要件を満たしているのは同店だけであり、運営会社である株式会社マークスを特命とした契約を実
施するものである。

根拠規程条文：公社財務規程第68条の３第１項第４号（イ）による

No. 契約件名

2

令和６年度伝統工芸品の商品開
発・普及促進支援事業におけるビ
ジネスパートナーへの業務委託契
約の締結について

特命理由
「東京手仕事」商品開発プロジェクトでは、伝統工芸品事業者（以下「支援事業者」という。）がデザイナー等のビジ
ネスパートナーとの協働による現代のライフスタイルに合った商品を開発する取組みの支援を行っている。
本事業の実施にあたり必要な商品開発チームの組成を支援するため、「伝統工芸品の商品開発プロジェクト実施要
領（公社要領第310号）」及び事業スキームに則り、新商品開発の一翼を担う高度なスキルを有するプロダクトデザイ
ナー等のビジネスパートナーを募集し、支援事業者とのマッチング会を令和６年７月22日から26日までの期間で開
催した。
結果として、支援事業者の選定に基づきチーム組成が決定した。
本契約は、同要領第４条第２項に基づき、上記マッチング会によりチームへの参加が決定したビジネスパートナーと
の業務委託契約を締結するものである。
契約相手先については、支援事業者がビジネスパートナーの提案内容を吟味し、履行能力を十分確認した上、各
自の選定によりチーム組成を行っており、本事業の性質・目的上、競争入札に付することが適さないことから特命で
の契約を締結する。

【根拠規定】公社財務規定第６８条の３第１項第４号（イ）

No. 契約件名

５特定契約の特命理由〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
メイド・イン・ジャパ
ン・プロジェクト株
式会社

6,710,000

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
株式会社日本百
貨店

15,119,5009

令和７年度「東京手仕事」普及促進
プロジェクトに係る日本百貨店にほ
んばし總本店における常設販売
コーナーの設置及び運営業務委

特命理由

本業務は、「東京手仕事」プロジェクト（以下、本プロジェクトという）における常設販売コーナーの設置及び運営業
務を委託するものである。
常設販売コーナーは、催事等における一時的な販売スペースとは異なり、同じ場所に継続的に商品を展開すること
及び、全開発商品を展開することで、より多くの顧客の目に触れ、手に取ってもらえる機会を増やすことで商品の認
知度向上、市場調査、売上の向上を図ることを目的としている。
常設販売コーナーは、メインターゲットである高所得の30～50代の男女が来客する場所であることや、「東京手仕
事」プロジェクトの全支援商品の展示販売が可能であることに加え、店舗側の対応として、消費者の購買意欲を高
める売り場づくりや実演販売等の各商品特性に応じた効果的なプロモーション活動を行い、支援商品の魅力や価
値を消費者に伝えられることを必要としている。
日本百貨店は、「日本全国からモノづくりにこだわった職人の手による商品を集め」、「ワークショップや実演販売な
どを通じて、作り手・使い手・売り手、三方よしの出会いの場」を目指した店舗運営を行っており、「東京手仕事」商品
の販売展示や実演販売を適切に行うためのスペース及びノウハウを有している。また、にほんばし總本店では、令
和３年度から継続して「東京手仕事」プロジェクトの常設販売コーナーを設置しており、季節による商品の入れ替え
や店頭での効果的な商品陳列、実演販売等を行い、消費者への積極的なプロモーション活動を行ったことから、本
プロジェクトの常設販売コーナーとして一定の認知を獲得している。
にほんばし總本店の位置している日本橋エリアは江戸時代から続く伝統工芸の老舗が多く点在する地域であり、伝
統や文化に関心の高い顧客を多く有している。また、日本橋三越やマンダリンオリエンタルホテル、コレド室町など
があり、30～50代富裕層の買い物客や高所得のオフィスワーカーのほか、観光客なども多く、本プロジェクトのメイン
ターゲットと合致しており、東京の伝統工芸品を販売する店舗として最適な立地となっている。
これらのことから、「東京手仕事」の常設販売コーナーとして要件を満たしているのは同店だけであり、運営会社であ
る株式会社日本百貨店を特命とした契約を実施するものである。

根拠規程条文：公社財務規程第68条の３第１項第４号（イ）による

6

令和７年度伝統工芸品の商品開
発・普及促進支援事業の普及促進
プロジェクトにおける催事販売の実
施及び運営委託

特命理由

本業務は、「東京手仕事」プロジェクト普及促進（以下、同プロジェクトという）の推進において、催事販売の実施及
び運営業務委託を委託するものである。
販売催事は、販路開拓支援の一環として、より多くの顧客の目に触れ、手に取ってもらえる機会を増やすことで商品
の認知度向上、売上の向上を図ることを目的としている。
催事実施場所は、主なターゲット層である高所得者、または、インバウント旅行者が訪れやすい立地であることに加
え、購買意欲を高める売り場づくりや実演販売等の各商品特性に応じた効果的なプロモーション活動の実施をとお
して支援商品の魅力や価値を消費者に発信していることが求められる。
同店が入居している東京ミッドタウンは、周囲に40を超える大使館と９つのインターナショナルスクールが立ち並ぶ
国際色豊かな街であることに加え、近隣に高所得者が多く居住していることにより、価格志向の顧客が少ない。ま
た、同店は、伝統工芸品というニッチな商品を主として取り扱っているにもかかわらず月に８千から1.5万人の来店客
があることから、同分野において一定の信頼を得ている店舗である。
これらのことから、伝統工芸品に興味関心がある優良顧客を多く抱え、来店客数の多い専門店という要件を満たし
ているのは同店だけであり、運営会社であるメイド・イン・ジャパン・プロジェクト株式会社を特命とした契約を実施す
るものである。

根拠規程条文：公社財務規程第68条の３第１項第４号（イ）による

No. 契約件名

No. 契約件名



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 44,155

1,189,041 0

31,668,124 44,155

33,816,346 44,155
33,547,317 44,155

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 0

当期増加額 127,231,606 44,155

31,466,802 44,155

当期減少額 113,450,847 44,155

102,105,384 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

競争契約 委託
株式会社日経ビー
ピー

9,758,650

競争契約 委託
株式会社スタッフ
サービス

4,807,106

特定契約 委託
株式会社日本百
貨店

4,532,000

特定契約 委託
株式会社日本百
貨店

5,170,000

特定契約 委託
株式会社日本百
貨店

10,780,000

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1

令和６年度 伝統工芸品産業経営
課題解決支援事業（職人ステップ
アップ事業）「普及啓発セミナー」
「経営課題別特別講座」企画運営

2
城東支社における派遣職員の採用
（単価契約）

3
 日本百貨店にほんばし總本店に
おける輪島塗販売コーナーの設置
及び運営業務委託

4
 日本百貨店にほんばし總本店に
おける輪島塗販売コーナーの設置
及び運営業務委託

5

令和７年度伝統工芸品産業経営課
題解決支援事業に係る日本百貨店
にほんばし總本店における輪島塗
販売コーナーの設置及び運営業務

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

経常費用

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

経常外収益
経常外費用

事業費

管理費

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 伝統工芸品産業経営課題解決支援事業

２　事業（施設）概要
東京の伝統工芸品事業者や産地組合等の団体に対して、経営課題の解決に向けた支援
を行う。

３　収支状況（単位：千円）

うち 都からの補助金等



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
株式会社日本百
貨店

4,532,000

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
株式会社日本百
貨店

5,170,000

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
株式会社日本百
貨店

10,780,000

本業務は、令和６年１月１日に発生した石川県能登半島地震において、未曾有の被害が出ている同地の伝統工芸
品である「輪島塗」の復興を応援するべく、特設展示販売コーナーを設置し、営業が困難となっている職人の負担を
減らすことを目的とし、販売代行を委託するものである。
販売コーナーは、国内外問わず多くの観光客が訪れる場所で、より多くの顧客の目に触れ、手に取ってもらえる機
会を増やすことで商品の認知度向上、売上の向上を図ることが求められ、店舗立地面だけでなく、消費者の購買意
欲を高める売り場づくりを行うとともに、各商品特性に応じた効果的なプロモーション活動を行い、商品の魅力や価
値を消費者に伝えることを必要としている。
日本橋は江戸時代から続く伝統工芸の老舗が多く点在する地域であり、伝統や文化に関心の高い顧客を多く有し
ている。また、日本橋三越やマンダリンオリエンタルホテル、コレド室町などがあり、30～50代の富裕層の買い物客や
高所得のオフィスワーカーのほか、国内外の観光客なども多く、伝統工芸品の顧客層と合致しており、最適な立地と
なっている。
コレド室町テラスに店舗を有する日本百貨店は、「日本全国からモノづくりにこだわった職人の手による商品を集
め」、「ワークショップや実演販売などを通じて、作り手・使い手・売り手、三方よしの出会いの場」を目指した店舗運
営を行っており、全国自治体との協同取り組み、販売ノウハウを有している。また、令和３年度から継続して伝統工芸
品の商品開発・普及促進支援事業で実施する「東京手仕事」プロジェクトにおいて常設販売コーナーを設置してお
り、同店での伝統工芸品の商品の入れ替えや店頭での効果的な商品陳列、実演販売等を行い、消費者への積極
的なプロモーション活動を行ったことから、伝統工芸品の取扱い店舗としての認知度も高く、販売コーナーを併設す
ることで相乗効果も期待できる。
「輪島塗」の販売コーナー設置店舗として要件を満たしているのは同店だけであり、運営会社である株式会社日本
百貨店を特命とした契約を実施するものである。

根拠規程条文：公社財務規程第68条の３第１項第４号（イ）による

　本業務は、令和６年１月１日に発生した石川県能登半島地震において、未曾有の被害が出ている同地の伝統工
芸品である「輪島塗」の復興を応援するべく、特設展示販売コーナーを設置し、営業が困難となっている職人の負
担を減らすことを目的とし、販売代行を委託するものである。
　販売コーナーは、国内外問わず多くの観光客が訪れる場所で、より多くの顧客の目に触れ、手に取ってもらえる機
会を増やすことで商品の認知度向上、売上の向上を図ることが求められ、店舗立地面だけでなく、消費者の購買意
欲を高める売り場づくりを行うとともに、各商品特性に応じた効果的なプロモーション活動を行い、商品の魅力や価
値を消費者に伝えることを必要としている。
　日本橋は江戸時代から続く伝統工芸の老舗が多く点在する地域であり、伝統や文化に関心の高い顧客を多く有
している。また、日本橋三越やマンダリンオリエンタルホテル、コレド室町などがあり、30～50代の富裕層の買い物客
や高所得のオフィスワーカーのほか、国内外の観光客なども多く、伝統工芸品の顧客層と合致しており、最適な立
地となっている。
コレド室町テラスに店舗を有する日本百貨店は、「日本全国からモノづくりにこだわった職人の手による商品を集
め」、「ワークショップや実演販売などを通じて、作り手・使い手・売り手、三方よしの出会いの場」を目指した店舗運
営を行っており、全国自治体との協同取り組み、販売ノウハウを有している。また、令和３年度から継続して伝統工芸
品の商品開発・普及促進支援事業で実施する「東京手仕事」プロジェクトにおいて常設コーナーを設置しており、同
店での伝統工芸品の商品の入れ替えや店頭での効果的な商品陳列、実演販売等を行い、消費者への積極的なプ
ロモーション活動を行ったことから、伝統工芸品の取扱い店舗としての認知度も高く、販売コーナーを併設すること
で相乗効果も期待できる。
　「輪島塗」の販売コーナー設置店舗として要件を満たしているのは同店だけであり、運営会社である株式会社日本
百貨店を特命とした契約を実施するものである。

根拠規程条文：公社財務規程第68条の３第１項第４号（イ）による
No. 契約件名

5

令和７年度伝統工芸品産業経営課
題解決支援事業に係る日本百貨店
にほんばし總本店における輪島塗
販売コーナーの設置及び運営業務

特命理由

　本業務は、令和６年１月１日に発生した石川県能登半島地震において、未曾有の被害が出ている同地の伝統工
芸品である「輪島塗」の復興を応援するべく、特設展示販売コーナーを設置し、営業が困難となっている職人の負
担を減らすことを目的とし、販売代行を委託するものである。
　販売コーナーは、国内外問わず多くの観光客が訪れる場所で、より多くの顧客の目に触れ、手に取ってもらえる機
会を増やすことで商品の認知度向上、売上の向上を図ることが求められ、店舗立地面だけでなく、消費者の購買意
欲を高める売り場づくりを行うとともに、各商品特性に応じた効果的なプロモーション活動を行い、商品の魅力や価
値を消費者に伝えることを必要としている。
　日本橋は江戸時代から続く伝統工芸の老舗が多く点在する地域であり、伝統や文化に関心の高い顧客を多く有
している。また、日本橋三越やマンダリンオリエンタルホテル、コレド室町などがあり、30～50代の富裕層の買い物客
や高所得のオフィスワーカーのほか、国内外の観光客なども多く、伝統工芸品の顧客層と合致しており、最適な立
地となっている。
コレド室町テラスに店舗を有する日本百貨店は、「日本全国からモノづくりにこだわった職人の手による商品を集
め」、「ワークショップや実演販売などを通じて、作り手・使い手・売り手、三方よしの出会いの場」を目指した店舗運
営を行っており、全国自治体との協同取り組み、販売ノウハウを有している。また、令和３年度から継続して伝統工芸
品の商品開発・普及促進支援事業で実施する「東京手仕事」プロジェクトにおいて常設コーナーを設置しており、同
店での伝統工芸品の商品の入れ替えや店頭での効果的な商品陳列、実演販売等を行い、消費者への積極的なプ
ロモーション活動を行ったことから、伝統工芸品の取扱い店舗としての認知度も高く、販売コーナーを併設すること
で相乗効果も期待できる。
　「輪島塗」の販売コーナー設置店舗として要件を満たしているのは同店だけであり、運営会社である株式会社日本
百貨店を特命とした契約を実施するものである。

根拠規程条文：公社財務規程第68条の３第１項第４号（イ）による
No. 契約件名

4
 日本百貨店にほんばし總本店に
おける輪島塗販売コーナーの設置
及び運営業務委託

特命理由

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

3
 日本百貨店にほんばし總本店に
おける輪島塗販売コーナーの設置
及び運営業務委託

特命理由
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うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 53,226

1,189,041 0

31,668,124 53,226

33,816,346 53,226
33,547,317 53,226

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 0

当期増加額 127,231,606 53,226

31,466,802 53,226

当期減少額 113,450,847 53,226

102,105,384 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 委託
Tokyo Creative株
式会社

7,247,900

特定契約 委託
Tokyo Creative株
式会社

10,990,100

特定契約 委託 株式会社JTB 38,419,700

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
令和6年度伝統工芸品の体験型ビ
ジネス構築支援事業におけるプロ
モーション業務委託

2
令和７年度伝統工芸品の体験型ビ
ジネス構築支援事業におけるプロ
モーション業務委託（準備契約）

3

令和７年度伝統工芸品の体験型ビ
ジネス構築支援事業における予約
サイトの構築・運営管理等に係る業
務委託（複数単価契約）（準備契

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

経常費用

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

経常外収益
経常外費用

事業費

管理費

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 伝統工芸品の体験型ビジネス構築支援事業

２　事業（施設）概要
東京の伝統工芸品の製作体験を核とした誘客、事業化、顧客開拓までをパッケージ化した
新たなビジネスモデル構築の支援を実施する。

３　収支状況（単位：千円）

うち 都からの補助金等
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〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
Tokyo Creative株
式会社

7,247,900

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
Tokyo Creative株
式会社

10,990,100

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

体験型ビジネス構築支援事業（以下、「本事業」とする）では、製作体験を核としたインバウンド旅行者の誘客、事業
化、顧客開拓までをパッケージ化した新たなビジネスモデル構築の支援を実施している。
令和6年度の本事業に係るプロモーション業務委託は、令和6年11月26日付6東中東契第100号「令和６年度伝統
工芸品の体験型ビジネス構築支援事業におけるプロモーション業務委託」により株式会社Tokyo Creativeに委託し
て、運用を開始したところである。
令和7年度においても、立ち上げた体験予約サイトと顧客を繋ぐ導線を作るため、体験予約サイトおよび体験型コン
テンツのプロモーション活動が必須となる。昨今のSNSの影響力を鑑み、より最小限のコストで最大限の効果が達成
できるプロモーション方法として、インフルエンサーマーケティングが効果的であると考えられる。その理由としては、
以下が挙げられる。
・フォロワーから信頼されているインフルエンサーを通じてPRを行うことで、情報の信頼性を得やすい
・特定の分野を得意とするインフルエンサーを通じてPRを行うことで、関心のある層に向けて集中的にマーケティン
グができる
本事業でインフルエンサーマーケティングを行う上で課題となるのが、適格なインフルエンサーの選定と、プロモー
ション活動と体験予約サイトとの関連付けであるが、委託先は以下の要件を満たす必要がある。
①本事業の目的であるインバウンド旅行者の誘客に効果的と考えられる外国人インフルエンサーマーケティングに
精通していること
②行政機関との十分な実績を有していること
③プロモーション活動を通じ、体験予約サイトと顧客を繋ぐことができること
この点、株式会社Tokyo Creativeは以下のように要件を満たす。
①日本最大級の外国人インフルエンサーネットワークを持ち、外国人インフルエンサーマーケティングに特化してい
る
②東京都交通局や50自治体を超える行政機関のインバウンド集客支援実績がある
③自社メディア（インスタグラム、YouTube）を持ち、予約サイトへ遷移する導線を確保することができる
適格なインフルエンサーを選定し、公社の求めるプロモーション活動を実現できるのは、外国人インフルエンサー
マーケティングに精通し、行政機関との十分な実績を有し、自社メディアを持つ株式会社Tokyo Creativeだけである
ため、本業務について同社への特命随意契約を実施するものである。

根拠規程条文：公社財務規程第68条の３第１項第４号（イ）による
No. 契約件名

　体験型ビジネス構築支援事業（以下、「本事業」とする）では、製作体験を核としたインバウンド旅行者の誘客、事
業化、顧客開拓までをパッケージ化した新たなビジネスモデル構築の支援を実施している。
令和6年度の本事業に係る運営管理業務委託は、令和6年4月1日付5東中企総契第1038号「令和6年度 伝統工芸
品の体験型ビジネス構築支援事業における予約サイトの構築・運営管理等に係る業務委託（複数単価契約）」によ
り委託契約を締結し「LAPITA 東京の伝統工芸体験予約サイト」を立上げ、運用を開始したところである。
今般、立ち上げた体験予約サイトと顧客を繋ぐ導線を作るため、体験予約サイトおよび体験型コンテンツのプロモー
ション活動が必須となる。昨今のSNSの影響力を鑑み、より最小限のコストで最大限の効果が達成できるプロモー
ション方法として、インフルエンサーマーケティングが効果的であると考えられる。その理由としては、以下が挙げら
れる。
・フォロワーから信頼されているインフルエンサーを通じてPRを行うことで、情報の信頼性を得やすい
・特定の分野を得意とするインフルエンサーを通じてPRを行うことで、関心のある層に向けて集中的にマーケティン
グができる
インフルエンサーマーケティングを行う上で課題となるのが、適格なインフルエンサーの選定であるが、株式会社
Tokyo Creativeは以下の点を満たす企業である。
・本事業の目的であるインバウンド旅行者の誘客に効果的と考えられる外国人インフルエンサーマーケティングに特
化しており、日本最大級の外国人インフルエンサーネットワークを持つ
・東京都交通局や50自治体を超える行政機関のインバウンド集客支援実績があり、本事業においても適格なインフ
ルエンサーを選定できる。また、株式会社Tokyo Creativeは自社メディア（インスタグラム、Youtube）を持ち、予約サ
イトへ遷移する導線を確保することができる。
適格なインフルエンサーを選定し、公社の求めるプロモーション活動を実現できるのは、外国人インフルエンサー
マーケティングに精通し、行政機関との十分な実績を有し、自社メディアを持つ株式会社Tokyo Creativeだけである
ため、本業務について同社への特命随意契約を実施するものである。

根拠規程条文：公社財務規程第68条の３第１項第４号（イ）による
No. 契約件名

2
令和７年度伝統工芸品の体験型ビ
ジネス構築支援事業におけるプロ
モーション業務委託（準備契約）

特命理由

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

1
令和6年度伝統工芸品の体験型ビ
ジネス構築支援事業におけるプロ
モーション業務委託

特命理由
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委託 株式会社JTB 38,419,700

体験型ビジネス構築支援事業（以下、「本事業」とする）では、製作体験を核としたインバウンド旅行者の誘客、事業
化、顧客開拓までをパッケージ化した新たなビジネスモデル構築の支援を実施している。
令和6年度の本事業に係る運営管理業務委託は、令和6年4月1日付5東中企総契第1038号「令和6年度 伝統工芸
品の体験型ビジネス構築支援事業における予約サイトの構築・運営管理等に係る業務委託（複数単価契約）」によ
り株式会社JTBに委託して「LAPITA 東京の伝統工芸体験予約サイト」（以下、「本予約サイト」とする）を立上げ、運
用を開始したところである。
【株式会社JTBを特定契約先とした主な理由】
・令和6年度で構築した本予約サイトは、株式会社JTBが運営しているLAPITA内で構築されて、本事業のプラット
フォームとして運用している。令和７年度の本事業では、プラットフォーム作成のための予算はついておらず、事業
実施にあたって継続利用せざるを得ないため。
・令和6年度において支援を受けている事業者は、令和7年4月1日からも引き続きマイページから一般消費者の予
約を受け付け、切れ目なく体験受け入れができる体制を整えているため。
・令和7年度4月1日からも一般消費者が体験予約できるよう、前年度までのやりとりが把握でき、一般消費者に向け
た迅速な対応を構築できるため。
上記の理由から、本事業の予約サイトの構築および運営・管理ができ、令和7年4月1日からも切れ目なく予約受付
の体制が整っているのは株式会社JTBのみであることから、同社へ特命随意契約を実施するものである。

根拠規程条文：公社財務規程第68条の３第１項第４号（イ）による

3

令和７年度伝統工芸品の体験型ビ
ジネス構築支援事業における予約
サイトの構築・運営管理等に係る業
務委託（複数単価契約）（準備契

特命理由
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うち本事業
当期経常増減額 83,604 91

経常収益 33,899,950 134,252

1,189,041 0

31,668,124 134,252

33,816,346 134,160
33,547,317 134,160

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 91
24,595 -29

88,324,625 277

当期増加額 127,231,606 134,222

31,466,802 134,222

当期減少額 113,450,847 134,252

102,105,384 248

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

競争契約 委託
株式会社日広通
信社

19,800,000

競争契約 委託
株式会社ディーエ
ム広告社

7,392,440

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
令和６年度 多摩イノベーション総
合支援事業　新技術創出交流会２
０２４実施に係る設営・運営委託

2
令和７年度 多摩イノベーション総
合支援事業 WEBエントリーシステ
ムの構築等に係る業務の委託

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 多摩イノベーション総合支援事業

２　事業（施設）概要
中小企業に対して、オープンイノベーション志向の大手企業等からの技術・開発ニーズに
応えることを通じて、成長産業、先端技術、次世代産業分野等への参入、新市場への対
応、より高いレベルの技術・製品開発を促し、イノベーション創出を図る。
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うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 24,035

1,189,041 0

31,668,124 24,035

33,816,346 24,035
33,547,317 24,035

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 0

当期増加額 127,231,606 428

31,466,802 428

当期減少額 113,450,847 428

102,105,384 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 多摩ものづくりコミュニティ組成支援事業

２　事業（施設）概要

既存取引の枠組みだけではなく、高い技術力を基に大手企業等へ製品・技術の提案を希
望し、新たなビジネス展開を目指す中小企業が存在する。こうした中小企業が持つ技術の
新たな展開・活用方法や技術価値を把握するとともに、高度な生産能力や分業体制を満た
すコミュニティづくりを支援することで大手企業等への提案環境を整備する。また、中小企
業がコミュニティを構築して行う技術・製品開発等をハンズオン、資金面の両輪で支援す
る。さらに、積極的な技術提案を希望する中小企業等に対し、大手企業等への提案機会を
設けることでビジネスチャンスの拡大につなげる。



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 19,278

1,189,041 0

31,668,124 19,278

33,816,346 19,278
33,547,317 19,278

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 0

当期増加額 127,231,606 19,278

31,466,802 19,278

当期減少額 113,450,847 19,278

102,105,384 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 社会実装参画による多摩イノベーション創出事業

２　事業（施設）概要
多摩地域におけるイノベーションを促進するべく、中小企業による大学・研究機関等が行う
社会実装段階にある先端的な研究開発への参画を支援する。



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 7,411

1,189,041 0

31,668,124 7,411

33,816,346 7,411
33,547,317 7,411

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 0

当期増加額 127,231,606 7,411

31,466,802 7,411

当期減少額 113,450,847 7,411

102,105,384 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 賃借
三菱オートリース
株式会社

637,560

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
広域ものづくりネットワーク形成支
援事業　小型乗用自動車のリース
について

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 広域ものづくりネットワーク形成支援事業

２　事業（施設）概要
コア技術等を保有し、かつ大手企業等からの技術課題を有する都内中小企業に対し、中
小企業の連携による広域ネットワークの形成及び試作開発等の支援を行うことで、大手企
業等からの技術課題に対応可能な製造体制の構築及び解決策の提案等を支援する。



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 1,108

経常収益 33,899,950 348,601

1,189,041 21,471

31,668,124 321,359

33,816,346 347,492
33,547,317 347,492

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 1,108
24,595 38

88,324,625 7,692

当期増加額 127,231,606 321,397

31,466,802 321,397

当期減少額 113,450,847 321,359

102,105,384 7,730

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

競争契約 賃借
NECキャピタルソ
リューション株式会
社

3,288,054

競争契約 委託
株式会社サンライ
ズ

6,539,071

競争契約 委託 株式会社ＯＰＳ 6,352,207

資産（期末残高）
４受託等事業実施に係る契約（単位：円）〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1 パーテーション一式の借入（リース）

2
令和７年度オープンイノベーション
フィールド多摩国分寺館清掃等の
委託

3
令和７年度オープンイノベーション
フィールド多摩八王子館清掃等の
委託

資産（期首残高）

うち都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

経常費用

項目
収支

備考
団体計

うち都からの委託料

経常外収益
経常外費用

事業費

管理費

令和６年度非競争型受託等事業運営状況報告書〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１事業（施設）名 多摩地域におけるイノベーション支援施設の運営

２事業（施設）概要
「未来の東京」戦略における、多摩イノベーションパーク構想実現に資するため、多摩地域
の旧労働相談情報センター（国分寺・八王子）の施設を利活用し、オープンイノベーション
の促進等に係る支援を実施する。

３収支状況（単位：千円）

うち都からの補助金等



（様式１－１）

特定契約 物品
丸紅情報システム
ズ株式会社

2,887,830

特定契約 物品
丸紅情報システム
ズ株式会社

755,656

特定契約 物品
丸紅情報システム
ズ株式会社

1,485,000

特定契約 物品
株式会社日経BP
マーケティング

990,000

特定契約 委託
中央エレベーター
工業株式会社

656,700

特定契約 物品
株式会社クラフ
ティ

665,280

特定契約 委託
横浜エレベータ株
式会社

528,000

特定契約 委託
株式会社オービー
エス

931,700

特定契約 委託
日本電技株式会
社

660,000

特定契約 委託
丸紅情報システム
ズ株式会社

913,000

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

令和7年度OiF八王子館空調自動
制御設備保守点検委託（準備起
案）

13

令和7年度OiF国分寺館プロトタイ
プラボ樹脂プリンター用前処理ソフ
トウェアの機能拡張について（準備
起案）

9
令和7年度OiF国分寺館で実施す
る事業に係るノートパソコン調達に
関する契約について（期間延長）

10
令和7年度OiF八王子館エレベー
ター定期点検保守委託（準備契
約）

11
令和7年度OiF八王子館空調設備
保守点検委託（準備起案）

6
OiF国分寺館プロトタイプラボ運営
に係るアクセサリーの購入（4回目）

7
日経BP社の分析レポート購入につ
いて

8
令和7年度OiF国分寺館エレベー
ター定期点検保守委託

4
令和６年度多摩イノベーション支援
施設運営事業プロトタイプラボ運営
に係るアクセサリ等の購入について

5

令和６年度多摩イノベーション支援
施設運営事業プロトタイプラボ運営
に係るモデル材の購入について
（丸紅消耗品購入2回目）

12
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契約種別 契約相手方 契約金額（円）

物品
丸紅情報システム
ズ株式会社

2,887,8304
令和６年度多摩イノベーション支援
施設運営事業プロトタイプラボ運営
に係るアクセサリ等の購入について

特命理由

ＢＭＤ方式金属３Ｄプリンターの売主は「丸紅情報システムズ株式会社」であり、「Studioシステム２サービス保証書」
及び「StratasysF370CRサービス保証書」にて2023年9月19日より3年間の保証期間が設定されている。保証の条件
については、同社より購入したモデル材やサポート材等の消耗品の使用が前提となっている（サービス保証書・第6
条ハードウェアのサポートに関する適用外事項（４）参照）。他社の消耗品等を利用した場合に、故障の原因が当該
機器に起因するかについて特定することが困難となることから、保証の適用外となる。また、他社消耗品を一度でも
使用した後は、丸紅情報システムズに対して、保守契約に基づいた適切な機器の維持・管理を依頼・指導できなく
なる。上記状況を勘案すれば、「三次元造形機」の安定的な利用において、モデル材料（消耗品）の納品元の特命
性は極めて重要であることから、「丸紅情報システムズ株式会社」を特命先として指名する。

５特定契約の特命理由〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 -9

経常収益 33,899,950 3,136,281

1,189,041 0

31,668,124 3,136,281

33,816,346 3,136,290
33,547,317 2,867,261

うち人件費 3,375,174 2,295,523
269,029 269,029

うち人件費 170,724 170,724
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 -9
24,595 18,230

88,324,625 200,572

当期増加額 127,231,606 3,154,511

31,466,802 3,154,511

当期減少額 113,450,847 3,136,281

102,105,384 218,802

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

競争契約 委託 株式会社芳明堂 4,730,000

競争契約 委託
医療法人社団ここ
ろとからだの元氣
プラザ

31,016,040

競争契約 委託
株式会社大和工
芸

3,080,000

競争契約 物品 KDDI株式会社 92,315,520

令和６年度健康診断の実施

3
産業交流展2024「公社総合展示
ゾーン」ブースに係る業務委託

4
グループウェアシステム（Google
Workspace)の継続利用におけるラ
イセンス調達

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
神田和泉町ビル執務室等のレイア
ウト変更に伴う什器備品等の購入
及び移設

2

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

経常費用

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

経常外収益
経常外費用

事業費

管理費

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 公社管理運営事業

２　事業（施設）概要
公益財団法人東京都中小企業振興公社の執行体制の強化を図り、各事業の円滑な執行
を図るため管理運営を行う。

３　収支状況（単位：千円）

うち 都からの補助金等
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競争契約 物品
NX・TCリース＆
ファイナンス株式
会社

181,711,200

競争契約 物品 株式会社セラク 10,271,800

競争契約 工事
八重洲電気株式
会社

3,773,000

競争契約 物品
富士ソフト株式会
社

12,168,860

競争契約 委託
株式会社NXワンビ
シアーカイブズ

18,182,450

競争契約 委託
医療法人社団　こ
ころとからだの元
氣プラザ

31,594,310

特定契約 委託 株式会社セラク 57,953,500

特定契約 委託
株式会社ヴァル研
究所

2,111,000

特定契約 物品
一般社団法人金
融財政事情研究
会

1,265,000

特定契約 委託
株式会社サテライ
トオフィス

6,567,000

特定契約 賃借
大東ビルディング
株式会社

63,249,120

特定契約 物品
伊藤忠テクノソ
リューションズ株式
会社

1,107,480

特定契約 委託
株式会社ネクス
ウェイ

1,056,000

特定契約 委託 株式会社セラク 10,061,480

特定契約 物品
株式会社ユー
ザーローカル

660,000

特定契約 委託 株式会社セラク 9,196,000

特定契約 委託
株式会社ファイン
デックス

4,497,240

特定契約 委託 株式会社iCare 5,733,22022
令和７年度健康管理システムの利
用更新

18
本社ネットワーク回線及びデータセ
ンターの運用・保守に係る業務委
託

19
Google Analyticsデータ連携サービ
スの調達

20
ネットワーク機器管理ツール設計・
構築及び運用保守の業務委託

17
令和7年度メール一斉送信サービ
スに係る契約

12
駅すぱあと旅費交通費精算 Web
の更新

13
第15次業種別審査事典（社内ネッ
トワーク版）の導入

14
社内ポータルサイト作成サービスの
利用

21
令和７年度文書管理システム構築・
運用業務委託

ネットワーク機器、ネットワーク管理
機器及び拡張ライセンスの調達

7
[R6]秋葉原センタープレイスビル15
階 電話設備等改修工事

8
Microsoft Office LTSC Standard
2024ライセンスの調達

15
大東ビル２階部分に係る賃貸借契
約

16
職員私物端末の業務利用に係るセ
キュリティツールの調達

5
ノート型パソコンの借入に伴う物件
調達

9
令和7年度文書保管・機密抹消処
理サービス業務に関する委託

10 令和７年度健康診断の実施

11
認証基盤クラウドサービスのライセ
ンス追加調達、再構築及び保守の
業務委託

6
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特定契約 委託
株式会社日本能
率協会マネジメン
トセンター

979,584

特定契約 物品
伊藤忠テクノソ
リューションズ株式
会社

5,662,800

特定契約 委託
富士通Japan株式
会社

32,183,712

特定契約 委託
ALL DIFFERENT
株式会社

7,370,000

特定契約 委託
株式会社ベネッセ
コーポレーション

7,425,000

特定契約 工事 株式会社大林組 20,570,000

特定契約 委託 株式会社サクセス 754,270

特定契約 委託 株式会社セラク 2,741,750

件数 金額

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

30
新規拠点に係るネットワーク構築及
びネットワーク集中管理システム登
録設定作業の業務委託

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

27
令和７年度職員向けオンライン学
習サービスの提供

28 大東ビル２階Ｂ工事

29
令和7年度パワフル会計「公益」に
係る保守業務の委託

24
端末セキュリティツール(アプリケー
ションラッピング方式)の調達

25
拠点間ネットワークのための運用
サービスの調達及び委託

26
令和7年度職員向け集合型研修
サービスの導入

23
令和７年度新入職員基本行動実践
研修の実施委託



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 株式会社セラク 57,953,500

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
株式会社サテライ
トオフィス

6,567,000

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

賃借
大東ビルディング
株式会社

63,249,120

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特命理由

本件は、大東ビル２階の借用を行うものである。
【借用に伴う必要条件】
①秋葉原庁舎（本社）ならびに秋葉原駅に近接していること。
　→大東ビルは本社ならびに秋葉原駅に近接しているため利用者にとって利便性が高い。
②会議室（定員6名程度の部屋が４室、定員12人程度の部屋が４室）、事務スペース（定員70名程度）が設置できる
こと。
　→面積は１９９．６５坪（６６０．０１㎡）で上記条件を満たすレイアウトが可能。
本賃貸物件は、上記の必要条件を満たす。
本賃貸借物件を借り入れるためには、貸主との直接契約となる。
不動産の借入れは一般的にその不動産を所有している者からしか、購入又は借入れることはできないため、不特定
多数又は特定多数の者を相手にした競争入札に適さない。
よって、本契約を締結できるのは大東ビルディング株式会社のみとなる。

No. 契約件名

特命理由

本業務は、公社内で利用しているポータルサイトの利用を継続するものである。
本ポータルサイトは、令和３年度から稼働しており、社内の情報共有やマニュアル等の蓄積に活用され、公社の効
率的な業務運営を行う目的で使用されている。
本ポータルサイトは、サテライトオフィス社が提供するサービスであり、同社以外でサービスを提供している事業者は
ない。
また、本ポータルサイトには、これまでの情報共有における投稿及び添付書類のデータが大量に蓄積され、常に活
用されている。そのため、他のポータルサイト作成サービスへ移行する場合は、ポータルサイトの再構築と蓄積され
た大量のデータを移行する必要があり、データ移行に際しての情報の安全性や、移行に際してのポータルサイト停
止に伴う業務等に支障をきたす恐れがある。

No. 契約件名

15
大東ビル２階部分に係る賃貸借契
約

特命理由

本業務で求められる 公社インフラ環境の設定変更が可能なこと に関し、 同社により基幹スイッチ及び DHCP ・
DNS サーバ ー の構築 、業務用無線 LAN の整備、ネットワーク回線の増強 及び 新データセンターの構築 等を
実施し、 構築後の保守業務も継続して実施している。 One Gate の導入に当たって は機器の設定変更等を
伴うことから、同社でなければ必要設定変更が困難である。

No. 契約件名

14
社内ポータルサイト作成サービスの
利用

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

11
認証基盤クラウドサービスのライセ
ンス追加調達、再構築及び保守の
業務委託



（様式１－１）

委託 株式会社セラク 10,061,480

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 株式会社セラク 9,196,000

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
株式会社ファイン
デックス

4,497,240

特命理由

公社の文書事務においては、文書事務の業務効率化、紙文書の削減等の実現を目指して、令和３年４月１日から
株式会社ファインデックスと契約し、同社が提供するパッケージソフト「DocuMaker Office（以下、本システム）」を導
入し、全社的に利用している。
本システムは、導入に際して要件定義からシステム構築まで同社主導の下で行われており、本システムに不具合が
生じた場合には全社的な影響が及ぶことから、システムの構成や設定内容のほか、公社の文書事務の手順等につ
いても熟知したうえで、改修作業に生じる影響を正確に見極めつつ作業を遂行する必要がある。この点、同社では
各種問い合わせや障害全般に対する窓口を設けており、過年度の運用及び障害復旧作業等についても過不足無
く対応した実績がある。
また、契約先を変更する場合、過年度に登録された約100,000件以上の起案文書及び契約情報等のデータを移行
するための調査、移行計画の作成、作業の実施等において多大な工数、時間及び費用がかかることが想定される
ほか、仕様の変更に伴う全社的なフォローが発生する等、甚大な影響が公社全体に及ぶ可能性がある。
円滑な業務運営を行うほか、上記データの連続性を確保するためには、本システムを構築した同社との契約が不可
欠である。
以上の理由により、本契約については、株式会社ファインデックスと特定契約を締結する。

特命理由

本業務の履行に当たっては、公社インフラ環境の設定変更の実施、データセンター、秋葉原庁舎及びセンタープレ
イスビル内への機器等設置において、円滑な設計・構築を行う必要がある。また、構築完了後の運用保守も含めて
一貫して行う必要がある。

＜契約要件＞
以上のことから、委託先は以下の用件を満たす必要がある。
①　公社インフラ環境の設定変更が可能なこと。
②　公社内に機器等の導入経験とノウハウを有すること。
③　運用及び保守の実績を有すること。

株式会社セラクは、以上の契約要件について以下のとおり要件を満たす。
①　本業務で求められる公社インフラ環境の設定変更が可能なことに関し、同社により基幹スイッチ及びDHCP・
DNSサーバーの構築、業務用無線LANの整備、ネットワーク回線の増強及び新データセンターの構築等を実施し、
構築後の保守業務も継続して実施している。ネットワーク機器管理ツールの導入に当たっては機器の設定変更等
を伴うことから、同社でなければ必要設定変更が困難である。

No. 契約件名

21
令和７年度文書管理システム構築・
運用業務委託

特命理由

基幹スイッチシステム及びDHCP・DNSサーバは、令和３年２月、３月に２東中企企第234号のとおり同社が構築し、
保守業務についても4東中企企第248号に基づき同社が行っている。そのため、導入から保守の実績がある同社で
なければ、適切なネットワーク管理を行うことは困難である。
以上の理由により、本契約要件を満たすことができるのは株式会社セラクのみである。

No. 契約件名

20
ネットワーク機器管理ツール設計・
構築及び運用保守の業務委託

18
本社ネットワーク回線及びデータセ
ンターの運用・保守に係る業務委
託



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 株式会社iCare 5,733,220

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

物品
伊藤忠テクノソ
リューションズ株式
会社

5,662,800

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
富士通Japan株式
会社

32,183,712

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特命理由

本業務は、公社各拠点からインターネットやデータセンター内にあるサーバー機器（ファイルサーバーや中小企業
支援システム、及びネットワーク基盤）等への通信において、安全な通信環境の提供及びアクセスを行うサービス・
運用業務等を委託するもの。
　本ネットワーク環境の構築は、過年度から同社が実施し、これまで問題なく動作した実績がある。また、本ネット
ワークを通じ、各システムサーバーにアクセスをしていることから、他社は、データセンター内の各種サーバーと通信
を取ることが技術的に困難であり、運用や保守を行うこともできない。

No. 契約件名

特命理由

本件は、先に調達した令和６年１月31日付５東中企企第253号のとおり、社外から安全にグループウェアやファイル
サーバー等へ遠隔接続するための手法として導入を行うもの。
本システムツールは（下図①②）、端末証明書アプリケーションと連携して動作するものである（専用の端末証明書
を発行するアプリケーションを使って端末証明書を発行し認証したうえで、当該システムをその端末上で動作させる
仕様）。２東中企企第１号において、既に同社と端末証明書発行アプリケーションを契約し導入済である。
本システムツールの導入にあたって、各拠点のスイッチの設定および端末証明書の発行が既に完了している（業者
調査から完了まで約3か月間（検証期間やチューニングを含めて約半年間のプロジェクト））。もし同社から変更した
場合は、社内システムや機器、及び端末毎の設定変更や配布した証明書の入替等が発生してしまう。

No. 契約件名

25
拠点間ネットワークのための運用
サービスの調達及び委託

特命理由

契約相手方である株式会社 iCARE は健康管理システム導入にあたり、3東中企総契第 273 号において総合評価
方式にて契約した業者である。健康管理システムは、健康診断の予約代行による業務の効率化、個人情報の漏洩
や誤送信リスクの回避、健康情報の一元管理による職員の健康課題の改善を目的として令和3年度に導入を行っ
た。
本システムは令和4年度から本格稼働し、年間を通して健康診断の予約申し込みや受診状況の確認、ストレス
チェックの実施に至るまでの健康管理業務等、当該システムを活用し、執り行っている。

【主な仕様】
1他導入システムとの連携
勤怠管理システム「KING OF TIME」、人事労務管理システム「SmartHR」との API 連携が可能であること。超過勤
務時間や、氏名・所属・メールアドレス等の職員情報を連携して登録できる機能を有する。
2健康診断の予約代行・情報管理
健康診断受診に係る検査項目の希望調査や日程調整、公社が別に契約する健診実施機関との予約業務を代行
できること。また、受診状況が随時確認可能なほか、健康診断結果の登録を行うことで、産業医による健康診断の事
後措置をシステム上で実施可能なこと。
3ストレスチェックの実施・情報管理ストレスチェックが実施できること。また、回答結果を蓄積し、集団分析が可能で
あること。
4外部相談窓口機能
職員がシステムを通じて、有資格者(保健師・看護師・公認心理士等)との相談が可能であること。

上記の機能をすべて備えているほか、これまでの各職員の健康情報は本システム上に蓄積されていることから、他
のシステムへの移行は難しく、今後も職員の健康情報を継続的に一元管理していく必要性があるため、令和7年度
においても同社と特定契約を締結する。

No. 契約件名

24
端末セキュリティツール(アプリケー
ションラッピング方式)の調達

No. 契約件名

22
令和７年度健康管理システムの利
用更新



（様式１－１）

委託
ALL DIFFERENT
株式会社

7,370,000

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
株式会社ベネッセ
コーポレーション

7,425,000

特命理由

特命理由

本件は、公社の職員に対して集合型の研修サービスを導入するものである。背景として、近年の公社は新規採用者
数が増加傾向にある、これにより、若年層のビジネススキルの習得のみならず、管理職についてもコントロール範囲
の拡大や勤続年数の浅い職員の増加に伴うマネジメント能力の向上が求められているなど、各職層に対する能力
向上施策が必要な状況である。上述の背景を踏まえ、本件の導入を機に、各職層に合わせて必要な一般的なビジ
ネススキルを習得する場を網羅的に職員に提供し、職員のビジネススキルの底上げを図ることである。
上記目的を達成するにあたり、本研修で重要視する点は以下3点である。

（１）定額制の集合型研修であり、全職層に対する研修が実施されており、様々なビジネススキルが習得できる研修
が網羅されていること。
（２）講師を外部委託等ではなく、原則社内で内製しており、複数回開催される同一講義においても内容やメッセー
ジ性に矛盾がないこと。また、年間を通じて2,000回以上の研修を提供していること。
（３）公社職員が受講するにあたり、負担の無い立地で研修を提供していこと。

当社は要件を以下の通り満たしている。
（１）定額制で、全職層を対象にした研修体系を有しており、各職層に必要なビジネススキルが身につく研修カリキュ
ラムとなっている。また、他社の従業員と合同で受講する集合研修のため、自身のレベルを広い視野で把握でき、
オンラインに比して研修効果が高く、多くの学びが期待できる。
（２）研修講師を当社の社員が担当している。そのため、各回を外部講師に内容を一任する他社の場合と比べて、
複数回開催される同一講義に参加する受講生に伝えるメッセージに矛盾や差がなく一貫性があり、全体を通して質
が担保されている。
東京会場（有楽町）において、年間約2,700回の研修を実施しており、利便性も確保されている。加えて、個社別に
個別の担当者がつき、導入効果を高めるための運用サポートの体制が整っている。
（３）JR有楽町駅から徒歩１分の場所に研修会場を有しており、公社職員が受講する際の利便性も高い。

当社は官公庁・民間企業に対する研修の実績も申し分ない。また、都内（秋葉原近郊）で集合研修を定額制で提供
している事業者は限られ、上記要件を満たしているのは当社のみであると考えられることからALL DIFFERENT株式
会社と特定契約を締結する。

No. 契約件名

27
令和７年度職員向けオンライン学
習サービスの提供

26
令和7年度職員向け集合型研修
サービスの導入



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

工事 株式会社大林組 20,570,000

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 株式会社セラク 2,741,750

特命理由

特命理由

本案件は、秋葉原庁舎周辺拠点の集約化の一貫として、大東ビル２階でB工事を実施するものである。
令和６年12月24日付で大東ビルディング株式会社と締結した「大東ビル貸室賃貸借契約書」第21条第２項におい
て、内装の変更に関する工事は、賃貸人の指定する設計者及び施工者により行うものと規定されている。
同条項の規定に基づき、株式会社大林組と特命随意契約を締結する。

No. 契約件名

30
新規拠点に係るネットワーク構築及
びネットワーク集中管理システム登
録設定作業の業務委託

本件は、公社の職員に対してオンライン研修サービスの提供を行うものである。
公社は令和６年度にＤＸ推進計画を新たに作成し、Ｒ７年度において推進計画に基づきこれまで以上にＤＸ人材の
育成に注力していく必要がある。
上記背景を踏まえ、本件導入に際し重視する点は以下3点である。
（１）都のＤＸ人材の育成方針を念頭に、基礎から応用まで幅広いＤＸ関連の講座が豊富にあり、講座が随時アップ
デートされること
（２）ＤＸ関連のみならず、ビジネスに関する様々なテーマに関する講座が網羅され、受講者の利便性が考慮された
サービス設計となっていること
（３）自治体や民間企業への導入実績が十分にあり、講座・運用体制に問題がないこと。

当社は要件を以下の通り満たしている。
（１）IT・データ活用の概念的なテーマや各種デジタルツールの活用方法、ITパスポート等の資格試験対策などＤＸ
関連の講座を幅広く提供している。また、各講座は受講生のレビュー評価を受け、評価の低い講座は順次入れ替
えとなるなど高い更新性を誇っている。
（２）デジタルのみならずビジネス関連のテーマも多く、全体で約1,500講座が提供されている。またスマートフォン等
を活用した受講も可能となっており、演習等を通じて理解度の確認も可能、かつ管理者の受講管理等も容易で利
便性も高い。
（３）当社は全国の自治体や上場企業が導入しており、実績、質、運用体制は問題ない。

以上のとおり、当社のサービスは要件を満たしている。かつ「東京都デジタル人材確保・育成基本方針」に基づき、
東京都もデジタル人材の育成に本サービス（Udemy Business」を採用している。加えて、（一財）ＧｏｖＴｅｃｈ東京が主
導し、様々な案件の共同調達化を推し進めており、都内２３区の半数以上に導入実績がある本サービスも今後共同
調達の対象となる可能性が十分に考えられる。
公社も都庁の政策連携団体の一員として、都庁グループと一体的にＤＸ人材の育成に取り組む必要がある状況を
踏まえ、都が活用している同一のプラットフォームとして本サービスを導入する。よって、日本にてUdemy　Business
を提供できるベンダーは当社のみであることから株式会社ベネッセコーポレーションと特定契約を締結する。

No. 契約件名

28 大東ビル２階Ｂ工事



（様式１－１）

本業務の履行にあたっては、以下の契約要件を満たす必要がある。
①　既存の公社内ネットワーク環境を熟知し、新規拠点を円滑に接続できること。
②　公社指定のネットワーク機器（ルータ／L3スイッチ／L2スイッチ／無線アクセスポイント）の設定に関して高度な
技術力を有すること。
③　ネットワーク集中管理システムに関する豊富な知識と設定経験を有すること。
④　構築後のネットワーク運用・保守に関して十分な実績を有すること。

本業務で求められる既存の公社内ネットワーク環境の接続に関し、同社は公社内の基幹スイッチ、DHCP・DNSサー
バー、業務用無線LAN、ネットワーク回線、新データセンター等の構築・保守を継続して実施しており、公社ネット
ワーク構成を熟知している。したがって、同社でなければ、新規拠点のネットワークを既存環境に円滑に接続するこ
とは困難である。



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 5,114

1,189,041 5,114

31,668,124 0

33,816,346 5,114
33,547,317 5,114

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 -

当期増加額 127,231,606 -

31,466,802 -

当期減少額 113,450,847 -

102,105,384 -

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 研究開発型創業支援施設の運営

２　事業（施設）概要
研究開発や試作用作業場の提供を目的とした創業支援施設として、白髭西R＆Dセンター
の維持管理を実施する。



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 21,462

1,189,041 21,462

31,668,124 0

33,816,346 21,462
33,547,317 21,462

うち人件費 3,375,174 14,959
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625

当期増加額 127,231,606

31,466,802

当期減少額 113,450,847

102,105,384

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 中小企業高度化事業診断及び事後指導業務

２　事業（施設）概要
中小企業が共同して経営基盤の強化を図るため、高度化事業の適用を受け集団化・共同
化・協業化など政策性の高い事業を行う場合に、当該組合等に対する診断・助言・指導を
行う。



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 59,238

1,189,041 59,238

31,668,124 0

33,816,346 59,238
33,547,317 59,238

うち人件費 3,375,174 11,872
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625

当期増加額 127,231,606

31,466,802

当期減少額 113,450,847

102,105,384

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

競争契約 委託 株式会社ヒップ ¥3,146,000

競争契約 賃借 丸紅情報システムズ株式会社 ¥9,916,500

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1

令和７年度 医療機器産業参入支援事業に
おける展示会共同出展支援（MedtecJapan
2025）実施に伴う出展ブ－スの小間装飾業
務等の委託

2
熱溶解積層方式３Dプリンタシ
ステム一式の借入れ（レンタ
ル）

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 医療機器産業参入支援事業

２　事業（施設）概要

成長産業分野である医療機器産業への参入を支援するため、医工連携セミナー等を通じ
て参入意欲があり、かつ高度なものづくり等技術を持つ中小企業を発掘する。
本事業へ参加登録した中小企業の技術をコーディネータが調査し、シーズとして整理する
と共に、東京都医工連携HUB機構と連携して医療機器製販企業等とのマッチングに向け
た支援を行う。



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特命理由

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

特命理由

No. 契約件名



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 12,549

1,189,041 12,549

31,668,124 0

33,816,346 12,549
33,547,317 12,549

うち人件費 3,375,174 9,251
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625

当期増加額 127,231,606

31,466,802

当期減少額 113,450,847

102,105,384

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 経営革新計画申請支援事業

２　事業（施設）概要
中小企業新事業活動促進法に基づく経営革新計画に関して、都内中小企業に対して計
画策定のアドバイスを行い、東京都の経営革新計画審査会に上程する。



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 692,092

1,189,041 0

31,668,124 0

33,816,346 692,092
33,547,317 361,380

うち人件費 3,375,174 330,712
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 -

当期増加額 127,231,606 -

31,466,802 -

当期減少額 113,450,847 -

102,105,384 -

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

競争契約 委託
株式会社日刊工
業新聞社

9,943,170

競争契約 調達 株式会社芳明堂 16,522,000

競争契約 委託
有限責任監査法
人トーマツ

25,300,000

競争契約 委託
有限責任監査法
人トーマツ

49,500,000

特定契約 委託
日本パテントデー
タサービス㈱

2,376,0005
知的財産権情報検索サービスに係
る利用継続について

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
「令和6年度 東京都中小企業知的
財産シンポジウム」に係る運営等業
務

2 知的財産総合センター什器の調達

3
令和６年度知的財産活用製品化支
援事業マーケティング支援に係る
業務委託

4
令和６年度スタートアップ知的財産
支援事業 ハンズオン支援に係る業
務委託

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 知的財産総合センター事業

２　事業（施設）概要
都内中小企業による知的財産の創造や、保有する知的財産の保護及び活用の促進を通
じ、中小企業の競争力の向上等を図るため、知的財産に係る総合的・専門的な相談及び
情報提供事業等を実施する東京都知的財産総合センターを運営する。



（様式１－１）

特定契約 委託
株式会社日本経
済社

2,445,500

特定契約 委託
新生サービス株式
会社

6,804,600

特定契約 委託
新生サービス株式
会社

4,521,000

特定契約 委託 KENJA IP Law PC 1,191,360

件数 金額

9
海外知財支援ネットワーク構築に
係る業務委託の実施について（アメ
リカ合衆国

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

6
ハンズオン支援募集に係る新聞紙
面広告の掲載の業務委託契約締
結について

7 反町商事ビル2階のB工事契約

8
反町商事ビル地下１階と１階のB工
事契約

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
新生サービス株式
会社

6,804,600

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
新生サービス株式
会社

4,521,000

本案件は、東京都知的財産総合センターの執務室を整備するにあたり、反町商事ビル２階で
Ｂ工事を実施するものである。
平成 15 年４月１日付で反町商事株式会社と締結した「反町商事ビル賃貸借契約書」第 12 条
及び第 21 条第 3 項において、現状変更等に関する工事は、賃貸人の指定業者により行うもの
と規定されている。
同条項の規定に基づき、新生サービス株式会社と特命随意契約を締結する。

特命理由

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

7 反町商事ビル2階のB工事契約

特命理由

本案件は、東京都知的財産総合センターの執務室を整備するにあたり、反町商事ビル２階で
Ｂ工事を実施するものである。
平成 15 年４月１日付で反町商事株式会社と締結した「反町商事ビル賃貸借契約書」第 12 条
及び第 21 条第 3 項において、現状変更等に関する工事は、賃貸人の指定業者により行うもの
と規定されている。
同条項の規定に基づき、新生サービス株式会社と特命随意契約を締結する。

No. 契約件名

8
反町商事ビル地下１階と１階のB工
事契約



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 10,065

1,189,041 10,065

31,668,124 0

33,816,346 10,065
33,547,317 10,065

うち人件費 3,375,174 8,953
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 -

当期増加額 127,231,606 -

31,466,802 -

当期減少額 113,450,847 -

102,105,384 -

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 輸出手形買取損失てん補事業

２　事業（施設）概要
不渡となった荷為替手形のてん補を受けた金融機関からの回収金の受入、その他終了認
定等附帯事務を行う。



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特命理由

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

特命理由

No. 契約件名



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 17,794

1,189,041 17,794

31,668,124 0

33,816,346 17,794
33,547,317 17,794

うち人件費 3,375,174 5,775
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625

当期増加額 127,231,606

31,466,802

当期減少額 113,450,847

102,105,384

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 中小企業人材課題ハッケン支援事業

２　事業（施設）概要
専門家（東京人材マネージャー）が企業を訪問し、企業の人材確保に関する課題をヒアリン
グした上で、診断ツールを活用して公社及び各支援機関が実施している多数の支援メ
ニューの中から各企業の課題に沿った支援メニューを提案する。



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 4,817

1,189,041 4,817

31,668,124 0

33,816,346 4,817
33,547,317 4,817

うち人件費 3,375,174 99
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625

当期増加額 127,231,606

31,466,802

当期減少額 113,450,847

102,105,384

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 働く人の心の健康づくり講座

２　事業（施設）概要
従業員や管理監督者向けのメンタルヘルスに関する基礎講座の実施や自社におけるメン
タルヘルス対策を推進するための推進リーダー養成講座を開催。



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 43,413

1,189,041 0

31,668,124 43,413

33,816,346 43,413
33,547,317 43,413

うち人件費 3,375,174 1,761
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625

当期増加額 127,231,606

31,466,802

当期減少額 113,450,847

102,105,384

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

競争契約 委託 株式会社ライヴス 4,995,364

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
（総）若手商人育成事業「令和６年
度中小小売商業活性化フォーラ
ム」の開催に係る運営業務委託

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 若手商人育成事業

２　事業（施設）概要

商店街の次代を担う若手商人を対象に、専門家による現地支援、経営能力向上のための
講座やフォーラムの開催、商店経営・商店街活性化に向けた研究会、商店街役員のマネ
ジメント能力向上を図る研修の実施等を通じ、実践的なアドバイスや情報提供等を行い、
商店街の「経営力向上」や「人づくり」を支援する。



（様式１－１）

〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特命理由

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

特命理由

No. 契約件名



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 30,748

1,189,041 0

31,668,124 30,748

33,816,346 30,748
33,547,317 30,748

うち人件費 3,375,174 4,668
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625

当期増加額 127,231,606

31,466,802

当期減少額 113,450,847

102,105,384

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 未来を創る商店街支援事業

２　事業（施設）概要
都及び区市町村と連携し、新たな商店街づくりに積極的に取り組む商店街に対して伴走支
援アドバイザーを派遣し、中期計画の策定や実行支援を行う。また、都開催のサポート会
議に参加し、商店街の取り組み状況の確認や助言を行う。



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特命理由

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

特命理由

No. 契約件名



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 30,985

1,189,041 30,985

31,668,124 0

33,816,346 30,985
33,547,317 30,985

うち人件費 3,375,174 5,248
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 -

当期増加額 127,231,606 -

31,466,802 -

当期減少額 113,450,847 -

102,105,384 -

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

競争契約 委託 株式会社アイフィス 3,822,500

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
令和６年度TOKYO職人展に係る
運営管理業務の委託

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 伝統工芸品産業振興事業

２　事業（施設）概要
事業協同組合等が、東京都伝統工芸品産業振興対策要綱に基づいて実施する産業振興
事業について、東京都伝統工芸品産業振興対策事業実施要領に適合するか確認し、必
要に応じた支援を行う。



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 2,139

1,189,041 2,139

31,668,124 0

33,816,346 2,139
33,547,317 2,139

うち人件費 3,375,174 0
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625 -

当期増加額 127,231,606 -

31,466,802 -

当期減少額 113,450,847 -

102,105,384 -

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 東京味わいフェスタへのブース出展

２　事業（施設）概要
都が開催する東京味わいフェスタにおいてブース出展し、伝統工芸品の展示や実演等を
行い、広く消費者への普及を図る。



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 -6,711

経常収益 33,899,950 7,034

1,189,041 7,034

31,668,124 0

33,816,346 13,745
33,547,317 13,745

うち人件費 3,375,174 6,431
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 -6,711
24,595 0

88,324,625 -

当期増加額 127,231,606 -

31,466,802 -

当期減少額 113,450,847 -
102,105,384 -

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 委託 NSW株式会社 2,792,900

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
産業貿易センター基幹システムOS
マイナーバージョンアップ委託

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 産業貿易センター管理運営事業（浜松町館）

２　事業（施設）概要
東京都立産業貿易センター（浜松町館）の管理運営及び産業貿易センターが入居する合
同庁舎の共用部分等の管理運営を行う。



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 NSW株式会社 2,792,900

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

1
産業貿易センター基幹システムOS
マイナーバージョンアップ委託

特命理由

 ＮＳＷ株式会社は、産業貿易センター基幹システム関連の請負業者として、システム開発、ウェブサイト開発を委託
した業者であり、システム構成やソフトウェアについて熟知している。
さらに、同社以外の事業者に保守委託契約を結ぶ場合、迅速・的確な作業を行うことが難しく、職員の産貿システム
ズ利用および一般利用者への公式ウェブサイト提供等品質が保証されない可能性が高い。
 以上のことから、本要件を満たす唯一の事業者は同社のみであり、特命委託するものである。



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 83,604 15,359

経常収益 33,899,950 96,375

1,189,041 96,375

31,668,124 0

33,816,346 81,016
33,547,317 81,016

うち人件費 3,375,174 11,772
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 15,359
24,595 0

88,324,625 -
当期増加額 127,231,606 -

31,466,802 -

当期減少額 113,450,847 -
102,105,384 -

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

競争契約 工事 株式会社ティーク 3,850,000

特定契約 工事
小松ウォール株式
会社

1,485,000

特定契約 工事
ソフトバンク株式会
社

6,805,095

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1 ［R06］電力量計（検定付）更新工事

2
令和６年度 台東館展示室稼働壁
設備改修工事

3
［R06］台東館 展示室 Wi-Fi AP改
修工事

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 産業貿易センター管理運営事業（台東館）

２　事業（施設）概要
東京都立産業貿易センター（台東館）の管理運営及び産業貿易センターが入居する合同
庁舎の共用部分等の管理運営を行う。



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
ソフトバンク株式会
社

6,805,095

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特命理由

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

3
［R06］台東館 展示室 Wi-Fi AP改
修工事

特命理由

〇契約要件
 本⼯事の実施にあたっては下記の要件を満たす必要がある。
 ・台東館インターネット接続設備のネットワークシステム構成、基幹機器の設定、タグVLAN
  による利⼯者-利⼯者間の安全な分離、および適切な通信量、セッション管理等による通信
  品質の安定的な維持に精通していること。
〇選定理由
 ソフトバンク株式会社は、以下の通り要件を満たす。
 ・本設備は、平成26年度 台東館 ⼯規模改修時に（26東中企台契 第72号）により
  ソフトバンクテレコム株式会社（現 ソフトバンク株式会社）により設置された設備である。
  また本設備 構成機器の内、接続制御・利⼯者管理の基幹機器（POPCHAT）は、当初設置
  された［SecurePOPCHAT Ⅱ］が令和４年３⼯にそのサポート期間の終了を迎えたため、
  （3東中企台契総契 第700号）にてソフトバンク株式会社により更新設置された機器である 。
 ・本設備は（5東中企台契 第137号）により、ソフトバンク株式会社が保守を⼯っている。
 ・当該機器の設備⼯事・機器設置業者であり、かつ定期点検保守業者であり、システム及び
  機器類の仕様・性能・設置環境・動作等に精通している
 ・本設備は⼯元の回線から、基幹機器（POPCHAT）、ネットワークスイッチから、各利⼯階の
  有線LAN端⼯、そして無線LAN APまで⼯体として動作しており、また、各利⼯エリア、
  APをタグで管理、分離することで利⼯者を安全に分離する「タグVLAN」システムを
  構成しているが、その⼯部 APについて別の業者となると、システムの維持、不具合時の
  責任区分が不明確となり、⼯貫したサービス品質の維持が困難となる。
以上より、要件を満たす事業者は当該業者のみである

No. 契約件名
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うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 134,938

1,189,041 134,938

31,668,124 0

33,816,346 134,938
33,547,317 134,938

うち人件費 3,375,174 14,509
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 0

88,324,625

当期増加額 127,231,606

31,466,802

当期減少額 113,450,847

102,105,384

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 工事 フィット電装株式会社 2,950,000

特定契約 工事 共栄油研電機株式会社 4,065,600

競争契約 委託 株式会社　和心 194,700,000

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
[R6]秋葉原庁舎　地下1階中央監
視装置更新工事

2
[R6]秋葉原庁舎高圧真空遮断器
設備他更新工事

3
令和７・８年度 東京都産業労働局
秋葉原庁舎建物管理委託

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 秋葉原庁舎維持管理運営事業

２　事業（施設）概要 行政財産として東京都から賃借している秋葉原庁舎の建物維持管理業務を行う。
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特定契約 委託 フジテック株式会社 2,745,600

特定契約 物品  株式会社　和心 632,269

件数 金額

5
令和６年度秋葉原庁舎維持管理に
係る各種消耗品の購入（複数単価
契約）

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

4
令和７年度  秋葉原庁舎昇降機設
備定期点検保守委託

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件
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契約種別 契約相手方 契約金額（円）

工事
フィット電装株式会
社

2,950,000

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

工事 共栄油研電機株式会社 4,065,600

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 フジテック株式会社 2,745,600

共栄油研電機株式会社は、平成15年以来21年間に渡り、電気設備定期点検を担ってきた。さらに、電気設備工事
においても実績があり、秋葉原庁舎の建物構造、各電気設備の位置・繋がり、受変電設備等に精通していることか

ら、ベースとなる点検手順に工事手順を安全・効率的・確実に組み込むことができる。
以上から、点検と工事を適切かつ効率的に同時実施できるのは、共栄油研電機株式会社のみである。

No. 契約件名

4
（特）令和７年度  秋葉原庁舎昇降
機設備定期点検保守委託

特命理由

特命理由

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

1
[R6]秋葉原庁舎　地下1階中央監
視装置更新工事

特命理由

①中央監視装置の仕組み
中央監視装置とは、監視用ＰＣ・制御装置・停電時電源等から構成され、空調・電気・給排水設備等の自動管理・遠
隔監視・記録等を行うシステムである。このシステムが機能するには、川上の同装置と川下の各設備の規格が技術
的に対応している必要がある。
②中央監視装置の修理不能とその影響
中央監視装置を構成している部品の製造がすでに中止されており、部品供給期限が令和６年12月であるため、供
給期限以降にトラブルが発生した場合、修理が不能となる。
故障発生で修理ができない場合、空調設備、火災報知設備等の警報状況確認、各種設備機器の遠隔監視等およ
びこれまで測定してきた各種機器データーが使用できなくなる恐れがある。これは実質的に、建物管理および使用
ができないことを意味する。
③中央監視装置の更新とフィット電装株式会社
この中央監視装置を交換するには、装置と各設備の規格的な整合性を確保し、庁舎内の各設備の種類・配置や規
格等を熟知している必要がある。また、交換後の監視用ＰＣのモニターは、これまでに見慣れた画面構成、使い慣
れた操作方法であることが必須である。
もし入札によりフィット電装以外の企業が受注した場合、新たな画面構成・操作方法や取扱マニュアル等により、使
いこなすようになるまで時間がかかり、万が一その間に、停電・火事等が起きた場合、適切に対応できない恐れすら
ある。
見慣れた画面構成、使い慣れた操作方法は、設備管理・警備業務を迅速かつ的確に行うためにも必要不可欠な要
素であるが、このような画面構成を構築し、また、使い慣れた操作方法を設定できるのは、フィット電装だけである。
以上より、適切に対応ができるのは、平成28年度に中央監視装置を設置し現在に至るまで保守点検を行っている
フィット電装のみである。

No. 契約件名

2
（特）[R6]秋葉原庁舎高圧真空遮
断器設備他更新工事
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本委託は、昇降機の正常かつ良好な運転状態を維持するために、定期的に機器や装置類の保守及び点検を行う
専門性の高い特殊作業であり、業務の実施にあたっては以下要件を満たす必要がある。
＜契約要件＞
① 昇降機は、各機器（巻上機、制御盤、かご、昇降路内機器および乗場機器等）が密接に関連して機能するため、
昇降機のハード、ソフト両面から一体性を確保することが安全性、信頼性を高める上で重要であり、保守業務には、
製造事業者であることが必要である。
② 迅速かつ的確なサービス、機能を確保し、責任の一貫性を担保することが必要である。この点、当該昇降機設備
の製造先フジテック株式会社に委託を行えば、保守業務を、製作者が実施できる。当該昇降機設置以来、当社に
保守業務を委託しており実績もある。また、当社は、図面、構造・性能に関する詳細なデータ等を所有しており、当
該機器の構造・性能に精通するとともに、委託内容も十分に熟知しているため、迅速かつ的確なサービスが確保で
きる。加えて、製作者以外に委託した場合は、部品、オイル、図面等の入手が困難であり、さらに事故発生時の責
任の所在が不明確になるおそれがあり、このため、エレベーター故障時、お客様に甚大な被害を被る状況が予見さ
れる。
以上の事から、本業務の委託先はフジテック株式会社以外にはなく、当社を契約先とする。
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うち本事業
当期経常増減額 83,604 0

経常収益 33,899,950 13,140

1,189,041 0

31,668,124 10,901

33,816,346 13,140
33,547,317 13,140

うち人件費 3,375,174 5,664
269,029 0

うち人件費 170,724 0
当期経常外増減額 0 0

4,440 0
4,440 0

0 0
83,604 0
24,595 -1,522

88,324,625 1,523

当期増加額 127,231,606 9,379

31,466,802 9,379

当期減少額 113,450,847 10,901

102,105,384 1資産（期末残高）

経常外費用
法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常外収益

３　収支状況（単位：千円）

令和６年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 傷病共済事業

２　事業（施設）概要
専業的家内労働者や従業員４名以下の製造業を営む個人事業主を対象に、病気やけが
により就業不能となった際に、共済金の給付を行い加入者の生活の安定を図る。


